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要     約 

国の概要 

モザンビーク共和国（以下「モザンビーク」という。）はアフリカ大陸東南部に位置し、

南北約2,500kmに広がる国土は、799,380ｋ㎡（日本の約2.1倍）で東はインド洋に面し、周

辺は南アフリカ、スワジランド、ジンバブエ、マラウイ、ザンビア、タンザニアと計6国に

接している。人口は2,712万人（国家統計局推計、2017年）で人口増加率は2.8％（世界銀行、

WDI 2016年）となっている。地形は国土の中央をザンベジ川が流れ、その南部は標高200ｍ

以下の丘陵性の草原、北部は標高200～1000ｍの高原で、西方は標高1,500mを超える山岳地

帯に連なっている。沿岸部は多数の河川による沖積平野が発達し、人口密度の高い地域とな

っている。サイトのあるマプト、キリマネ、ナカラは、気候は冬が乾期となる熱帯気候で、

雨期は11～3月、乾期は4～10月、月間 高気温は雨期で30度前後、乾期の月間 低気温は20

度以下となるが、ナカラのみ一年を通じて気温の変動が少ない。過去の年間降雨量は800～

1,400mmだが、近年変動が激しく、大雨による被害が報告されている。 

サイトは北部のナンプラ州ナカラ市、ザンベジア州キリマネ市、および南部にある首都マ

プトの近郊、マトラ市に所在する。北部沿岸部のナカラ市は、人口は37.4万人（国家統計局

推計、2017年）で、現在開発が進むナカラ回廊の玄関口としての役割を担う港湾都市である。

サイトはナカラ市の中心部の南側8.3kmに位置し、敷地の広さは約5haである。東部沿岸部の

キリマネ市はザンベジア州の州都であり、人口は25万人（同前）である。サイトはキリマネ

市の中心部の北東側6.7kmに位置し、敷地の広さは約8haである。南部のマトラ市は、首都マ

プトの西に隣接し、人口は100万人（同前）である。サイトはマトラ市の市街地にあり、周

辺は工場、住宅が密集している。敷地の広さは約0.8haである。 

モザンビークは1992年の内戦終了後、国際社会の支援を得て民主化と平和構築を進め、

2001年以降、実質GDP増加率6～8%を記録するなど高い経済成長を達成しており、「戦後復

興の優等国」とされている。一方で、人口一人当たりGNI（国民総所得）は480米ドル（国

連統計、2016年）、貧困率は54.7%（国家統計局、2009年）、また人間開発指数は0.418で、

188か国中181位（国連開発計画、2016年）と依然として世界の 貧国の一つであり、国家財

政の36.4 %（財務省、2014年）は援助を主とする国外資金に依存している。 

産業構造はGDP比で第一次産業34.1%、第二次産業14.9%、第三次産業55.8%（アフリカ開

発銀行 国連開発計画、2014年）である。同国は肥沃な土地と森林資源に恵まれた農業国で

あり、カシューナッツ、砂糖、綿花、茶等の換金作物の生産が多い。就労人口の75%（国際

労働機関、2016）が農業に従事するものの、その大部分は生産性の低い生産活動にとどまる。

また、インド洋に面した長い海岸線を有し、エビ等の水産漁業資源も豊富である。石炭、チ

タン、天然ガス等の豊富な天然資源を有する資源国でもあり、外国直接投資による鉱業部門

の大規模プロジェクトと、それらに関連する輸送・通信・エネルギー部門のインフラ整備へ

の活発な投資が好調な経済発展を牽引している。対外的には隣接する南アフリカ共和国と密

接な関係にあり、 大の輸入相手国であると共に第二位の輸出相手国となっており、投資額

においても首位を占める。近年は中国・ブラジル・インド等の新興国の進出もめざましい。 
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プロジェクトの背景、経緯および概要 

 

モザンビークでは、近年、天然資源（石炭、天然ガス等）の開発による追い風もあり比較

的堅調な経済成長が記録され、2001 年から 15 年間で年平均 7.8%という高いレベルの成長

を維持してきた。しかし、こうした経済成長はその多くがアルミニウム精錬事業や、石炭、

天然ガス等の資源開発、特に資源採掘に係る巨大プロジェクトへの海外からの投資に由来す

るもので、こうした資本集約型の産業では外国人労働者が技術、管理部門に従事することが

多いため、国内で十分な雇用機会が創出されたわけではなかった。2010 年には、一時、国

民の就業率が 79%に達したが、雇用の多くは農業部門で、組織化されていない自給農家が

ほとんどを占めていることから、多くの労働者が村落部で低賃金あるいは自給の農業労働に

従事している。また、都市部の住民に関しては、職を求めて村落部から都市部に移住した者

も含め、十分な教育も技術も身に着けておらず、インフォーマル経済部門の職業に従業する

者が多数を占める状況が続いている。 

 2016 年には、資源価格の下落と国際市況の低迷により、同国の経済成長も停滞を余儀

なくされたが、それに加えて、同年春に判明したGDPの 10.7%に及ぶ国営企業債務問題が経

済成長に大きく影響し、2016 年の成長率は 3.8%に留まった（世界銀行推定）。しかし、同

国の 2 大ガス田の天然ガス生産量が 2017 年には軌道に乗る見通しで、またアルミニウムや

天然ガスの国際市況の回復が見込まれていること、石炭の輸送インフラが整備されたことに

伴う輸出量の増加が見込まれること等から、同国の経済成長は回復基調にあるものと考えら

れている。このため、世界銀行の推計では 2019 年には 7%台の成長を回復するものと見込

まれている1。こうした経済環境や雇用状況の好転が期待される中で、モザンビーク政府は、

貧困削減と持続的な成長を達成するための課題としてこれまで一貫して掲げてきた産業人

材育成の体制整備を急いでおり、現行の「政府５か年計画」では、人間開発の促進と雇用機

会創出を目的として、職業訓練へのアクセスと質の向上、産業界のニーズに合致した職業訓

練の促進等を重点活動に掲げている。 

本プロジェクトは職業訓練・労働研究機構（Institute for Vocational Training and Labor Studies 

Alberto Cassimo：以下、「IFPELAC」という。）傘下の職業訓練センター（Vocational Training 

Center：以下、「CFP」という。）3 校（マシャバ、キリマネ、ナカラ）に対する支援である。

対象となるCFPの訓練コースは建設分野（電気・石工・冷凍/空調・配管・足場組・木工）、

溶接分野（溶接・金属加工・鋼管組立）、自動車分野（自動車機械・自動車電気）、農産品加

工分野（穀物・果物・野菜）である。 

モザンビークでは、天然資源等の開発と物流の増加に伴い、内陸部と港湾部を結ぶインフ

ラ整備の需要が高まり、また各地に経済特区や産業自由区が設立されたことから、国内外の

企業進出が進んでいるため、建設・土木分野や溶接・鋼材加工等の分野の労働需要が増大し

ている。国内では自動車の数が乗用車・大型車両共に増加しているが、そのほとんどは日本

や欧米等から輸入した中古車で、走行距離と経年劣化に伴う自動車修理の需要は非常に高い。

市中には中小零細規模の民間整備工場等が多数軒を並べていて、電気・機械分野でスキルを

有する人材の需要は全国的に高まっている。また、農業は同国GDPの 25%、就業人口の 75%

を占める主要産業であるが、農村部では殆どの小規模自給農家が近隣の市場で保存のきかな

                                                  
1 Mozambique Economic Update, July 2017, The World Bank 
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い生鮮野菜を販売して僅かな収入を得ている状況であった。近年、ザンベジア州やナンプラ

州などの農業州では農民の組織化が進み、補助金等の優遇制度を活用して農産物の高付加価

値化を図ろうとする考えが浸透してきており、農産物の基礎的な保存技術、加工技術、調理

技術に係る訓練の需要が高まってきている。したがって、前述の本プロジェクト対象訓練コ

ースは、産業界のニーズに合致するものである。 

JICAは 2017 年 6 月より技術協力プロジェクト「産業人材育成センター能力強化プロジェ

クト（以下、「技プロ」という。）（2017 年 8 月～2021 年 7 月）を実施している。技プロの対

象サイトは、本プロジェクトと同一の 3 か所のCFPであり、訓練プログラム実施能力及び管

理能力の強化を支援するものである。ソフトとハードを一体的に支援することにより、相乗

効果の発現が期待されている。また技プロはブラジル全国工業職業訓練機関（以下、「SENAI」

という。）のブラジル人専門家による訓練プログラム策定、研修実施及び訓練機材選定支援

等が実施される計画である。本プロジェクトの整備機材は、技プロの訓練実習に活用される

ものであるため、本調査においてもSENAI専門家と整備機材品目・仕様について摺り合わせ

を行いつつ、機材計画策定を実施した。従って本プロジェクト整備機材の納入時期等につい

ても、技プロの活動計画と連動した 適な実施工程となるよう計画を行った。本プロジェク

トの実施により、ナカラ・キリマネ・マシャバの各CFPの訓練機材が整備されるとともに、

ナカラ・キリマネにおいては、当該機材を設置するワークショップの整備を合わせて実施し、

訓練環境が整備されることにより、モザンビークの社会経済開発や産業振興に必要な実践的

な産業人材の育成に寄与することを目的とする。 

調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受けて独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」という。）は2017 年7 月

8 日から8 月7 日にわたり、調査団を現地に派遣し、IFPELACおよび対象3サイトのCFPを

はじめとするモザンビーク側関係者と協議を行い、確認された要請内容に基づいてサイト調

査を実施した。その後、同調査団は現地調査の結果を踏まえた国内解析を行い、要請内容の

うち先方の優先度が高く、訓練実習の実施に必要不可欠と判断される機材の整備およびこれ

ら機材を設置するために必要な施設の建設を協力対象とする概略設計を協力準備調査報告

書（案）にとりまとめ、2018 年2 月3 日から2 月15 日までモザンビーク側関係者への現地

説明を行って、本協力準備調査報告書をとりまとめた。 

先方との協議に基づきまとめられた本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

（１）協力対象範囲・コンポーネント、協力規模 

本無償資金協力は、社会経済開発や産業振興に必要な実践的な産業人材の育成という課題

を解決することを目的とする。本プロジェクトは以下の 2 つのコンポーネントで構成され

る；(1)マシャバ CFP、キリマネ CFP およびナカラ CFP の既存ワークショップおよび新設ワ

ークショップに設置する職業訓練用の実習機材 340 品目の調達、(2) 新設ワークショップ 3

棟の建設（農産品加工・配管ワークショップ 1 棟（以上キリマネ CFP）、自動車整備ワーク

ショップ 1 棟および農産品加工ワークショップ 1 棟（以上ナカラ CFP））。本プロジェクト

では職業訓練用の実習機材の整備が第一の目的であり、施設コンポーネントは、本プロジェ

クトの協力対象事業で整備される機材の設置場所が既存建物内に確保できない場合に限り、

必要性に応じてワークショップを新設することとした。 
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（２）機材計画 

マシャバ、キリマネおよびナカラの3ヶ所のCFPの対象訓練コースの運営に必要な機材を

計画する。マシャバCFPは既存5コース（電気・石工・冷凍空調・配管・溶接）および新規

開設3コース（足場組・金属加工・鋼管組立）の訓練実習に必要な機材を計画する。機材設

置場所は、新規開設コースの計画機材を含め、基本的に既存ワークショップ内に確保するこ

とが可能である。キリマネCFPは既存3コース（電気・配管・木工）および新規開設3コース

（農産品加工分野の穀物・果物・野菜の各コース）の訓練実習に必要な機材を計画する。電

気コースおよび木工コースの計画機材は既存ワークショップ内に設置場所を確保できるが、

配管コースおよび新規開設の農産品加工分野の3コースについては適切な設置場所が確保で

きないため、本プロジェクトにて新たに建設するワークショップ内に設置する計画とする。

ナカラCFPは既存2コース（電気・溶接）および新規開設11コース（石工・冷凍空調・配管・

足場組・金属加工・鋼管組立・自動車機械・自動車電気・農産品加工分野の穀物・果物・野

菜の各コース）の訓練実習に必要な機材を計画する。自動車分野の2コースおよび農産品加

工分野の3コース用の機材は、本プロジェクトで新設するワークショップ2棟に各々設置する

計画とする。それ以外の訓練コース用の機材は既存ワークショップ内のレイアウトを変更し

て設置する。ただし既存機材は多くはないため、一部撤去が必要な機材があるものの、レイ

アウト変更に伴う機材の再配置等は容易である。 

要請機材内容については、今後、本プロジェクト整備機材を使用して活動を行う技プロ

のSENAIの専門家チームと協議の上、訓練コース毎に必要性、妥当性の検証を行った。技プ

ロの1、2年目の活動は、ブラジルでの研修が主体となる予定であり、対象CFPでの本プロジ

ェクト整備機材を活用した活動は限定的となることが想定されている。従って技プロの3年

目以降に整備機材の活用が開始されることを前提として、基礎的な訓練機材から職業訓練資

格レベル2,3までを総合的にカバーする機材計画内容とする。 

また3サイトのCFP既存ワークショップに設置する機材については、各ワークショップ内

における整備機材のレイアウトプランの検討を行い、設置場所についての確認を実施した。

電力需要増加に伴うナカラCFPのトランスと主分電盤の更新、キリマネCFPの主分電盤の更

新、ならびに建屋間の配線工事を本プロジェクトの日本側の整備内容に含め、他方、既存ワ

ークショップ内の配線工事をモザンビーク側の負担事項として整理することとした。 

 

１）機材選定基準 

機材選定に当たっては、下記の選定基準でスクリーニングを行った。 



v 
 

 

選定基準 
訓練コース 

調査方法 
既存 新規

・CFP 訓練カリキュラムとの整合性 ○ ○ 収集資料分析、技プロとの協議 

・既存機材の数量、稼動状況、使用頻度、破損の有無 ○ - サイト調査、修理記録等 

・SENAI 標準との整合性 ○ ○ SENAI との協議にて確認 

・新規訓練コースの労働市場ニーズとの関連性 - ○ 企業調査、収集資料分析 

・MITESS/IFPELAC の訓練計画・方針との整合性 ○ ○ 質問票、インタビューなど 

・訓練コース定員数と要請数量の整合性 ○ ○ 質問票、インタビューなど 

・CFP による運用・維持管理が可能かどうか ○ ○ CFP 管理体制・予算状況確認 

・CFP 指導員の技術レベルと整合しているかどうか ○ ○ 面談調査、経歴・資格等の確認 

・消耗品・交換部品を取り扱う現地代理店の有無 ○ ○ 代理店調査 

尚、CFP 訓練カリキュラムについては、現在 IFPELAC において全国の CFP 共通の新

カリキュラムへの移行段階にある。その一環として、JICA 技プロチームが 2018 年 6 月

を目途に、CBT 方式訓練コース用の新カリキュラムに改訂する作業を進めているが、本

協力準備調査の終了時点では未完成であるため、新カリキュラムとの整合性の確認は行う

ことができない。しかしながら計画内容に関しては、現行の旧カリキュラムに記載されて

いる実習内容をベースとして妥当性のある内容であることを確認済みである。また現時点

で想定される改訂後の新カリキュラム内容については、とくに職業訓練資格レベル 2,3 へ

の対応について SENAI と協議を行い、それにも対応できる機材計画内容であることを確

認した。具体的には、訓練内容が資格レベルによって異なるとしても、機材の機能面にお

いては、活用方法により複数の資格レベルに対応が可能であるため、支障はないものと判

断できる。また要請機材の妥当性については、選定基準にあるとおり、全国の CFP の既

存機材の状況等についても考慮しつつ、SENAI 標準との整合性等にも配慮した機材計画

内容とした。 

２）数量の算定根拠 

機材数量については、クラス人数（原則 16 名）、実習グループ数（2-4 名）をベースと

して、各 CFP の対象コース毎に協議で確認し、適切な数量を設定した。機材品目毎に、

実習グループ数に依拠するケース、グループ単位で実習科目のローテーションを組むケー

スなどがあり、一律ではない。また教員によるデモンストレーション使用の場合は 1 台

とした。 

３）電源変動への対応 

  CFP 構内の電圧変動は±15%程度であることが確認されており、実習機材の使用にお

いて問題はない。また本プロジェクトの整備機材は、データのバックアップを要するよう

な機材はなく、仮に停電等が発生した場合は、機材の使用はできないが、復旧後の使用に

問題はないため、安定化電源装置あるいは無停電電源装置を付ける必要性はない。
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（３）施設計画 

１）配置計画 

新設ワークショップの配置方針は以下とする。 

・既存ワークショップの並びに合わせて配置する。 

・既存工作物（給水塔、トイレ、腐敗槽など）や既存樹木を避けて配置する。 

・自動車整備ワークショップは自動車が搬出入しやすいように配置する。 

・農産品加工ワークショップは室内からの排気、自然換気に配慮して配置する。 

ナカラ CFP では既存施設はフェンスで囲まれた 70m×100m の範囲に建つが、十分な

建設余地が無いためフェンス外側の東側部分までを含めて、建物配置範囲と考え、以下の

方針にもとづき建物配置を行う。キリマネ CFP では既存施設は前面道路に面した 120m
×70m の範囲に比較的密に建っている。この範囲の外側は地盤レベルの点から適当でな

いため、この範囲内で計画することとする。 

2）施設計画 
ナカラ CFP では自動車整備関係と農産品加工コースのワークショップを、またキリマ

ネ CFP では農産品加工と配管コースのワークショップを対象とし、機材や材料を保管す

る倉庫、更衣や私物を保管するロッカーのスペース、座学のための教室を併設する。また、

訓練機材への電力供給のため、これら両 CFP では幹線設備の更新も協力対象の範囲とし、

電力供給が不足するナカラ CFP ではトランスの更新も含めることとする。 

室内には柱や床の段差などの障害物の無い、天井高のある空間と機材レイアウトに応じ

て必要箇所に適宜、電力供給するシステムが求められる。居住性は重視されないことから、

外部仕上げはもっぱら耐久性のある簡素なものとし、内部仕上げは省き、架構が露出する

仕様とする。ただし、農産品加工ワークショップについては、埃が溜まらない衛生的な室

内環境が求められるため内部仕上げをする。機材のための電力供給、給排水、ガス供給は、

機材の変更に伴い、設備が更新しやすい設計が求められる。 

ワークショップの平面の基本単位(モジュール)は、仕上げ材の内装ボード、天井材の寸

法と、構造用部材の経済的な配置から 3.6m とし、短手・長手方向の寸法をこれの倍数と

する。短手寸法は 3.6m×3=10.8m、長手寸法は機材計画にもとづき設定する。教室は、

コース当たりの訓練生 16 人を定員とし設定する。また、原則として各室への出入り口は

建物の短手方向からとする。 

 

プロジェクトの工期および概略事業費 

プロジェクトの実施に必要な工期は、施工規模や気象条件による施工上の制約、現地の建

設事情を踏まえて、実施設計3.5 ヶ月、入札期間2.5 ヶ月、施設建設および機材調達15.0 ヶ

月の計21.0ヶ月とする。また、本プロジェクトに必要な概略事業費は（日本国政府負担分：

調達業者契約認証まで非公開、モザンビーク国政府負担分0.89億円）と見込まれる。 
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プロジェクトの評価 

（１）妥当性 

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当性

が認められる。 

  １) プロジェクトの裨益対象 
本プロジェクトの対象地域は、プロジェクトサイトである CFP が位置するマトラ市、

キリマネ市およびナカラ市である。各 CFP では近隣地域の主要産業に応じて職業訓練

コースを開設している。各 CFP の敷地内には雇用センターが併設されており、卒業生

の就職先の斡旋等を行っている。直接受益者は本プロジェクトで整備される機材・施設

を活用して育成される 3 ヶ所の CFPの教員 38人および訓練生 608人とする（2023年）。

IFPELAC/CFP はモザンビークのノンフォーマル職業訓練の実施機関/実施校であり、本

プロジェクトはモザンビークの産業の発展に大きく貢献するものであることから、その

妥当性が認められる。 

  ２) 人間の安全保障の観点 
人間の安全保障とは、人間一人ひとりに着目し、生存・生活・尊厳に対する広範かつ

深刻な脅威から人々を守り、それぞれの持つ豊かな可能性を実現するために、保護と能

力強化を通じて持続可能な個人の自立と社会づくりを促す考え方とされている。本プロ

ジェクトの実施によってモザンビークのノンフォーマル職業訓練の実施校である CFP

にて実践的な職業訓練実習を受ける機会が増えることにより、CFP 卒業生の能力が強

化されモザンビークの産業と社会の発展に資するという点において、人間の安全保障の

観点に合致し、国民の生活改善に結びつく計画といえる。 

３) 当該国の中・長期的開発計画の目標達成への貢献 
モザンビークは、人口 2,712 万人で年間人口増加率は 2.8%(WDI 2016)、15 歳未満の

人口が 45%を占め、毎年 30 万人を超える若者が労働市場に参入してくると言われてい

る（ILO 2016）。中等教育(G8)総就学率が 32.4%という数字からは、知識もスキルも不

十分なままで青少年が労働市場に参入している状況が伺える。また、15 歳～24 歳の若

年層の失業率が 41.4%（WDI 2016）という数字からは、就業経験のない若者が労働力

として未熟なまま、同国の人的資源として十分に活用されていない現状が浮き彫りにな

っている。 

モザンビークの TVET 分野では、世銀や各国ドナーの支援による TVET 統合改革プ

ログラム（PIREP）により制度改革が進められてきてはいるものの、IFPELAC 傘下の

CFP で提供されている職業訓練サービスに関しては、企業や団体、関連するドナー機

関、あるいは当事者である教育訓練機関等から依然として以下のような問題点が指摘さ

れている。 

‐産業界のニーズに合致しない訓練内容（訓練カリキュラムの未整備） 

‐教員・指導員の能力不足、人数不足 

‐訓練用機材・ワークショップの老朽化・不備・不足 
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‐不十分なキャリアガイダンス 

‐TVET 監督省庁間の連携不足、等 

こうした問題は、いずれも PIREP による TVET 分野改革の成果が、特に IFPELAC 系

の職業訓練分野ではまだ十分に表れていない、ないしは、改革が十分に行われていない

ことによると思われる。モザンビークでは TVET 分野の改革は従来、重要な政策的課

題として認識されてきており、早急な対応が期待されている。かかる状況のもと、JICA

の支援による技プロは、これらの課題に長期的に対応していくものとして期待されてお

り、また本無償資金協力プロジェクトは、技プロと連携し、ハード的な側面からこれを

補完するものとして大いに期待される。 

４) 我が国の援助政策・方針との整合性 
外務省の対モザンビーク国別援助方針の重点分野（２）人間開発の項目において「世

界で 下位層に低迷する人間開発指数の改善及び SDGs 達成を目指し、保健サービス

および基礎教育へのアクセス改善のための支援、給水施設の整備を通じた安全な水への

アクセス拡充のための支援」を掲げており、これは、本プロジェクトの目的「CFP の

対象訓練コースに職業訓練用の実習機材および施設が整備され、実践的な職業訓練環境

の改善により、モザンビークの社会経済開発や産業振興に必要な実践的な産業人材の育

成に寄与する」と合致しており、我が国の援助政策・方針との整合性が十分に認められ

る。 

（２）有効性 

以下に本プロジェクトの実施により期待されるアウトプットを示す。 

１）定量的効果 

指標名 
基準値（2018 年） 

目標値（2023 年） 
【事業完成 3 年後】 

マシャバ
CFP 

キリマネ
CFP 

ナカラ 
CFP 

マシャバ
CFP 

キリマネ 
CFP 

ナカラ
CFP 

① CBT コース 
受講者数（人） 

0 0 0 160 160 288 

② CBT コース数

（コース） 
0 0 0 5 5 9 

２）定性的効果 
① 訓練機材の整備により、対象 CFP の訓練コースの質が向上し、受講者のコースに対する

満足度が向上する。 

② 対象 CFP 毎の地場産業・立地条件に即した訓練コースの運営が可能となり、市場ニーズ

に適合した人材育成が可能となる。 

③ 受講修了者のエンプロイアビリティが高まる。 

これらのことから、本協力対象事業を我が国無償資金協力により実施することの妥当

性は高く、また有効性が十分に認められると判断される。 
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略語 英語（ポルトガル語、他） 日本語 

ANEP 
National Professional Education 
Authority (Autoridade Nacional do 
Ensino Profissional)  

 

国家職業教育庁 

ASTM American Society for Testing and Materials 米国試験材料協会 

CBT Competency-Based Training 職能に基づく訓練 

CFP Vocational Training Center 
(Centro de Formación Profesional) 

 

職業訓練センター 

CFMP Medium Term Fiscal Scenario 
(Cenario Fiscal de Medio Prazo) 

中期予算計画 

COREP Executive Commission for Professional 
Education and Training Reform  
(Comissão Executiva de Reforma da 
Educação Profissional) 

職業教育改革執行委員会 

CPI Investment Promotion Centre 
(Centro de Promoção de Investimentos) 

投資振興庁 

CTA Confederation of Economic Associations of 
Mozambique (Confederação das Associações 
Económicas de Moçambique) 

経済団体連合会 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DINET National Directorate of Technical Education 
(Direcção Nacional do Ensino Tecnico) 

技術教育局 

EC Employment Center  
(Centro de Emprego) 

雇用センター 

EDM Electricity of Mozambique 
(Electricidade de Moçambique) 

電力公社 

E/N Exchange of Notes 交換公文 

EORC Earth Observation Research Center 地球観測研究センター 

EU European Union 欧州連合 

FDI Foreign Direct Investment 直接投資 

FIPAG Water Supply Investment and Assets Fund 
Fund (Fundo de Investimento e Património 
do Abastecimento de Água) 

水道公社 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GAZEDA Office for Economic Accelerated 
Development Zones (Gabinete das Zonas 
Económicas de Desenvolvimento Acelerado)

経済特別区開発促進事務

所 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

   
   



 
 

GIZ German Society for International 
Cooperation (Deutsche Gesellschaft für 
Internationale Zusammenarbeit GmbH) 

ドイツ技術協力公社 

GNI Gross National Income 国民総所得 

HDI Human Development Index 人間開発指数 
IFPELAC Institute for Vocational Training and Labor 

Studies Alberto Cassimo (Instituto de 
Formação Profissional e Estudos Laborais 
Alberto Cassimo) 

職業訓練・労働研究機構 

IOF Family Budget Survey (Inquérito ao 
Orçamento Familiar) 

家計調査 

ILO International Labour Organization 国際労働機関 
IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 
INE National Institute of Statistics  

(Instituto Nacional de Estatística) 

国家統計局 

INEP National Employment Institute 

(Instituto Nacional de Emprego) 

国家雇用機構 

ISDB Higher Institute of Don Bosco 

(Instituto Superior Don Bosco) 
ドンボスコ教員養成大学 

ISO International Organization for 

Standardization 

国際標準化機構 

IVA Value Added Tax 

(Imposto Sobre o Valor Acrescentado) 

付加価値税 

JAXA Japan Aerospace Exploration Agency 宇宙航空研究開発機構 
JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 
JIS Japan Industrial Standard 日本工業規格 

MCTESTP Ministry of Science and Technology, Higher 
Education and Professional Technician  
(Ministério da Ciência e Tecnologia, 
Educação Superior e Técnico Profissional) 

科学技術・高等教育・技術

職業教育省 

MDB Main Distribution Board 主分電盤 

MITESS Ministry of Labor, Employment and Social 
Security (Ministério do Trabalho, Emprego e 
Segurança Social) 

労働・雇用・社会保障省 

MT / MZN Metical (plural : Meticais) メティカル（通貨） 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OE State's budget (Orçamento do Estado) 国家予算書 

PEE Strategic Plan for the Education Sector 
(Plano Estratégico do Sector da Educação) 

教育セクター戦略計画 

PEI Industrial Policy and Strategy 
(Política e Estratégia Industrial) 

産業政策・戦略 



 
 

PES Economic and Social Plan 
(Plano Económico e Social） 

経済社会計画 

PIREP Integrated Program for Training Reform  
(Programa Integrado de Reforma da 
Educação Profissional) 

TVET 統合改革プログラ

ム 

PMR Project Monitoring Report プロジェクトモニタリン

グレポート 

PQG Government’s Five-year Programme 
(Plano Quinquenal do Governo) 

政府 5 か年計画 

QNQP National Structure of Professional 
Qualifications (Quadro Nacional de 
Qualificaoes Profissionais) 

国家職業資格フレーム 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SENAI The National Service for Industrial Training
(Serviço Nacional de Aprendizagem 
Industrial) 

ブラジル全国工業職業訓

練機関 

SEZ Special Economic Zone (Zona Económica 
Especial) 

経済特区 

SNP National Planning System  
(Sistema Nacional de Planejamento) 

国家計画システム 

SNQP National Professional Qualification System 
(Sistema Nacional de Qualificações 
Profissionais) 

国家職業資格体系 

TOT Training for Trainers 指導員研修 

TVET Technical and Vocational Education and 
Training 

技術教育・職業訓練 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

WB World Bank 世界銀行 

WDI World Development Indicators 世界開発指標 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１当該セクターの現状と課題 

１－１－１現状と課題 

（１）経済構造と雇用の概観 

モザンビークでは、近年、天然資源（石炭、天然ガス、鉱物等）の開発による追い風も

あり比較的堅調な経済成長が記録され、2001 年から 15 年間で年平均 7.8%という高いレ

ベルの成長を維持してきた。しかし、こうした経済成長はその多くがアルミニウム精錬

事業や、石炭、天然ガス等の資源開発、特に資源採掘に係る巨大プロジェクトへの海外

からの投資に由来するもので、こうした資本集約型の産業では外国人労働者が技術、管

理部門に従事することが多いため、国内で十分な雇用機会が創出されたわけではなかっ

た。2010 年には、一時、国民の就業率が 79%に達した2が、雇用の多くは農業部門で、組

織化されていない自給農家がほとんどを占めており、多くの労働者が村落部で低賃金あ

るいは自給の農業労働に従事している。また、都市部の住民に関しては、職を求めて村

落部から都市部に移住した者も含め、十分な教育も技術も身に着けておらず、インフォ

ーマル経済部門の職業に従業する者が多数を占める状況が続いている。モザンビークの

労働市場の規模は、フォーマルセクターが約 7%、インフォーマルセクターが 25～30%程

度、そして小規模農業が約 65%と言われている3。 

2016 年には、資源価格の下落と国際市況の低迷により、同国の経済成長も停滞を余儀な

くされたが、それに加えて、同年春に判明した GDP の 10.7%に及ぶ国営企業債務問題が

経済成長に大きく影響し、2016 年の経済成長率は 3.8%に留まった（世界銀行推定）。し

かし、同国の 2 大ガス田の天然ガス生産量が 2017 年には軌道に乗る見通しで、またアル

ミニウムや天然ガスの国際市況の回復が見込まれていること、石炭の輸送インフラが整

備されたことに伴う輸出量の増加が見込まれること等から、同国の経済成長は回復基調

にあるものと考えられている。このため、世界銀行の推計では 2019 年には 7%台の成長

を回復するものと見込まれている4。こうした経済環境や雇用状況の好転が期待される中

で、モザンビーク政府は、貧困削減と持続的な成長を達成するための課題としてこれま

で一貫して掲げてきた産業人材育成の体制整備を急いでいるのが現状である。 

（２） モザンビークの教育と職業訓練制度 

モザンビークの教育制度は、科学技術・高等教育・技術職業教育省（以下、「MCTESTP」

という。）が管轄するフォーマル教育として、初等教育が 7 年間（G1～G7）、中等教育が

5 年間（G8～G12）、その後の高等教育が提供されている。初等教育は義務教育で、5 年間

（G1～G5）の前期初等教育（EP1）と 2 年間（G6～G7）の後期初等教育（EP2）に分け

                                                  
2 Structural change, employment and education in Mozambique, ILO, 2015 
3 Education Strategic Plan 2012-2016 (PEE 2012-2016), Ministry of Education 
4 Mozambique Economic Update - July 2017, The World Bank 
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られる。中等教育は、普通科の前期中等教育(ESG1)が 3 年間（G8～G10）、後期中等教育

(ESG2)が 2 年間（G11～G12）である。 

中等教育レベルの普通課程以外の教育訓練機関として、技術職業教育訓練(以下、「TVET」

という。)機関が設けられている。TVET 機関のうち主要なものは、MCTESTP の技術教育

局（以下、「DINET」という。）の管轄下で教育・訓練を行っている技術学校（基礎技術

学校と中等技術学校の 2 段階からなる）と、労働雇用社会保障省(以下、「MITESS」とい

う。)傘下の雇用職業訓練機構(以下、「IFPELAC」という。)が管轄し職業訓練を行ってい

る職業訓練センター（以下、「CFP」という。）であり、それぞれの特徴は下表のとおりで

ある5。 

表 1-1 TVET 分野の主な公的人材育成機関 

項目 DINET 傘下 
技術職業教育（TVE） 

IFPELAC 傘下 
職業訓練（VT） 

種類 a)基礎技術学校 
b)中等技術学校 

職業訓練センター(CFP) 

教育訓練期間 a)、b)各 3 年間 3～6 か月の短期訓練 
教育訓練内容 工業・商業・農業分野の技術教

育・訓練。座学 60%、実習 40%。
特定の技術分野で実践的能力の訓
練（即戦力の育成）。原則として座
学 40%、訓練実習 60%。 

入学資格要件 a) 初等教育(G7)修了 
b) 前期中等教育(G10)修了、ま

たは基礎技術学校を卒業 

原則として G7 修了以上、年齢 15
歳以上、ポルトガル語能力。* 

外部評価 一般科目・理論（座学）重視で、
実践的技術指導は不十分 

訓練分野・レベルが不適切で産業
界のニーズに応えていない 

*実際の CFP の訓練生は、学校中退者、後期中等教育卒(G12 卒)求職者、失業者、離職者、

在職者（技能向上）、企業から派遣された従業員等、多岐に亘る。 

モザンビークでは 1975 年の独立以降 20 年近くにわたり内戦が続いたことから、2000 年

代の半ばに至っても、同国の労働者の過半数は学校教育を受けておらず、技能も身に着

けていない状況にあった。小学校の 終学年(G7)到達率は適齢児の 3 分の 1 に満たず、前

期中等教育の 終学年(G10)に達するものは 10%未満、後期中等教育を修了(G12)するもの

は 3%に満たないという状況であった。普通教育課程に進めない生徒の受け皿としての重

要性から、上記のような TVET 分野の教育訓練機関が徐々に設けられてきたが、これら

の機関で行われる教育・訓練に関しては、産業界やドナー機関等から以下のような課題

が指摘されていた。 

‐訓練分野・レベルの設定が不適切で産業界のニーズに対応していない 

‐教育・訓練の質が低い（教員・指導員の能力不足、教材の不足、古いカリキュラムと

                                                  
5 DINET が管轄する技術学校でのフォーマル教育を「技術職業教育(TVE)」と、また、IFPELAC が管轄

する CFP や、NGO、教会等が実施するフォーマル/ノンフォーマル訓練を「職業訓練(VT)」と呼び、その

他のインフォーマル訓練を加えた総称として「技術職業教育訓練(TVET)」と呼称する。 
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古い訓練機材） 

‐中等レベルの学校（普通課程、技術課程）の不足（地域的偏在） 

‐TVET 監督機関の権限の分散化と制度の不統一 

こうした課題に対処するため、モザンビーク国政府は 2006 年から TVET 改革プログラム

(REP)を開始することを決定した。REP は、パイロットフェーズ（2006-2011 年）、拡大フ

ェーズ（2012-2016 年）、統合フェーズ（2017-2021 年）の 3 段階で実施することが計画さ

れ、そのパイロットフェーズ（PIREP）は世界銀行の融資を受けて進められることになっ

た。PIREP の主な活動は、i）TVET セクターの制度的枠組みの整備、ii）職業標準に基づ

いた研修プログラムや評価制度、資格制度等の導入、iii）フォーマル技術職業教育を管轄

する技術教育局（DINET）の能力向上、iv) スキル開発基金の設置等であった。なお、2011

年に完了予定だった PIREP はその後 2015 年 9 月まで延期された。2017 年現在は、REP

の拡大フェーズへの過渡期の状態にある。 

この PIREP による TVET 制度改革の提案を受ける形で、2014 年に職業教育法が定められ

た。同法は、職業教育訓練サービスを提供する官民全ての機関に適用され、国家職業教

育庁（以下、「ANEP」という。）の設立（2016 年に施行）、国家専門資格制度の導入、職

業教育における官民連携の導入、企業インターンシップ・システムの設立、職業教育フ

ァンドの設立等が規定された。同法では、TVET 機関における教育訓練の大枠が規定され、

DINET 傘下の技術学校では講義（座学）60%、実習 40%、IFPELAC 傘下の CFP では逆に

座学 40%、実習 60%という指針が定められている。また、民間企業の従業員給与の 1％を

賦課金として、PIREP の資金となる国家訓練基金に収めることを義務づける制度も始めら

れた。 

（３） 職業訓練センター 

職業訓練センター(CFP)は、学校教育を離れた未就業の若者に対する初期職業訓練(Initial 

Training)、及び就業経験者に対する技能向上訓練(Re-training)の双方を短期間のコースで提

供する機関である。2017 年現在、モザンビーク国内の職業訓練機関として、IFPELAC 直

営の CFP が 16 校と移動訓練車が 20 台ある。これに加えて、2017 年現在建設中の直営 CFP

が 5 校あり、さらに 10 校の新設校が計画されている。これらとは別に、IFPELAC が認可

する他省庁管轄下の公共職業訓練センターが 16 校、及び民間職業訓練センターが 160 校

存在している。 
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表 1-2 職業訓練センター数（州別） 

州 
公共 CFP 民間

CFP IFPELAC 他 CFP
ニアッサ州 1 0 5 
カーボデルガド州 1 1 4 
ナンプラ州 2 4 5 
ザンベジア州 1 1 7 
テテ州 2 2 3 
マニカ州 1 1 5 
ソファラ州 1 1 30 
イニャンバネ州 3 1 11 
ガザ州 1 1 3 
マプト州 1 1 10 
マプト市 2 3 77 
合計 16 16 160 

出所：IFPELAC 

2016 年度に公共・民間を含む全ての職業訓練センターで受講した訓練生数は合計 106,749

名（男子 67.8%、女子 32.2%）である。このうち公共職業訓練センターの訓練生数は 30,008

名で、これは全体の 27%にあたる。 

表 1-3 職業訓練受講生数の推移 

項目 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 

公共 CFP* 38,231  23,025 27,339  30,430  30,008  

民間 CFP 60,169  91,071 75,020  98,613  76,741  

合計 98,400  114,096 102,359 129,043 106,749  

-男性 62,529  72,382 67,626  87,883  72,334  

-女性 35,871  41,714 34,733  41,160  34,415  

*IFPELAC 傘下の CFP を含む。 

出所：IFPELAC 

また、2016 年度の IFPELAC 直営 CFP の訓練生数は 11,171 名（男子 64.5%、女子 35.5%）

で、州別の明細は下表のとおりである。 
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表 1-4  2016 年度 CFP(IFPELAC)受講者数 

州 男性 女性 合計 
ニアッサ州 464 178 642 
カーボデルガド州 435 227 662 
ナンプラ州 1,081 453 1,534 
ザンベジア州 628 259 887 
テテ州 901 262 1,163 
マニカ州 810 441 1,251 
ソファラ州 1,019 418 1,437 
イニャンバネ州 384 493 877 
ガザ州 314 346 660 
マプト州 501 125 626 
マプト市 664 768 1,432 

合計 7,201 3,970 11,171 

出所：IFPELAC 

（４）人材ニーズ 

モザンビークでは、各州にある国家雇用機構（INEP）傘下の雇用センター(EC)が管轄地

域に立地する企業等から求人情報を集める一方、CFP の訓練生や技術学校等の生徒から

の求職情報を登録し、職業紹介やガイダンスを行うなど、企業と求職者のマッチングを

行っている。EC に配属されている技術職員が一次情報の収集に当たり、経済団体連合会 

(CTA)、投資振興庁(CPI)等の第３者機関との定期的な協議を経て当該地域の公式な人材ニ

ーズを確定している。求人情報や求職情報はその地域の EC に集約され、実際の雇用状況

が統計処理されて MITESS の州支局経由で本部に報告されている。 

CFP と協力関係を結んでいる水道公社(FIPAG)や電力公社(EDM)等の公共事業関連企業で

は、常勤職員は、規定により中等技術学校卒業(G12 相当)以上の資格が求められているた

め、一般に CFP 訓練修了者が雇用されるケースは少ない。ただし、プロジェクト単位や

工事単位の短期雇用では学歴を求められないため、職種によってはスキルを有する CFP

修了生が雇用されている。CFP 修了生は、職場監督の指示の下で簡単な操作や保守作業

を行う技能工、作業員等として雇用されることが多い。 

民間企業のうち、経済特区や産業自由区等に立地する輸出主導型製造業の場合は、学歴

の他に、生産設備の自動化等に伴い比較的高度な技術力が求められるため、CFP 修了生

が技術部門で継続雇用されることは稀である。ただし、職種によっては、中等学校の卒

業生（G10/G12)で、その後 CFP で会計コースの訓練を受けた修了生がこうした企業に雇

用されることがある。一方、国内市場向け製品を製造する中小企業の場合は、CFP 修了

生が技能工や見習い職人として雇用されることがある。雇用された企業で経験を積めば、

職場内でレベルの高い職種、職位につくこともできる。また、従業員数が 10 人以下の零
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細規模の企業では、学歴や職歴に拘らず採用され、徒弟制度で有給/無給の職務に就いて

修業し、ステップアップを図ることが可能で、就業経験のない CFP 修了生の多くがこう

した職業に就いているものとみられる。 

他方、CFP 各校では、就職できない修了生に対し、就業用キットを贈呈している。簡単

な工具類からなるキットであるが、修了生は出身地の村落に戻り、あるいは都市部に残

り、このキットを活用して、個人で、あるいは仲間と共同で起業するケースが多い。こ

れは、経済のインフォーマルセクターを担う雇用形態であるが、起業して自営の仕事を

こなしながら、才覚があれば零細企業や中小企業の下請・孫請仕事をとるようになり、

やがて従業員を雇う、というパターンもある。なお、モザンビークでは、雇用機会の創

出を図る目的で個人や協同組合等の集団による起業を支援、促進するため、各州政府や

企業等が融資を行う制度が設けられている。集団として起業するほうが融資を受ける際

の信用枠が大きくなるため、協同組合形式で起業するケースが多い。このような CFP 修

了生への起業支援の取り組みは、若年層の失業率が 41%に達するモザンビークの社会状

況に鑑みると、同国の開発政策の大きな柱である貧困削減に貢献するものであり、広く

社会的ニーズに応えるものである。 

なお、経済団体連合会（CTA）や経済特別区開発促進事務所（GAZEDA）等の機関では、

輸出関連企業や外資系企業において雇用が認められている外国人労働者に関し、これを

モザンビーク国民で代替すべきであり、そのためには企業側が求める技能の実践的な訓

練を積極的に進めるべきで、そのための訓練体制を早急に整備すべきであるとの意見が

出されている。一部の外資系企業からも同様の見解が表明されており、労働力の輸入代

替に対するこうした期待感は今後ますます高まってくるものと思われる。 

（５） 国家職業資格体系 

PIREP の成果として、TVET 機関で実施される教育・訓練のレベルが国家職業資格体系

（SNQP）として定められ、職業資格レベル 1 から 5 までのすべての訓練コースの承認と

モニタリングが国家職業教育庁(ANEP)により行われることになった。ANEP は、PIREP

の職業教育改革執行委員会（COREP）の執行部である ES-COREP の後継機関として設立

され、公立、私立の技術教育機関すべてを管轄し、これらの機関の認定や訓練内容の検

証を行う。教育・訓練機関の監督省庁よりも上位に位置する諮問機関と位置付けられて

いる。 
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図 1-1 国家職業資格体系‐PIREP 資料より編集 

国家職業資格体系では、DINET 傘下の中等技術学校ではレベル 3～5 の、また同基礎技術

学校及び IFPELAC 傘下の CFP では就業経験のない若者に対してレベル 1～2 の教育・訓

練が行われるものと定められている。レベル 1 と 2 は小学校（G7）修了者に社会人とし

ての基礎教養・知識、簡単な技能を身に着けさせるコースで、訓練後の職業としては、

一般に、インフォーマルセクター向けの技能労働者が想定されている。レベル 3 以上6は、

企業等の雇用サイドからの要請で検討されたもので、レベル 3 の訓練修了者は職場で上

司からの指示に従って専門技能を発揮する程度、レベル 4 は上司の指示がなくても自ら

の判断で仕事をこなすことができる程度、そしてレベル 5 は担当する職域のリーダーと

して、部下に指示を与えて仕事全体を管理する程度、とされている。レベル 5 以下はテ

クニシャン、それ以上（大学、高等ポリテクニック等卒業）はエンジニアと称されるこ

とがある。ANEP によると、レベル 3 以上の認定を受けたものは、技能向上のため、社会

人になった後も繰り返し CFP で再訓練を受けることが推奨されている。このため、将来

的には、CFP での訓練にレベル 3～5 の訓練コースも含まれることが検討されている。 

                                                  
6 2017 年現在は前期中等学校（G10）卒以上とされているが、これを G9 卒以上に変更するという教育体

系の見直しが政府内で検討されている。 

進路国定職業資格エントリー要件

レベル５

職業資格５

レベル４

職業資格４

レベル３

職業資格３

レベル２

職業資格２

レベル１

職業資格１

レベル４ または同等

の職能単位を保有

レベル３ または同等

の職能単位を保有

レベル２ （ G10卒業

*） または同等資格

再訓練

(CFP)

↑

企業内

訓練

↑

就職

起業

* 前期中等教育(ESG1)、

または基礎技術学校卒

小学校(G7)卒業程度
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（６） TVET カリキュラム 

PIREP の職業教育改革執行委員会（現 ANEP）は、主に技術学校向けの教育カリキュラム

の策定を進めてきており、これまで資格レベル 3、4、5 の技術職業教育カリキュラムの

策定は概ね完了している。しかし、国内の企業や団体の中には、技術学校のカリキュラ

ム内容は座学偏重であり、卒業後の雇用可能性を見据えるならばもっと実習に重点を置

いた訓練が必要であるとの意見が出されており、将来的な見直しが検討されている。 

一方、IFPELAC 傘下の CFP で使用する全国共通の訓練カリキュラムに関しては、ANEP

の承認取得を念頭に IFPELAC 側で独自に改訂作業を開始し、その一環で、JICA 技術協力

プロジェクト「産業人材育成センター能力強化プロジェクト（以下、「技プロ」という。）

の専門家チームが 2018 年 6 月を目途に、対象となる訓練コース用の新カリキュラムを策

定中である。2017年時点では、本プロジェクトの対象であるマシャバCFP、キリマネCFP、

ナカラ CFP の 3 校では、IFPELAC 各州支部と CFP で独自に定めた旧来のカリキュラムを

使用している。 

JICA 技プロに先行して、IFPELAC ナンプラ州支部では、ドイツ GIZ 専門家の支援を得て

CBT (Competency-based Training)用のカリキュラムを編成している。この改訂カリキュラ

ムはモジュラー方式と呼ばれ、例えば 10 時間の訓練コースを 1 単位として、取得単位数

に応じて受講した職能を認定するものである。IFPELAC 本部が定める「モザンビーク標

準職業分類」に基づき、訓練生が習得すべき職能レベルに応じた訓練内容をモジュラー

単位で定めるというもので、ナンプラ CFP ではまず電気工事のパイロットコース（レベ

ル 2）用に改訂カリキュラムを作り、IFPELAC 州支部から同本部に承認申請、2017 年現

在は ANEP の 終承認待ちの段階にある。金工コースについても改訂カリキュラム案の

策定は完了し、ANEP に承認申請中である。また、配管コースに関しては、州レベルでの

改訂作業が進行中である。カリキュラムの策定・改訂にあたっては、IFPELAC が作業チ

ームを編成し、まず地域の人材ニーズ調査を行い、必要とされる訓練分野とレベルを把

握する。このニーズ調査を基に、カリキュラムの策定を行うが、素案が完成するまでに 1

年～1 年半かかる。これを IFPELAC 本部経由 ANEP の承認申請に回し、2 週間ほどで承

認が降りると、当該カリキュラムが正式に採用されることになる。カリキュラムの改定

は、訓練コースごとに順次進められていく計画である。 

GIZ専門家の支援によるCFP用のカリキュラムの改訂作業はナンプラCFPの他、ベイラ、

イニャンバネの各 CFP において、産業メンテナンス分野で同様の作業が進められている。

これに加えて、今後 JICA 技プロ側で進められる対象パイロットコースのカリキュラムの

改訂に関しても、IFPELAC では、将来全国の CFP で共通して採用できる内容になること

を期待している。 
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なお、ANEP が承認する CFP の訓練カリキュラムは、これまでの職業レベル 1、2 から今

後はレベル 2、3 に改訂されることが決定された。これは企業等からのより実践的で専門

性の高いスキルと知識を身に着けた人材需要への対応策として 2017 年 6 月末に ANEP が

決定した方針であり、CFP における訓練内容や時間数はそれに応じて今後拡大されてい

くことになる。 

（７） 職業訓練コース 

CFP では、就業経験のない若者に対し、社会人として必要な知識・技能・態度等の訓練

を提供すると共に、訓練生の就業経験の有無にかかわらず特定のスキルに関する実践的

な能力を身に着けるための訓練を行い、即戦力としての人材を社会に輩出する活動を行

っている。訓練生は、小学校以上の卒業者、学校をドロップアウトした者、離職者、在

職中でスキルアップを目指す者、企業から派遣された従業員等が、就職、転職、昇進、

起業を目指して受講している。各訓練コースの定員は 16 名と定められているが、人気の

高いコース（自動車整備、会計等）に関しては、CFP 独自の裁量により 20 名程度で訓練

を実施することもある。訓練期間は、やはり CFP ごとの独自裁量で、コース（分野、レ

ベル）により 3～6 か月と幅があり、例えば同じ分野のレベル 1 の訓練コースは 3 か月間

（320 時間）、レベル 2 のコースでは 5 か月間（520 時間）と定められている。年間のコ

ース運営回数は、コースごとの訓練期間により異なるが、概ね 2～3 回である。なお、

IFPELAC では、本プロジェクトの対象訓練コース（CBT コース）の訓練時間を 800 時間

とし、午前コースと午後コースに分けて、各コースを年間 2 回実施することを検討して

いる。早ければ、2018 年後半からこの新しい訓練コースが実施される計画である。 

CFP の訓練生は、訓練終了後、協力企業で無給のインターンシップに参加することがで

き、技能が評価されれば雇用に繋がることもある。工具や機械に実際に手で触れる訓練

により実践的な技能を身に着けたいという意欲のある若者や、違う分野の技能や知識を

身に着けて幅広い仕事に従事したいという在職者や離職者、また、フォーマル教育普通

科の後期中等学校(G12)や中等技術学校(G12 レベル)を卒業したがスキルが十分でないた

め就職先が見つからないといった若者の多くが CFP で訓練を受けている。特に、企業が

求めているのは技能を身に着けた即戦力人材なので、普通科の学校や座学の多い技術学

校の訓練だけでは人材ニーズに合致しないが、CFP の場合は雇用につながる訓練に重点

を置いており、「ビジネス管理」等の科目がカリキュラムに組み込まれていることもあっ

て、就職や起業に有利であると評価されている。 

今般モザンビーク側から要請のあった強化対象訓練分野は、JICA 技プロの詳細計画策定

調査（2016 年）で選定された①建設、②金属加工、③自動車整備、④農産品加工の各分

野で、対象となる訓練コースは電気工事、石工、木工、冷蔵・空調、配管、足場組、溶

接、金属加工、鋼管構造組立、自動車機械、自動車電気、農産品加工（穀物、野菜・果

物）の各コースである。本プロジェクトの対象 3 CFP の訓練コース用カリキュラムは、
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CBT 方式に基づいて JICA 技プロチームが改訂作業を進めているが、訓練コースの再編成

も同時に進められており、上記要請コースは以下のような新たなコース編成となった。 

表 1-5 本プロジェクトにかかる CBT 方式訓練コース一覧 

分野 訓練コース（CBT） 共通科目 
（左記コースに編入） 

建設 電気、石工、冷蔵・空調、配管、木工 足場組 
溶接 溶接 金属加工、鋼管組立 
自動車 自動車機械、自動車電気  
農産品加工 穀物、果物・野菜  

出所：現地調査結果を基に調査団作成 

モザンビーク全体の産業を見ると、公共インフラ事業（電力、水道、運輸・通信等）は

いずれの州でも共通してサービスが提供されており、公共工事やインフラ設備のメンテ

ナンス等で電工、配管工、機械工、溶接工、土工、機械操作員、運転手等の雇用機会が

生まれている。民間の各種製造業でも、機械工、電工、溶接工、塗装工、冷蔵・空調工、

機械操作員等の雇用機会がある。物流・輸送関連企業では自動車整備工、機械工、溶接

工、塗装工、重機操作員、運転手等が求められている。都市部の建設現場では、電工、

配管工、足場組工、鋼材組立工、木工、冷蔵・空調工、高所作業員等の人材が求められ

る。また、起業して家具製造・販売を行う（単独、または他社との協働）例もあり、こ

うした職場には木工、縫製工、塗装工、機械工等のコースを修了した者が就いている。

農村部では、商品価値の低い生鮮農産物の販売に加えて、長期にわたり保存のきく、よ

り付加価値の高い加工品を作ろうとする考えが農民、特に協同組合の構成員である農民

の間に生まれてきており、基礎的な農作物の保存技術、加工技術、調理技術等の訓練が

嘱望されている。 

 

一方、石炭や天然ガス等の天然資源開発が進んでいることから、マプト開発回廊（南部）、

ナカラ開発回廊（北部）、ベイラ開発回廊（中部）等の開発戦略が進められており、また

経済特区や産業自由区等の優遇制度により海外投資の誘致が進められていることから、

将来的にはモザンビークの経済成長と共に雇用機会は拡大していくものと期待されてい

る。したがって、技プロの詳細計画策定調査による上記の強化対象訓練コースの選定は、

産業界・社会のニーズに沿ったものであると考えられる。 
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表 1-6  CFP 訓練生の雇用機会 

事業分野 雇用が期待される職業

公共インフラ事業 
（工事、保守） 

電工、配管工、機械工、溶接工、土工、機械操作員、
運転手等 

製造業 機械工、電工、溶接工、塗装工、冷蔵・空調工、機
械操作員等 

物流・輸送関連企業 自動車整備工、機械工、溶接工、塗装工、重機操作
員、運転手等 

建設業 電工、配管工、足場組工、鋼材組立工、木工、冷蔵・
空調工、高所作業員等 

鉱業・エネルギー企業 機械工、電工、配管工、溶接工、鋼材組立工、自動
車整備工、重機操作員、運転手等 

自営業（起業） 家具製造・販売：木工、縫製工、塗装工、機械工等 
改修工事：足場組工、土工、配管工、溶接工等 
自動車整備：自動車整備工、機械工、塗装工等 
家電修理：機械工、電工、溶接工、冷蔵・空調工等 
農産品加工：食品保存・加工技術者、調理師等 

出所：現地インタビュー結果を基に調査団作成 

（８） 職業訓練分野の課題と対応 

モザンビークは、人口 27.12 百万人（INE、2017）で年間人口増加率は 2.8%(WDI、2016)、

15 歳未満の人口が 45%を占め、毎年 30 万人を超える若者が労働市場に参入してくると言

われている（ILO、2016）。中等教育(G8)総就学率が 32.4%という数字からは、知識もス

キルも不十分なままで青少年が労働市場に参入している状況が伺える。また、15 歳～24

歳の若年層の失業率が 41.4%（WDI、2016）という数字からは、就業経験のない若者が労

働力として未熟なまま、同国の人的資源として十分に活用されていない現状が浮き彫り

になっている。 

モザンビークの TVET 分野では、前述した PIREP により制度改革が進められてきてはい

るものの、IFPELAC 傘下の CFP で提供されている職業訓練サービスに関しては、企業や

団体、関連するドナー機関、あるいは当事者である教育訓練機関等から依然として以下

のような問題点が指摘されている。 

‐産業界のニーズに合致しない訓練内容（訓練カリキュラムの未整備） 

‐教員・指導員の能力不足、人数不足 

‐訓練用機材・ワークショップの老朽化・不備・不足 

‐不十分なキャリアガイダンス 

‐TVET 監督省庁間の連携不足、等 

こうした問題は、いずれも PIREPによる TVET 分野改革の成果が、特に IFPELAC 系の職

業訓練分野ではまだ十分に表れていない、ないしは、改革が十分に行われていないこと

によると思われる。しかし、以下の「開発計画」の項で述べるように、モザンビークで
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は TVET 分野の改革は従来、重要な政策的課題として認識されてきており、早急な対応

が期待されている。かかる状況のもと、JICA の支援による技プロは、これらの課題に長

期的に対応していくものとして期待されており、また本無償資金協力プロジェクトは、

技プロと連携し、ハード的な側面からこれを補完するものとして大いに期待される。 

１－１－２開発計画 

モザンビークの国家開発計画は、以下のような国家計画システム(SNP)に基づき計画と

予算が策定され、具体的な活動が実施されている。国家開発の長期ビジョンを示す「ア

ジェンダ 2025」の下に中期的な開発計画である「政府 5 か年計画（Plano Quinquenal do 

Governo：PQG）」が定められ、このPQGに対応する「中期予算計画(Cenario Fiscal de Medio 

PrazoCFMP)」が策定される。これらの中・長期的な政策的方針と予算の枠組みに基づき、

各年度の年次計画である「経済社会計画（Plano Económico e Social:PES）」が定められ、

これに基づき年次予算である「国家予算書（Orçamento do Estado:OE）」が前年度末まで

に策定され、1 月以降の新年度予算として執行される。本プロジェクト及び並行して実

施される JICA 技プロの背景となる職業訓練分野関連の開発計画、政策等は以下のとおり

である。 

（１）アジェンダ 2025 (Agenda 2025) 

モザンビークの独立以降懸案となっていた貧困、非識字、低開発等の社会経済開発課題

に取り組むため、国民各層の参加を得て 2003 年に策定された長期的な国家開発目標に係

る政策文書で、独立から 50 年目に当たる 2025 年までに国民生活の安定と繁栄を達成す

るための指針を定めている。主要な長期的開発課題として「人的資源」に焦点が当てら

れ、技術・職業訓練や雇用・起業の重要性が挙げられると共に、「経済開発」の課題と

して社会資本整備、農村開発、企業活動の振興等が謳われている。 

「人的資源」分野では、特に総合的な教育・訓練体制の整備が取り上げられており、そ

の一環として基礎教育・中等教育機会の拡充、地域参加型教育・訓練の推進、教員の質

の改善、成人識字教育の推進、技術職業教育訓練機会の拡充、科学技術教育機会の振興

等が重点目標とされた。教育・訓練分野の 2025 年までの主な達成目標は以下の通りであ

る。 

‐識字人口が成人人口の 80%に達すること 

‐基礎教育7の就学率 100％を達成すること 

‐すべての州に中等レベルの技術学校（農業、商業、工業）、工芸学校、基礎農業学

校等、及び工業大学を設立すること 

‐TVET 校と民間企業との連携（インターンシップ、企業研修等）を推進すること 

                                                  
7 モザンビークでは義務教育としての初等教育(G1～G7)及び識字教育を指す。現在、前期中等教育の G8
～G9 または G8～G10 を義務教育化することを検討中。 
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とりわけ、起業に結び付く職業訓練の提供に重点を置くと共に、各州で職業訓練センタ

ーのサービス網を拡大することを提起している。 

（２）政府 5 か年計画 2015-2019 (PQG 2015-2019) 

モザンビーク国政府による国家経済社会開発の中期計画として、雇用の促進と生産性・

競争力の強化により国民生活の改善を進めることを目的として、2015 年 2 月に公布され

た。同計画の優先分野として、「国家統一・平和・主権の統合」、「人的資本および社

会資本の発展」、「雇用の促進と生産性・競争力の強化」、「経済社会インフラの発展」、

「持続的で透明性の高い天然資源および環境の管理」等が定められた。同計画では、特

に社会的安定性維持の観点から若年層・女性等の雇用問題に焦点があてられると共に、

経済の多様化を図る観点から農業生産の近代化や工業化の促進が謳われている。同計画

期間中に 150 万人の新規雇用機会の創出を目標としている。 

「人的資本および社会資本の発展」に係る具体的な計画としては、以下のような目標が

定められている。 

‐学校中退者を対象とする識字教育・ノンフォーマル教育プログラムの実施 

‐労働市場のニーズに合致する、質の高い技術職業教育の実施 

‐雇用ニーズの高い建設分野（石工、塗装、配管、電気、木工等）に重点を置いた職

業訓練コースの実施 

‐若年労働者の大量雇用が可能な製造業に関連する職業訓練の実施 

‐技能向上のための再訓練、他分野での再訓練の推奨 

‐農村部での訓練機会拡大のためのモバイルユニット（移動訓練車）の導入 

‐農業、水産業、鉱工業、商業、運輸業等の分野で、若年層による起業や収入創出活

動の推奨と訓練の実施 

また、「雇用の促進と、生産性、競争力の強化」に係る目標としては、農林水産業を初

めとする有望分野での生産力と生産性の向上、経済の近代化と輸出の拡大を目的とした

工業化の促進、雇用の促進と労働法や社会保障制度の整備、主要な国産品の国内でのバ

リューチェーン化の促進等が謳われている。具体的には以下のような目標が定められて

いる。 

‐個別農家の生産性の向上と農産物市場化の促進 

‐食糧安全保障のための農産物の商業生産の拡大 

‐穀物類の農産品加工による国内・海外市場向け流通の振興 

‐地域農業生産者のための研修、研究、技術普及の機会の拡大 

‐地域での雇用創出に資する生産活動に対するファイナンスの提供 

‐零細中小企業による農産品加工・流通のための優遇資金調達の促進 

‐国産天然資源の輸出品に対する付加価値の増大 
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‐特定産業振興のための経済特区、産業自由区の設立促進 

‐各セクターでの雇用創出の振興、特に起業・自営業の奨励 

‐若年層のエンプロイアビリティの向上と勤労意識醸成のための就業前訓練の促進 

‐雇用センターの機能拡充と、求人情報・就職ガイダンスの提供 

‐職業訓練センターに対する国際認証取得による自国民労働者の競争力の確保 

‐労働市場情報システム(LMIS)の現代化 

なお、「経済社会インフラの発展」に係る数多くの目標の一つとして、「市場ニーズに

合致したスキル開発のための新たな職業訓練センターの施設・機材を整備する」ことが

謳われている。 

（３）教育セクター戦略計画 2012-2016 (PEE 2012-2016) 

モザンビーク国政府は、1992 年の内戦終了以降の、教育セクター全般の現状と課題に関

し、国民各層の代表やドナー機関等を交えて総合的・客観的な分析を行うと共に、長

期・中期国家開発計画における教育セクター改革の指針に従い、2012 年に同セクター改

革のための戦略計画を策定した。同計画は、教育を国家成長のための重要なツールと位

置づけ、公平かつ公正で、効果的、効率的な教育システムを確立し、学生・生徒が社会

的に求められる知識や技術、態度を習得することを目的としている。2012年から 2016年

の期間の重点的な目標としては、公平で平等な教育へのアクセス・継続、授業の質の改

善、良好な教育システムの管理が挙げられ、「万人のための教育」における初等教育の

全入の達成が 重要課題と位置付けられる一方、生徒がより高いレベルで経済活動に参

入できるよう、中等レベル以降の教育機会を拡充することが謳われている。同計画では、

生徒のエンプロイアビリティの向上のため、特に初等教育以降のレベルでの教育の改善

策として以下のような大枠の指針を定めた。 

‐普通中等教育課程への職業科目の導入 

‐技術職業教育課程で、労働市場のニーズに沿ったコンピテンシーベース教育の拡充 

‐多様な専門能力への需要に応じた短期職業訓練コースの提供 

‐ライフスキル獲得のための識字教育やノンフォーマル教育プログラムの拡充 

同計画では、特に中等教育機関の就学率の低さを重要な問題として捉え、その原因とし

て多くの若者が小学校(G7)を卒業していないか、あるいは中等教育機関に進学したもの

の授業についていけずドロップアウトする者が多いこと、またその状況がさらに今後数

年間は続くであろうとの予測に基づき、こうした非就学・無業の若者・成人に対し代替

教育機会として短期職業訓練、特に農業や農村部での就業に繋がる訓練コースの提供を

拡大する必要性を謳っている。また、そのためには、フォーマル・インフォーマルを問

わず TVET 分野に関連する省庁が協調して訓練機会を提供することを求めている。これ

は、職業教育訓練統合プログラム(PIREP)の計画内容と軌を一にしたものである。 
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（４）雇用・職業訓練戦略 2006-2015 (ESTRATÉGIA DE EMPREGO E FORMAÇÃO PROFISSIONAL 

EM MOÇAMBIQUE 2006 – 2015) 

政府 5 か年計画において、雇用機会の創出と人材育成がその根幹をなす開発課題として

取り上げられ、これに沿う形で同国初の中・長期的な雇用・職業訓練戦略が 2006 年 3 月

に策定された。同戦略は、貧困の原因となっている失業者、特に若年層の失業問題に対

処するため、労働者、雇用者、市民社会等国民各層の要望を取り入れ、雇用機会のさら

なる創出、労働者の就業能力の強化、民間セクター開発のための体制整備等を主要な課

題として挙げ、関連する省庁や地域のステークホルダーが協調して活動する指針を定め

た。 

同戦略では、雇用機会の創出に関しては雇用吸収率の高い産業の振興を図るべく、特に

農水産業、商業、観光、鉱工業、公共事業、保健、ICT 等の分野での雇用計画を定める

こととした。また、職業訓練に関しては公共・民間の雇用センター機能の効率化、若者

向けの職業訓練プログラムの拡充、零細・小規模企業（自営業）の創業支援、民間セク

ターによる職業訓練の振興等を主要な課題と位置づけ、多くの国民が経済活動に参加す

ることにより貧困削減に貢献することを目標としている。 

（５）雇用政策 (POLÍTICA DE EMPREGO) 

モザンビークでは、自給農業に依存する経済構造に大きな変化が見られず、国民の過半

数が貧困ライン以下の生活レベルに留まるなど、貧困削減計画の目標が 2015 年までに達

成されなかったことから、労働・雇用・社会保障省は 2016 年 9 月、国家計画システムの

一環として新たに雇用政策を発表した。政策目標は「人的資本の開発」、「働き甲斐の

ある、生産的、持続的雇用の創出」、「労働市場情報システムの改善」他の 8 本の柱か

らなる。人的資本の開発に関しては、より多くの労働力が経済活動に参入できるよう、

職業訓練プログラムの質量両面での拡充を図り、就業能力を向上させることに重点が置

かれている。具体的な政策目標としては以下の項目が挙げられている。 

‐国の開発ニーズと労働市場ニーズに適合した教育・訓練プログラムの振興 

‐優先度の高い経済分野のノウハウに関する、若年層向け訓練プログラムの振興 

‐在職者の（生涯）継続訓練のすすめ 

‐地域資源を活用した雇用機会創出のための職業訓練・技術教育ネットワークの拡充 

‐就職前後のインターンシップの支援、普通教育課程への職業訓練プログラムの導入 

‐若年層の起業支援のための各種基金に関する情報の普及 

１－１－３社会経済状況 

（１）人口・人的資源 

モザンビーク国家統計局(INE)の長期人口推計では、2017年の総人口は 2,712万人8で、そ
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の詳細は下表のとおりである。全人口の 67.7%が農村部に、32.3%が都市部に居住してい

る。15 歳未満の人口が全人口の 45%近くを占めており、若年層の多い人口構成となって

いる。15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は 52.4%である。 

表 1-7 モザンビークの人口推計（2017 年） 

合計 （構成比） 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性
人口 27,128,530 - 13,106,447 14,022,083 8,766,777 4,281,319 4,485,458 18,361,753 8,825,128 9,536,625
（構成比） (100.0%) - (48.3%) (51.7%) (32.3%) - - (67.7%) - -
   0-14歳 12,074,668 (44.5%) 6,019,972 6,054,696 3,364,150 1,672,866 1,691,284 8,710,518 4,347,106 4,363,412
  15-64歳 14,225,734 (52.4%) 6,715,148 7,510,586 5,189,173 2,514,053 2,675,120 9,036,561 4,201,095 4,835,466
  65歳以上 828,128 (3.1%) 371,327 456,801 213,454 94,400 119,054 614,674 276,927 337,747

年齢層
全国 都市部 農村部

 

出所："Annual Projection of Total Population Urban & Rural 2007 – 2040 (INE)"より編集 

2016 年における 15 歳以上の労働力人口の失業率は 24.4％（男性 22.2%、女性 26.1%）で

ある。一方、15-24 歳の失業率は 41.4%（男性 42.2%、女性 40.7%）で、若年層の失業率

が高いのが特徴である(WDI 2016)。 

モザンビークの産業別に就業人口統計を見ると、第一次産業（農業・林業・水産業等）

の就業人口比率は 75%、第二次産業（製造業、建設業、電気・ガス・水道事業、採掘・

採石業等）は 4%、第三次産業（卸売・小売、自動車販売・整備、運輸・倉庫、飲食・宿

泊、情報・通信、金融、不動産、科学・技術、医療・福祉、教育、行政・国防・治安等）

は 21%である(ILO 2016)。 

（２）国民経済 

モザンビークの GDP（国内総生産）をセクター別に付加価値ベースで見ると、2016 年度

は農業部門が 24.8%、工業部門が 21.6%、サービス部門が 53.6%という構成になっている。

過去 5 年間の対 GDP 比で見ると、農業部門は緩やかな減少傾向にあるのに対し、工業部

門は緩やかな上昇傾向にあり、サービス部門はほぼ横ばい状態にあることがわかる。 

                                                                                                                                                  
8 2017 年 8 月に INE により実施された国勢調査では、モザンビークの人口は 2,886 万人（速報値）と発表

されている。内訳は、男性 1,380 万人、女性 1,506 万人である。 
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表 1-8 国民経済指標 

項目 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年

GDP （現在価値、Mil.US$) 14,534 16,018 16,961 14,798 11,014 
 農業付加価値額 (GDP 比、%) 27.6 26.6 25.1 25.2 24.8 
 工業付加価値額 (GDP 比、%) 19.1 18.7 20.7 21.6 21.6 
 サービス業付加価値額 (GDP 比、%) 53.3 54.7 54.3 53.2 53.6 
GDP 成長率 (%) 7.2 7.1 7.4 6.6 3.8 
インフレ率（%） 5.9 3.9 2.6 4.4 12.2 
輸出 (GDP 比、%) 32.4 30.4 33.4 32.2 34.8 
輸入(GDP 比、%) 78.5 84.0 84.8 72.0 77.2 
一人当たり GNI （現在価値、US$) 520 590 620 590 480 

出所: World Development Indicators (2017 年 8 月現在) 

GDP 成長率は、天然資源の開発やメガプロジェクトへの投資等により、2001 年から 2015

年までの平均で年 7.8%という高いレベルを維持してきたが、2016 年春に判明した 14 億

US ドルに上る国営企業の債務問題により IMF が債務危機を宣告するに至り、ドナー各国

からの財政支援が停止されたこと等からアフリカ 大の債務国に陥り、2016 年度の GDP

成長率は 3.8%に留まった。 

モザンビーク国政府は、こうした短期的な財政危機に直面してはいるものの、中期的に

は、天然ガス生産量が 2017 年には軌道に乗る見通しであることや、天然資源の国際市況

の回復が見込まれていること、国内の輸送インフラの整備に伴い石炭を初めとする資源

の輸出量の増加が見込まれる状況を踏まえ、国内の生産基盤の多様化を図ることにより

経済の回復を達成しようとしている。世界銀行の推計では、2019 年には 7%台の経済成長

を回復するものと見込まれている。 

国連統計でみると、モザンビークの 2016 年の一人当たり国民総所得（GNI）は 480US ド

ルで、213 か国中 202 位となっている。また、UNDP による 2016 年のモザンビークの人

間開発指数は 0.418 で、188 か国中 181 位である。 

（３）モザンビークの産業 

１）産業概観 

歴史的に見ると、モザンビークの既存産業の大部分は、1975 年、ポルトガルからの独立

後に計画経済政策の下で国有化され、その後 1990 年代の経済自由化政策の下で民営化さ

れた旧植民地企業である。 計画経済から市場経済に移行する過程で、これらの産業の生

産能力の大半が低下した。 伝統的な産業のうち、食糧、飲料、たばこ、セメント等の産

業は維持されてきているが、対照的に陶磁器、ガラス、茶、カシュー（加工）、金属加

工、織物等、かつて栄えた業種は消滅するか、大幅に減退した。 

しかし、同国に豊富に賦存する天然資源の開発に関連して、2000 年以降外国直接投資

（FDI）が大規模に流入してきたことにより、アルミニウム、石炭、天然ガス、その他鉱
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物は現在モザンビークの主要な産業基盤を構成するに至っている。なかでも、天然ガス

は将来的に同国の主要な産業クラスターを構成するものと期待されている。しかし、こ

れらは主に輸出志向型の原料輸出産業であり、モザンビーク国内での付加価値は限られ

ている。このように、モザンビークの工業部門は、急速に拡大を続ける天然資源採掘産

業がもたらす潜在的利益、即ち国内での産業連関による利益を十分に得られていない状

況にある。 

このため、2016 年、同国政府はさらなる経済成長を目指した新しい産業政策・戦略（PEI 

2016-2025）を採択した。PEI は、産業構造改革の柱として、経済発展のためのインフラ

ストラクチャー整備、人的資源開発、起業家精神の醸成と国内産業の保護、適切な資金

調達へのアクセスの促進、ビジネス・リンクの促進、産業部門への投資インセンティブ、

技術革新と研究開発の支援、産業開発のための適切な制度モデルの構築等が挙げられて

いる。こうした政策の優先分野として、食糧・農業、衣類・織物・履物、非金属鉱物、

冶金・金属製品、木材・家具加工、化学・ゴム・プラスチック、紙・印刷等が特定され、

これらのサブセクターでは税金・関税・投資の優遇措置を受けることができることとな

った。この戦略は、特に若年層の起業を含む零細中小企業（MSME）振興策の一環として

定められたものであり、これを補完する人材育成策として TVET 機関の更なる拡充が期

待されている。 
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表 1-9 主要製造品‐価格 (単位：1,000 MT) 

品目 

名目価格 実質価格 

2015 年 2016 年 2016 年 
合計 （非金属製品を含む） 150,332,147 206,449,826 162,199,863 
合計 （非金属製品以外） 107,305,937 148,543,796 118,099,730 
石炭（原炭） 18,981,064 36,513,257 27,128,804 
原油・天然ガス採掘 13,825,354 16,081,264 13,898,677 
金属鉱石 7,169,989 9,732,388 7,409,037 
その他採掘品 383,962 181,772 172,650 
食品 25,796,073 42,339,222 32,658,652 
飲料品 12,398,501 15,705,496 11,740,918 
タバコ 8,689,155 3,980,248 4,338,406 
繊維製品 262,680 152,263 165,141 
衣料品、パイル織、テリー織 110,969 101,163 76,547 

皮革製品、旅行用品、履物等 93,792 63,046 49,040 

木製品、コルク、編物 61,976 97,753 75,835 

フォルダ、紙、板紙 333,442 333,281 335,028 
印刷物、記録媒体、芸術品 964 1,237 1,237 
化学品 1,450,529 1,886,858 1,646,827 
ゴム・プラスチック製品 328,504 390,418 418,922 

その他非金属鉱物製品 9,070,873 12,321,429 10,292,473 
非鉄金属 47,582,227 61,986,997 47,511,552 

成形金属製品（機械・機器を除く） 224,356 176,463 160,703 

機械・機器 174,996 140,815 136,767 
電気機械・装置 5,378 3,972 3,555 

自動車・トレーラー・セミトレーラー 77,199 14,266 14,172 
家具・マットレス 271,700 341,408 269,234 

その他の製造品 3,038,464 3,904,811 3,695,686 

出所：Monthly Industrial Survey 2014-2015, INE 

２）農業と農産品加工 

モザンビークの農業が GDP に占める割合は 24.8％で、付加価値ベースでは減少傾向にあ

るが、就業人口の約 75％が農業関連の活動によって生計を立てていることから、農業は

同国経済において重要な位置を占めている。しかし、農業生産はほとんどが 2ha 以下の小

規模自給農家による天水耕作が中心で、機械・肥料・農薬等の投入も少ないため、生産

性は低い状況にある。2000 年には、同国の中部地域を中心に大規模な洪水とそれに引き

続く干ばつが発生し、農業生産が壊滅的な被害を受けるなど、自然災害に対する脆弱性

が浮き彫りとなった。また、農村と市場を結ぶ道路が十分に整備されていないため、農

産物の輸送には困難が伴い、農業の付加価値向上の阻害要因となっているのが現状であ

る。食料作物としてはキャッサバ、トウモロコシ、ソルガム、コメ等がある。主な食料

農産物の生産状況は下表のとおりである。 
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表 1-10 主要食料作物の生産量と耕作面積 (2013 – 2016 年) 

作物 単位 2013 2014 2015 2016 

キャッサバ 
生産量 (1000 T) 4,303 4,136 3,579 3,598 
耕作面積 (1000 ha) 933 870 621 674 

トウモロコシ 
生産量 (1000 T) 1,174 1,357 1,001 1,107 
耕作面積 (1000 ha) 1,723 1,704 1,571 1,636 

ソルガム 
生産量 (1000 T) 132 155 82 90 
耕作面積 (1000 ha) 370 295 197 191 

アワ 
生産量 (1000 T) 20 29 11 15 
耕作面積 (1000 ha) 70 51 30 28 

コメ 
生産量 (1000 T) 114 156 71 154 
耕作面積 (1000 ha) 404 377 231 237 

豆類 
生産量 (1000 T) 46 52 48 46 
耕作面積 (1000 ha) 125 97 86 92 

ピーナッツ 
生産量 (1000 T) 121 140 93 106 
耕作面積 (1000 ha) 405 417 382 396 

注）2016 年度は推計値（農業・食料保障省）。 

出所：Statistical Yearbook 2016, INE 

また、主な換金作物としてはサトウキビ、カシューナッツ、タバコ、カンキツ、綿花、

茶等が生産されている。 近の生産高は下表のとおりである。 

表 1-11 主要換金作物生産高の推移（2012 – 2016 年） （単位：1,000T） 

作物 2012 2013 2014 2015 2016 
綿花 184 67 97 49 45 
カシューナッツ 65 83 63 81 105 
サトウキビ 3,394 3,166 3,620 3,084 2,763 
茶（葉） 22 25 29 32 33 
カンキツ 49 52 53 55 66 
ココナツ 33 36 19 23 n.a. 
タバコ 54 76 91 82 94 
ヒマワリ 7 7 8 8 10 

出所：Statistical Yearbook 2016, INE 

農産品加工については、同国北部地域に多数のカシューナッツ加工・綿花産業や、キャ

ッサバ粉、小麦粉、酒類などの加工業がある。中部地域では、少数の大規模加工企業に

よる酒類（ビール）、小麦粉などの農産品加工が行われている。また西部の標高の高い

地域では、木材加工や高地気候利用によるバラの温室栽培なども行われている。南部の

マプト州周辺では、農産品加工業は、 大の工業生産高を誇るアルミ精錬事業を除いた

製造業全体の売上高の 7 割近くを占める重要な産業となっている。コプラ、小麦、粗糖

などの基礎食品を輸出向けに加工したり、近隣州からカシューナッツを集荷して加工し、

首都周辺の大規模市場や輸出用に出荷している。また、国内消費用の清涼飲料の加工も

盛んであるが、これらはいずれも外資を含む大企業によるものである。 
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農産物を活用する食品加工業は、砂糖・塩・製粉、ジュース、乳製品などに限られてい

る。また、小麦・粉末ミルク・濃縮ジュースなど、原料を南アフリカ等海外から輸入し

ているケースも多い。国産の加工食品の場合、食品衛生に関わる品質管理上の懸念や、

包装資材・包装機械製造業が未発達であることが制約条件となっている。このため、国

内の豊かな農林水産資源を十分に活かすことができておらず、また大企業等による加工

が中心で、地場産業としての食品加工業は未成熟であり、生鮮農産物にさらに付加価値

を加える零細中小規模の加工産業の発展が期待されている9。 

（４）本プロジェクト対象地域の産業概況 

１）マプト州 

マシャバ CFP のあるマプト州は、首都マプト市を取り囲むように位置する同国 南端の

州で、南アフリカとスワジランドに隣接する。CFP はマプト市の郊外、同国 大の工業

集積地帯で港湾都市でもある州都マトラ市に位置する。マプト州には同国全体の 60%に

当たる産業が立地し、アルミ精錬所(MOZAL)を初めとする大型工場や農産加工（製糖、

飲料等）、建設資材（セメント等）、自動車、繊維、金属加工等の分野で 500 社以上の

企業がこの地域で操業している。特に、MOZAL が立地するベルルアネ工業団地は、優遇

税制等の恩恵のある産業自由区であることから、各種工業の集中が進んでいる。 

また、マプト州は南アフリカに隣接していることから、港湾施設（船）やマプト回廊（鉄

道、道路）を通して南アフリカとの経済的結びつきが強く、マプト市を含めたこの地域

全体はモザンビーク経済の中心地となっている。マプト港は国内産の石炭積出港である

他、南アフリカとスワジランドのクローム鉱石、鉄鉱石の輸出港でもあり、年間貨物取

扱量は 1,930 万 t に上っている。 

２）ザンベジア州 

キリマネCFPが位置するザンベジア州はアフリカ第 4位の長さを誇るザンベジ河を有し、

平坦な土地は肥沃で、農業が主要産業となっている。他に、水、森林、海洋、鉱物等の

資源に恵まれているのに加え、道路、橋、港湾、通信、エネルギー、上下水道等のイン

フラ網や金融網等も整備されている。州の人口は全国 2 位を占めるなど、人的資源にも

恵まれている。 

主要産業である農業は、およそ 800 万 ha の耕作地で各種作物の栽培が行われている。土

地利用率は可耕地全体の 16%程度である。主要な農産物は、①州北部地帯：トウモロコ

シ、キャッサバ、ゴマ、ピーナッツ、ジャガイモ、大豆、胡椒、タマネギ、キャベツ、

茶、カシューナッツ、コーヒー、タバコ、②州中部地帯：トウモロコシ、コメ、ピーナ

ッツ、マメ類、コプラ、カシューナッツ、綿、タバコ、キャッサバ、果樹類、③州南部

                                                  
9 モザンビーク共和国「一村一品運動推進のための基礎情報収集・確認調査報告書」、JICA、2012 年 
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地帯：コメ、マメ類、キャッサバ、コプラ、トマト、キャベツ、パイナップル、カシュ

ーナッツ、果樹類等である。国内 大の茶農園が州内にある。 

ニワトリ、ヤギ、ブタなどの畜産も盛んである。水産物では、伝統漁法によるエビの漁

獲高が多い。また、宝石類の採掘も盛んである。 

３）ナンプラ州 

ナカラ CFP のあるナンプラ州には、豊富な水資源、海洋資源、森林資源、鉱物資源、農

産物、運輸・通信網、金融網がある。また、州人口は全国 1 位で、人的資源にも恵まれ

ている。ナンプラ州の主要産物は綿花で、かつては「ナンプラの綿花ベルト」として知

られていた。また、トウモロコシ、ピーナッツ、コメ、キャッサバ、野菜、カシューナ

ッツ等が生産されているほか、宝石、その他の鉱物資源の採集も盛んである。 

CFP の位置するナカラ市は港湾都市で、ナカラ開発回廊の中心地である。ナカラ港は東

アフリカ一の深度を誇る天然の良港で、国際貨物定期船の往来もあり、アジアや米国、

欧州から年間 60～70 隻に上る貨物船が入港している。同港の一般貨物扱い量は年間 240

万 t、コンテナ貨物は 45,000 個（20 フィート・コンテナ換算）に達している。ナカラ港

は同国テテ州で産出する輸出用石炭の積出港である他、同港を出発地として隣国マラウ

イやザンビアとの間を結ぶ鉄道や道路網が発達しているため、物流が盛んである。ナカ

ラ市内には経済特区や産業自由区が設けられ、海外からの投資に対し優遇税制など大き

なインセンティブを与えているため、大型企業の立地が進んでいる。同地区ではこれま

で、106 社の投資申請が承認され、その投資額は 26 億米ドルに上っている。 

本プロジェクトの対象となるマトラ、キリマネ、ナカラは、いずれも地域の中心都市と

して人口集中が進んでおり、都市化に伴う公共インフラサービスの拡充が進められてい

る。また、住宅建設や改修工事等の需要も比較的堅調である。 

（５）教育レベルと労働市場 

モザンビーク国家統計局(INE)では、2014 年 8 月から翌 2015 年 7 月にかけて国民家庭生

活の実態を把握するための家計調査（IOF 2014/15）を実施した。同調査では、サンプル

抽出された家庭に関する生活環境に加え、世帯主の教育レベルや就業状況等が質問項目

に含まれている。 

教育に関しては、非識字率が指標として用いられている。調査結果では、過去の指標と

比較して年次を経るに従い非識字率は低くなってきてはいる。下表は IOF 2009/09 と IOF 

2014/15 を比較したものであるが、表に示す通り 2015 年段階では全国平均で依然として

約 45%と高く、この数値は農村部ほど、また、女性ほど高くなっている。別の統計では、

高年齢層になるほど非識字率が高いという結果が出ていることから、都市部に居住する

若年層の男性ほど識字率が比較的高い傾向にあり、農村部に居住する高年齢層の女性ほ
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ど識字率が低い傾向にあることが伺える。 

表 1-12 国民の非識字率の推移（％） 

居住地 
IOF 2008/9 IOF 2014/15 

合計 男性 女性 合計 男性 女性 
全国 49.9 33.2 63.9 44.9 30.1 57.8 
都市部 26.8 15.7 36.6 23.1 14.0 31.4 
農村部 61.2 42.1 76.9 56.6 39.1 71.6 

出所：The Family Budget Survey (IOF) 2014/15, INE, 2015 

世帯主の教育レベルに関しては、就学歴（ 高位の就学レベル）を調査した結果、男女

ともに前期初等教育(EP1)が も多く、全国平均で 40.9%（男性 43.2%、女性 38.8%）を占

めている。次に多いのが学校に通ったことのない未就学者で、全体の 29.8%（男性 22.8%、

女性 36.4%）を占めている。また、後期初等教育以下（EP2 以下）の就学歴しか有しない

者は、未就学者を含め全体の 83.9%（男性 80.9%、女性 87.0%）を占めている。農村部は

都市部と比較すると未就学者が多く、また 高就学レベルは低い傾向にある。こうした

ことから、教育に関する男女間格差、地域間格差の存在が浮き彫りとなっている。 

表 1-13 就学歴（ 高就学レベル）（％） 

項目 
識字 
教育 

EP1 EP2 ESG 1 ESG 2
高等教
育機関

未就学 非回答 合計 

全国 0.9  40.9  12.3 10.2 4.4 1.2 29.8  0.3  100.0 

男性 0.7  43.2  14.2 12.0 5.4 1.5 22.8  0.2  100.0 

女性 1.1  38.8  10.7 8.6 3.5 0.8 36.4  0.1  100.0 

都市部住民 0.7  32.5  16.3 19.1 10.3 3.3 17.6  0.2  100.0 

農村部住民 1.0  45.0  10.4 5.9 1.6 0.2 35.8  0.1  100.0 

出所：The Family Budget Survey (IOF) 2014/15, INE, 2015 

世帯主の経済活動を分野別にみると農林水産業に従事する者が も多く、全体の 67.9%

（男性 63.8%、女性 78.7%）を占めている。農村部住民の 84.2%が農林水産業に従事して

いる。次に多いのが商業・金融業で、全体の 10％を占めているが、特に都市部住民の 21.3%

がこの分野に従事しており、その多くは小売業に従事しているものとみられる。製造業

は全体の 4.4%、都市部住民の 8.1%を占めているが、多くは資本集約型の大規模工場であ

り、雇用吸収力は小さいものと推察される。 
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表 1-14 世帯主の経済活動分野（％） 

 項目 
農林水
産業 

採掘・
鉱業 

製造業
エネル
ギー 

建設業
運輸・
通信 

商業・
金融 

行政ｻｰ
ﾋﾞｽ 

その
他 

合計

全国 67.9 0.7 4.4 0.1 0.1 1.6 10.0 2.8 12.4 100.0

男性 63.8 1.0 5.2 0.1 0.1 2.1 9.9 3.4 14.4 100.0

女性 78.7 0.0 2.2 0.0 0.0 0.1 10.5 1.4 7.1 100.0

都市部住民 27.4 1.0 8.1 0.3 0.1 4.0 21.3 8.0 29.8 100.0

農村部住民 84.2 0.6 2.8 0.0 0.1 0.6 5.5 0.7 5.5 100.0

出所：The Family Budget Survey (IOF) 2014/15, INE, 2015 

世帯主の就業先では、自営業（従業員雇用なし）が も多く、全国平均で 73.1%（男性

69.6%、女性 82.3%）である。次に多いのが民間企業で、10.9%（男性 13.7%、女性 3.5%）

となっている。都市部住民だけを見ると、民間企業に就職しているものは 23.5%を占めて

おり、民間企業の雇用機会が都市部に多いことが伺える。この傾向は、行政職や自営業

（従業員雇用有り）、家族経営企業等でも見ることができる。このことから、特に農村

部ほどインフォーマル・セクターに従事している国民が多いことが伺える。 

表 1-15 世帯主の就業先（％） 

項目 
行政
職 

地方
自治
体 

公営
企業 

民間
企業 

協同
組合

非営
利団
体 

家族
経営

自営業
（従業
員あ
り） 

自営業
（従業
員な
し） 

無給家
族労働 

その
他 

合計

全国 6.1  0.3  0.5  10.9 0.1 0.4 1.7 3.6  73.1  3.3  0.0 100.0 
男性 7.2  0.3  0.7  13.7 0.1 0.4 1.3 4.1  69.6  2.6  0.0 100.0 
女性 3.3  0.3  0.1  3.5  0.1 0.1 2.9 2.2  82.3  5.2  0.0 100.0 
都市部住民 14.3  0.9  1.6  23.5 0.2 1.0 4.0 5.7  46.7  2.1  0.1 100.0 
農村部住民 2.9  0.1  0.1  5.8  0.0 0.1 0.8 2.8  83.7  3.8  0.0 100.0 

出所：The Family Budget Survey (IOF) 2014/15, INE, 2015 

 

１－２無償資金協力の背景・経緯及び概要 

（１）無償資金協力の背景・経緯 

本プロジェクトは職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）傘下の職業訓練センター（CFP）

3 校（マシャバ、キリマネ、ナカラ）に対する支援である。対象となる CFP の訓練コー

スは建設分野（電気、石工、冷凍・空調、配管、木工）、溶接分野（溶接）、自動車整備

分野（自動車機械、自動車電気）、農産品加工分野（穀物、果物・野菜）である。また建

設分野の共通科目となる足場組、溶接分野の共通科目となる金属加工、鋼管組立も支援

対象とする。 

モザンビークでは、天然資源等の開発と物流の増加に伴い、内陸部と港湾部を結ぶイン

フラ整備の需要が高まり、また各地に経済特区や産業自由区が設立されたことに伴い、
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国内外の企業進出が進んでいるため、建設・土木分野や溶接・鋼材加工等の分野の労働

需要が増大している。国内では自動車の数が乗用車・大型車両共に増加しているが、そ

の殆どは日本や欧米等から輸入した中古車で、走行距離と経年劣化に伴う自動車修理の

需要は非常に高い。市中には中小零細規模の民間整備工場等が多数軒を並べていて、電

気・機械分野でスキルを有する人材の需要は全国的に高まっている。また、農業は同国

GDP の 24.8%、就業人口の 75%を占める主要産業であるが、農村部では殆どの小規模自

給農家が近隣の市場で保存のきかない生鮮野菜を販売して僅かな収入を得ている状況で

あった。近年、ザンベジア州やナンプラ州などの農業州では農民の組織化が進み、補助

金等の優遇制度を活用して農産物の高付加価値化を図ろうとする考えが浸透してきてお

り、農産物の基礎的な保存技術、加工技術、調理技術に係る訓練の需要が高まってきて

いる。したがって、前述の本プロジェクト対象訓練コースは、産業界のニーズに合致す

るものである。 

（２）無償資金協力の概要 

JICA は 2017 年 6 月より技術協力プロジェクト「産業人材育成センター能力強化プロジ

ェクト」（2017 年 8 月～2021 年 7 月）を実施している。技プロの対象サイトは、本プロ

ジェクトと同一の 3 か所の CFP であり、訓練プログラム実施能力及び管理能力の強化を

支援するものである。ソフトとハードを一体的に支援することにより、相乗効果の発現

が期待されている。また技プロはブラジル全国工業職業訓練機関（以下、「SENAI」とい

う。）のブラジル人専門家による訓練プログラム策定、研修実施及び訓練機材選定支援等

が実施される計画である。 

本プロジェクトで整備する機材は、技プロの訓練実習に活用されるものであるため、本

調査においても SENAI 専門家と整備機材品目・仕様について摺り合わせを行いつつ、機

材計画策定を実施した。従って本プロジェクト整備機材の納入時期等についても、技プ

ロの活動計画と連動した 適な実施工程となるよう計画を行った。本プロジェクトの実

施により、ナカラ・キリマネ・マシャバの各 CFP の訓練機材が整備されるとともに、ナ

カラ・キリマネにおいては、当該機材を設置するワークショップの整備を合わせて実施

し、訓練環境が整備されることにより、モザンビークの社会経済開発や産業振興に必要

な実践的な産業人材育成を実現することが期待される。 

１－３我が国の援助動向 

表 1-16 および表 1-17 に過去の我が国の教育および産業人材育成分野における技術協力

と無償資金協力の実績を示す。なお、当該分野における有償資金協力の実績は無い。 
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表 1-16 我が国の技術協力の実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概要 

技術協力
プロジェ
クト 

2006 年～
2009 年 

ガザ州現職教員研
修強化プロジェク
ト 

プロジェクト実施対象 6 郡において、教室レベル
での活動を主体とした「CRESCER 実践研修」が
定期的に実施されることにより、教員の授業実施
能力が向上する。 

2016 年～
2020 年 

初等教員養成学校
（IFP）における新
カリキュラム普及
プロジェクト 

マプト州、ナンプラ州、およびシティマ州におい
て、初等教員養成校（以下、IFP という。）の学生
向け算数と理科教材の開発と試行により、これら
の教材を教員養成 課程への導入を図り、もって
IFP 学生の算数・理科指導力の向上に寄与するも
のである。 

2017 年～
2021 年 

産業人材育成セン
ター能力強化プロ
ジェクト 

マプト（マプト市とマプト州マシャバ）、ナンプラ
州ナカラ、ザンベジア州キリマネでの労働市場の
ニーズを反映した職業訓練コースのカリキュラム
と教材の整備を構築し、INEFP 本部の効果的な職
業訓練コースの計画・運営・管理に係る強化を図
ることで INEFP の組織能力強化を図り、職業訓練
の提供に寄与するものである。 

 

表 1-17 我が国の無償資金協力の実績（単位：億円） 

実施年度 案件名 供与 
限度額 概要 

2004 年～
2006 年 

シャイシャイ初等
教育教員養成学校
再建計画 

7.09 

ガザ州・シャイシャイ前期初等教育教員養成学校を
教員養成学校として再編するために事務管理棟、教
師室棟、一般教室棟、食堂棟、男子･女子寮棟、教師･
職員用宿舎棟を供与する。 

2005 年～
2007 年 

シモイオ教員養成
学校建設計画 9.45 

マニカ州ゴンドラ郡シバタ地区において、初等教育
教員養成学校の建設と機材の整備として事務管理
棟、教務監理棟、普通教室棟、図書棟、体育館、学
生寮等の施設、実験器具、楽器、体育器具一般機材
等を供与する。 

2007 年～
2009 年 

クアンバ教員養成
学校建設計画 9.98 

ニアサ州内に教員養成校を新設するため事務管理
棟、教務監理棟、普通教室棟、図書棟、体育館、学
生寮等の施設、実験器具、楽器、体育器具等、一般
機材等を供与する。 

2013 年～
2015 年 

ナンプラ州モナポ
初等教員養成校建
設計画 

10.24 

ナンプラ州モナポにおいて教員養成校を新設するた
め事務管理棟、教務監理棟、普通教室棟、図書棟、
体育館、学生寮等の施設、実験器具、楽器、体育器
具等、一般機材等を供与する。 

出所:JICA ホームページを基に調査団作成 

 

 

１－４他ドナーの援助動向 

モザンビーク国政府は 2006 年から長期的な TVET 統合改革プログラム（PIREP）を実施

しているが、そのパイロットフェーズ段階で多くのドナー機関が支援を行ってきている。

支援の多くは、TVET 分野のうち MCTESTP/DINET が管轄するフォーマル技術教育訓練

が対象であり、MITESS/IFPELAC が管轄する短期の職業訓練のみを対象とする支援は比
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較的少ない。表 1-18 に他のドナー国・国際機関の援助実績を示す。また、世界銀行によ

る PIREP 支援の詳細は表 1-19 のとおりである。 

表 1-18 他のドナー国・国際機関の援助実績 

実施年度 機関名 案件名 金額 
援助
形態

概要 

2006 ～
2017 年 

ドイツ 技術協
力公社(GIZ) 

PIREP 直接支援 240 万
USD 

無 償 /
技協 

ES-COREP 支援、4 CFP への
TA、教員・指導員の TOT 実
施等 

2006～
2011 年 

スペイン 
AECID 

PIREP 直接支援 440 万
USD 

無 償 /
技協 

コンピューター他 IT 機器、
訓練機器、車両等の調達、
TA 

2009 ～
2012 年 

デンマーク 
DANIDA 

PIREP 直接支援 750 万
USD 

技協 教員・指導員の TOT、TVET
戦略、訓練校のマッピング
等 

2010 年 フィンランド
国際協力機構
(FICA) 

PIREP(ES-COREP)
支援 

95 万
USD 

無償 FUNDEC への拠出金 

2013 ～
2016 年 

ノルウェー 
TVET-PRD 

PIREP(ES-COREP)
支援 

98 万
USD 

無 償 /
技協 

訓練機材の調達、専門資格
の開発、教員訓練、教材の
作成等 

2013～
2015 年 

オーストラリ
ア 

PIREP(ES-COREP)
支援 

- 技協 鉱業分野資格開発に係る TA

2013～
2019 年 

ドイツ 技術協
力公社(GIZ) 

基礎教育・技術教
育・職業訓練プロ
グラム 

7,100 万
EUR 

技協 産業メンテナンス、ホテ
ル・観光、農業、商業の各
分野でカリキュラム改革支
援等 

2014 ～
2019 年 

カナダ PIREP(ES-COREP)
支援 

- 技協 カリキュラム開発、教員
TOT、学校管理等に係る TA

- イタリア 
PRETEP 

PIREP(ES-COREP)
支援 

- 技協 観光訓練コースの実施、農
業教員資格証明書 B の試行
に係る TA 

2015～
2017 年 

国際労働機関
（ILO） 

村落経済強化訓練
プログラム 

180 万
USD 

技協 雇用と生産に結び付く訓練
計画の策定、訓練用教材の
作成、指導員の育成、訓練
終了後の就職支援等 

出所：”ICRR – Technical and Vocational Education Project“, WB, 2016 
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表 1-19 世界銀行による PIREP 支援 

技術職業教育プロジェクト(Technical and Vocational Education Project) 

このプロジェクトは、モザンビーク国が実施する PIREP に対する世界銀行主導の資金

援助で、2006～2015 年の期間実施された。世銀グループの国際開発協会（IDA）とノ

ルウェー政府の協調融資によるもので、融資総額は 7,350 万 USD に上る。プロジェク

トの目的は、i）TVET セクターの制度的枠組みの整備、ii）職業基準に基づいた研修プ

ログラムや評価制度、資格制度等の導入、iii）フォーマル TVET を管轄する技術教育局

（DINET）の能力向上、iv) スキル開発基金（FUNDEC）の設置等である。また、専門

資格制度の対象は観光・ホスピタリティ、経営管理、産業メンテナンス、農産加工、ICT、

鉱業の 6 分野であった。 

同プロジェクトの一環として、TVET 校 10 校に対し教育・訓練用機材（家具類、工具

類、消耗品等も含む）の供与を行ったが、対象 10 校中には IFPELAC 傘下の下記 3 校

の CFP も含まれている。 

‐ナンプラ CFP（ナンプラ州）：供与機材総額、約 75 万 USD 

‐ベイラ CFP（ソファラ州）：供与機材総額、約 75 万 USD 

‐電気技術 CFP（マプト市）：供与機材総額、約 245 万 USD 

 

 



第 2 章   プロジェクトを取り巻く状況 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１プロジェクトの実施体制 

２－１－１組織・人員 

（１）労働・雇用・社会保障省（MITESS） 

本プロジェクトの主管官庁は労働・雇用・社会保障省（MITESS）である。MITESS の組

織図は図 2-1 に示すとおりである。 

労働・ 雇用・ 社会保障省

労働総局

移住労働総局

計画・ 協力総局

法務室

大臣室

人材開発部

管理財務部

IT・ コ ミ ュ ニケーショ ン室

広報部

調達部

職業訓練・ 労働研究機構

（ IFPELAC）

 

出所：「産業人材育成センター能力強化プロジェクト詳細計画策定調査報告書」、JICA、2016 

図 2-1 労働・雇用・社会保障省(MITESS)組織図 

（２）職業訓練・労働研究機構（IFPELAC） 

本プロジェクトの実施機関は職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）である。IFPELAC は

MITESS 大臣の監督の下で、独立した行政法人格を有している。 

モザンビークでは、1975 年の独立以降長く続いた内戦が 1992 年の和平協定で終結したの

を受け、熟練技術を持たない退役兵士や避難民を含めた国民の「雇用（就業）創出に資

する職業訓練促進」を目的に、1992 年、旧労働省の職業訓練部門と雇用調整部門を統合

して IFPELAC の前身である雇用・職業訓練機構（INEFP）が設立された。2016 年、INEFP

は政府機関の構造改革の一環で 2 つの別組織に分割され、職業訓練局は別機関と統合の
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上「国家職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）」に、雇用局は「国家雇用機構（INEP）」

に改編された。2017 年 10 月に施行された IFPELAC 規則(Regulamento Interno do IFPELAC)

によれば、同機構は独立した管理機能を有する公共職業訓練機関として位置づけられて

いる。IFPELAC は MITESS の直属機関で、総局長のもとに職業訓練局及び労働研究局の

という対外サービス部門と、本部内での業務管理に当たる 6 つの部が配置され、約 80 名

の職員で構成されている。IFPELAC 本部の組織図は図 2-2 に示すとおりである。 

 

図 2-2 国家職業訓練・労働研究機構(IFPELAC)組織図 

IFPELAC は全国 10 州および 1 特別市に支局を有しており、各支局は、支局長のもとに

17 名（定員）程度の職員で構成されている。支局では、支局長－教育部長の下に、IFPELAC

直営 CFP が位置している。各 CFP にはセンター長がおり、教育課や移動訓練車を中心に

実施される職業訓練活動を管理している。CFP は、訓練コースの運営とそれに必要な総

務・管理機能を有しているのみで、訓練コースの計画・選定等は IFPELAC 州支局長の管

理下にある。ただし、各 CFP が実施・運営する訓練コースのカリキュラムや訓練内容の

指導・承認・モニタリング、指導員研修（TOT）等は IFPELAC 本部の職業訓練局がその

計画・指導を担当している。CFP には、センター長の他に定員ベースで 2～3 名の職員が

配置され、それ以外に訓練コースを担当する常勤・非常勤の指導員が配属されている。
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IFPELAC 州支局及び CFP の組織構成はそれぞれ図 2-3、図 2-4 に示すとおりである。 

 

図 2-3 IFPELAC 州支局組織図 

 

 

図 2-4 職業訓練センター(CFP)組織図 

 
本プロジェクト実施期間中は、技術協力プロジェクト「産業人材育成センター能力強化

プロジェクト」（2017 年 8 月～2021 年 7 月）も並行して実施中であり、同じ 3 か所の CFP

を対象としていることから、技術協力プロジェクトと同様の実施体制を築くことが両プ

ロジェクトの連携を促進し相乗効果を出すのに適切である。 
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２－１－２財政・予算 

（1）予算執行のメカニズム 

IFPELAC の年次経常予算（1 月～12 月）は MITESS へ申請し、MITESS が省全体の予算

を取りまとめて財務省へ申請する。また、決定された予算額の執行においては、財務省

の電子決済システムに IFPELAC が直接入力する形で執行申請を行い、申請内容が予め定

められた予算費目に合致するか等のチェックを受けた後に執行される。この電子システ

ムは職員給与等の人件費、運営費（交通費、光熱費・保守管理費等）の全てを対象とす

る。予算執行の承認が下りた後、各種の調達が実行され、支払いが行われる。 

CFP の経常予算は IFPELAC 州支局が管轄している。予算申請は、毎年 6 月ごろまでに

IFPELAC 州支局で IFPELAC 州予算として策定され、MITESS の州支局（DPTESS）経由

で州政府財務局に申請、通常は 7 月ごろに州政府の承認が降りる。州政府予算が確定す

ると、それに基づき次年度の州経済社会開発プラン(PES)が策定され、翌年 1 月から同プ

ランに含まれる予算の執行が可能となる。 

表 2-1 年次予算策定プロセス 

1 月：前年度の経済社会計画実施報告書(BdPES)を作成 

3 月：統計調査（当該年度の受講生数等の確定） 

3 月―6 月：州・郡レベルでの次年度活動計画・予算の策定 

5 月末日：財務省予算枠との予算調整 

6 月：行政セクター毎の PES*作成完了 

7 月末日：PES、OE の財務省提出期限 

12 月末：次年度 PES、OE**の国会承認により確定 

*PES:経済社会計画、**OE:年次国家予算 

出所：Education Strategic Plan 2012-2016, Ministry of Education 

他方、プロジェクト単位の開発投資予算（新規校の建設等）は原則として IFPELAC 本部

が直接管理する。CFP の建物等のメンテナンス・改修は軽微なものは州レベルの経常予

算で賄い、大規模なものは中央レベルの開発投資予算で行うことになる。いずれにして

も、CFP の施設・設備等のメンテナンスや改修は IFPELAC が責任をもって実施している。 

（２）IFPELAC 本部の予算 

表 2-2 は、実施機関である IFPELAC の過去 5 年間の予算の推移を示したものである。開

発（投資）予算は、投資プロジェクトの件数や規模により年度ごとに大きな変動がある

が、経常予算は概ね一定した金額が配賦されている。 
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表 2-2 IFPELAC 本部予算の推移 （単位：MT） 

予算 費目 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

経常予算 
人件費 19,993,220 20,587,010 20,691,870 19,709,130 19,488,940

調達費（財/役務） 8,922,380 7,723,160 8,379,380 8,638,800 1,347,340

小計 28,915,600 28,310,170 29,071,250 28,347,930 20,836,280

開発投資予算 

人件費 5,388,600 5,650,000 6,700,000 1,000,000 450,000

調達費（財/役務） 17,111,400 33,827,000 18,100,000 8,190,920 4,800,000

建設費 17,000,000 14,000,000 17,300,000 1,300,000 0

機材費等 59,500,000 45,523,000 41,434,000 22,000,000 29,000,000

小計 99,000,000 99,000,000 83,534,000 32,490,920 34,250,000

合計 127,915,600 127,310,170 112,605,250 60,838,850 55,086,280

出所：IFPELAC 

なお、本プロジェクトが実施される場合は、撤去工事や既存ワークショップ内の配線工

事などモザンビーク側が負担する費用も発生するため、その費用を当該年度の開発（投

資）予算に含めておく、事前の予算措置が必要である。 

（３）IFPELAC 州支局の予算 

本プロジェクトの対象 3 校の CFP を管轄する IFPELAC 州支局予算（CFP 予算を含む）の

推移は以下の表のとおりである。 

表 2-3 IFPELAC マプト州支局経常予算の推移 （単位：MT） 

費目 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 
給与 4,766,763 5,287,529 6,694,965 7,542,082 5,436,850 
旅費 473,430 528,982 439,722 328,000 282,380 
訓練費 168,414 1,057,913 164,716 255,645 118,044 
水道光熱費 241,111 281,002 289,656 315,336 340,000 
車両費 888,889 700,000 551,031 628,618 330,000 
通信費 241,980 341,980 374,567 202,461 280,000 
保全費 2,178,889 1,314,621 738,426 821,749 150,000 
事務用品 435,589 381,273 129,004 295,346 100,000 
その他経費 2,759,196 1,241,331 1,036,431 529,615 389,766 

合計 12,154,260 11,134,631 10,418,517 10,918,853 7,427,040 

出所：IFPELAC マプト州支局 
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表 2-4 IFPELAC ザンベジア州支局経常予算の推移 （単位：MT） 

費目 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 
給与 4,362,700  4,523,500 4,750,000 4,825,260 4,880,340 
旅費 938,500  810,000  269,280 268,460 155,300 
訓練費 110,000  209,200  80,000 46,520 80,100 
水道光熱費 680,000  750,520  1,299,860 1,923,560 916,500 
車両費 937,000  911,320  295,000 450,000 450,000 
保全費 2,203,000  1,179,760 450,000 380,100 380,100 
広報費 105,800  135,050  140,000 200,000 140,000 
事務用品 450,000  525,000  412,000 521,000 779,300 
消耗品費* 3,950,000  2,200,200 2,350,000 3,000,000 2,150,000 
その他経費 209,000  180,000  110,000 220,000 224,500 

合計 13,946,000  11,424,550 10,156,140 11,834,900 10,156,140 

*訓練用物品代を含む。出所：IFPELAC ザンベジア州支局 

なお、IFPELAC ザンベジア州支局では、キリマネ CFP で実施される委託研修や請負研修

等の業務の対価として別途 114 万 MT の独自収入(2017 年度)があり、州支局の裁量で州内

の職業訓練活動の補助金として充当されている。 

表 2-5 IFPELAC ナンプラ州支局経常予算の推移 （単位：MT） 

費目 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 
給与 324,000 356,400 456,000 540,000 624,000 
旅費 197,000 216 700 238 270 262,200 288,427 
訓練費 309,000 339,900 373,890 309,000 125,000 
水道光熱費 162,200 178,200 196,628 215,622 237,148 
車両費 217,337 239,069 262,973 289,270 318,197 
保全費 900,000 990.000 1,089,000 1,197,900 1,317,689 
事務用品・消耗品費 7,040,000 6,217,000 6,098,000 5,040,000 6,303,050 

合計 9,149,537 8,537,269 8,714,761 7,853,992 9,213,511 

出所：IFPELAC ナンプラ州支局 

本プロジェクトが実施される場合は、新たに供与される施設・機材の引き渡し完了後、

維持管理費用が増加することになる。したがって、その増加分の費用を当該年度以降の

IFPELAC 州支局経常予算の関連費目に見込んでおく必要がある。 

２－１－３技術水準 

（１）職員の採用 

TVET 機関の教員、指導員に関しては、ANEP が 3 段階の認証を行い、資格証明書を発行

する。 高位の証明書 A は TVET 校等の管理者、主任教員等になることができるもので、

大学卒業（予定）者を対象として発行されるものである。証明書 B は基礎技術学校及び

中等技術学校で教員になることができる資格を証明するもので、大学卒業（予定）者を

対象として発行される。この証明書を持つものは、技術職業教育レベル 3、4、5 を担当

することが可能となる。証明書 C は CFP 等の職業訓練校で指導員になる資格証明で、中

等教育（G12 相当）以上の卒業者を対象として発行される。職業訓練レベル 1、2 を担当
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することが可能である。いずれの証明書も、ドンボスコ教員養成大学（ISDB）がその認

定のための訓練、評価を実施する機関となっている。 

本プロジェクトの対象である CFP で訓練を担当する指導員には、公務員資格を有する常

勤雇用と、有期（通常は 3 か月程度）の契約雇用の 2 つのタイプがある。原則として、2

つのタイプの待遇は同じである。指導員の採用は資格に基づいて行われる。一般に、訓

練レベル 2 以下のコースには中等技術学校（G12 相当）の卒業者が、レベル 3 以上のコー

スには高等教育機関（大学、高等ポリテク等）の卒業者が採用されている。ただし、レ

ベル 2 以下の指導員の場合、CFP によっては、中等技術学校(G12 相当)の卒業証明書がな

くても、応募者個々人の能力と経験、職歴、前職の推薦状等を出してもらい、審査員が

有資格と認めれば採用される例外措置もある。 

（２）CFP の機材維持管理要員 

CFP で使用している訓練機材に関しては、当該 CFP の指導員がその維持管理業務に当た

ることになっている。公共 CFP が も多く配置されているナンプラ州では、ナンプラ CFP

の指導員を中心とする機材メンテナンスチームを編成し、ナカラ CFP を含む州内の CFP 6

校で機材維持管理の巡回指導を行っている。GIZ 派遣専門家の協力のもと作成したマニュ

アルに基づき、定期的に、日常保全と修理の指導を行い、報告書にまとめている。本プ

ロジェクトで供与される機材は、概ね海外からの輸入品となることが想定されるため、

IFPELAC においては、今後ナンプラ州以外の州の CFP においても同様のチームが編成さ

れ、同様の維持管理システムで機材の保全を図ることを検討している。対象 CFP の指導

員数は、下表のとおりである。 

表 2-6 対象 CFP の指導員数 

所属先 指導員
数 

内、
常勤

内、
契約

資格等 

マシャバ CFP 9 5 4 全員技術学校、または訓練センターの卒
業生。うち学士 2 名

キリマネ CFP 7 0 7 全員技術学校、または訓練センターの卒
業生。

ナカラ CFP 3 0 3 全員技術学校、または訓練センターの卒
業生。

IFPELAC 本部 11 8 3 
食品加工専門家 8 名、溶接担当 2 名、自
動車‐機械担当 1 名はキリマネ CFP、ナ
カラ CFP で非常勤指導。 

IFPELAC ナンプ
ラ州支局 4 0 4 食品加工専門家。ナカラ CFP で非常勤指

導を担当。
ナンプラ CFP
（補強要員） 4 3 1 電気据付、冷蔵・空調、配管等の専門家。

ナカラ CFP で非常勤指導を担当。 
出所：IFPELAC 

JICA 技プロ及び本プロジェクトでは、CFP によって新規に開設される訓練コース（CBT

コース）が対象に含まれている。これらの新規コースの指導員に関しては、IFPELAC 本

部や州支部が確保する非常勤指導員を支援要員として派遣するのに加え、各種技術学校

や高等教育機関の新卒者を採用することを計画している。新卒採用者については採用後
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に、また現職の指導員に関しては適宜、JICA 技プロで実施される TOT による指導員訓練

で技能向上を図る予定である。 

２－１－４既存機材・施設 

（１）既存機材の状況 

１）マシャバ CFP 

1972 年に設立されたマシャバ CFP は、首都マプトに隣接するマトラ市に位置する。同

地域は、製造業・建設業・運輸業の関連企業が集積しており、国内でも有数の労働ニー

ズの高い地域となっている。同校には、約 20 年前に我が国の無償資金協力により、溶接、

木工、石工、配管、自動車機械、板金、エアコン修理・設置、自動車電気の各コース用

訓練機材、および教材印刷機械が整備された。これら機材の一部は現在でも使用されて

いるが、20 年を経て故障している機材が目立ち、また現在の訓練実習ニーズを満たして

いない。下表に分野・コース毎に機材の現状を示す。 



37 

表 2-7 マシャバ CFP 既存機材の現状 

分野 コース名 機材の現状 

建設 電気 配線実習をするための 低限の備品も充足していない状態。手工具も訓練生数に

対し半数以下であり、仕様も雑多である。マルチメータ等基本的な測定機器もほぼ

無い。測定機器は指導員の私物を生徒に「見せる」程度の対応。配線実習に使用

する練習盤は竪型 1 台のみ。訓練生は水平作業台上での実習を行っている。 

 石工 モルタル調製機材が存在しないためブロック積み実習はモルタルの代わりに加水

した土を用いている。単純な手工具は一応充足しており故障・不具合品はほぼ無

い。但し電動工具は訓練生用としては配置されていない。 

 冷蔵 手工具は訓練生 2 人に 1 式の前提で配置がなされていた模様であるが、故障や散

逸により可動数は半数以下。温度計、冷媒漏洩検出機等測定機器は全て故障。現

状行われている家庭用エアコンと冷蔵庫の構造学習及び修理実習が辛うじて行わ

れている状態。機材の整理保管体制に難有り。 

 配管 指導員自作の衛生設備器具モックアップを活用して実習を行っている。配管ねじ

切り作業等は訓練生数に対して保有数が少ないため待ち時間を持て余す生徒あ

り。実習エリアに配管材料が乱雑に積み上げられており要改善。 

溶接 溶接 主要機材の電気溶接機は、保有数の 3/4 は故障し修理不可能。ガス溶接機は保

有 4 組が全て故障。その他 JICA 整備のドリルプレス 4 台、大型シャーリング機等、

電動工具も含め 8 割方故障している。その反面、折り曲げ機、シャーリングでも電力

を使わない機材は稼働率良好である。 

２）キリマネ CFP 

キリマネ CFP は 2008 年に設立され、2014 年に増築が行われた。同校の特徴としては、

地元企業と連携した企業従業員の委託再訓練、OJT の一環としてのプロジェクト請負、企

業インターンシップ等が積極的に行われている点が挙げられる。これまで運営されてき

た訓練コースは建築・インフラ、農業等に関連するものが主であった。しかしながら実

習機材は質・量ともに不十分であり、板金加工機材には不具合が生じているものが多い。

下表に分野・コース毎に機材の現状を示す。 

表 2-8 キリマネ CFP 既存機材の現状 

分野 コース名 機材の現状 

建設 電気 実習はインターン先でのみ行っており、手工具はじめ機材は皆無。竪型練習台 2

台が配置されているが使用されていない。 

 配管 実習はインターン先でのみ行っており、保有している工具類は管用万力とねじ切り

器程度。その他指導員私物の機材を使った実習も一部行っている模様。座学では

指導員自作の配管器具サンプルボードを使った説明が行われている。 

 木工 丸鋸盤や鉋盤をはじめ大型の木材加工機が 17 台配置されているが可動機は木工

旋盤と丸鋸・鉋盤複合機の 2 台のみ。これらの多くは 2013 年にエジプトから無償供

与されたものであるが設置当初から不具合有との事。手工具は僅か 1 式しか配置さ

れておらず数量が不足している。 

３）ナカラ CFP 

ナカラ CFP はナンプラ州の沿岸部ナカラ市に位置する。同校は、大手エンジニアリン

グ会社 Kentz 社が自社の技能職員育成のため官民パートナーシップ(PPP)による自社訓練

センターとして 2013 年に建設したものである。2015 年まで運営された後、IFPELAC に

譲渡された。現在は IFPELAC の直営 CFP として冷蔵・空調、鋼材加工・溶接、電気、配
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管の 4 コースで、レベル 1 の基礎コースのみ運営されている。 

表 2-9 ナカラ CFP 既存機材の現状 

分野 コース名 機材の現状 

建設 電気 基礎訓練に必要な基本的な電気工具類がほとんど配置されていない。作業台も

溶接用の鉄製作業台を流用し使用している。マルチメータ等計測機器は指導員

によるデモ用に少数配置されている程度で訓練生が手にする機会はない模様。 

溶接 溶接 前身の運営企業から引き継いだ機材を中心に、安全装具類や手工具は質量共

に充実している。反面、電気溶接機本体は数量が不十分である。また電動工具

は多くが故障している。作業台は充足しており配置を変更することにより効率的な

運用が可能と見込まれる。 

食品加工 - 未開設ではあるが、家庭用ミキサー1 台と大径寸胴鍋 3 個が共通備品倉庫に保

管されている。 

 

（２）既存施設の状況 

対象サイトとなるマシャバ CFP、キリマネ CFP およびナカラ CFP の現状は下表の通り。 

表 2-10 対象 3 ヶ所の CFP の既存施設の現状 

 項目 マシャバ CFP キリマネ CFP ナカラ CFP 

建物概要 

既存事務管理・自動車整備

WS(RC 造 2 階建て)、木工・溶

接配管 WS(鉄骨造平屋)×2 棟

溶接・木工 WS(RC 造平屋)、

教室(同)×2 棟、IFPELAC オフ

ィス(同)、他に簡易な施設が複

数 

溶接・電気 WS(鉄骨造+組積

造平屋)、雇用センターオフィス

(RC 造平屋) 

WS の建設年 1972 年（1973 年に増築） 2008 年（2014 年に増築） 
2014 年建設の民間訓練所を

2016 年に譲渡 

インフ

ラ状況 

電気 低圧受電 
33kV の高圧受電、トランス容

量 200kVA 

33kV の高圧受電、トランス容

量 100kVA 

水 市水道(FIPAG)と井戸 市水道(FIPAG) 市水道なし 

通信 地上線(TDM) 地上線(TDM) 携帯電話網のみ 

施設仕

様 
構造 

RC 造＋CB 組積造、鉄骨小屋

組（一部鉄骨トラス） 

RC 造＋CB 組積造、鉄骨小屋

組 
鉄骨構造 

 
屋根 金属屋根 

金属屋根、一部ポリカーボネ

ード（採光用） 

金属屋根、一部ポリカーボネ

ード（採光用） 

  壁 モルタル、塗装仕上げ モルタル、塗装仕上げ 
化粧ブロック仕上げ、金属外壁

材（屋根材同様） 

  天井 
WS：天井なし、CR：木製パネ

ル 

WS：天井なし、CR：木製パネ

ル 

WS：天井なし、CR：木製パネ

ル 

  床 コンクリート床 コンクリート床、塗装仕上げ コンクリート床、塗装仕上げ 

  建具 
鋼製窓、木製窓・ドア、防犯グ

リルドア、大型鋼製スライドドア

木製窓・ドア、防犯グリルドア、

大型鋼製スライドドア 

アルミ窓、木製ドア、防犯グリル

ドア、大型鋼製シャッター 

施設状況 

建物は全体的に老朽化してい

る。溶接 WS は採光と換気が不

足している。 

建物の状態は良好。配管 WS、

空調 WS は、教室（6.5x5.5m）

を転用しているが、狭い。 

建物の状態は良好。WS に窓

はなく、換気は棟換気のみ。豪

雨時に、センター長室と WS 入

り口に雨水が浸入する。 

※WS: ワークショップ、CR: 教室 
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２－２プロジェクトサイト及び周辺の状況 

２－２－１関連インフラの整備状況 

（１）ナカラ CFP 

アクセス:  

サイトはナカラ中心市街地の南側 8.3km、車両で 15 分程度の位置にある。幹線道路

（EN8）からサイトまで約 1km 程度は未舗装路であり、雨期においても通行可能、

周辺の土地利用状況は耕作地と未使用地である。 

敷地形状:  

IFPELAC が所有する敷地は 5ha 程度の広さだが、一部、権利の譲渡が未完了となって

いる。CFP はこのうちフェンスで囲われた 70×100m の範囲で活動している。敷地は東

側に向かって 1/25～1/30 程度の勾配で下がっている。 

既存建物・工作物:  

フェンス範囲内には既存ワークショップと雇用センターの他、未完成のトイレ棟、高

架水槽や未完成の施設基礎、受変電設備が点在し、敷地の入口となる西側に架空電力

線（33kV）が横断している。フェンス範囲も含めて周辺には果樹などの樹木類が植わ

っている。 

電力事情:  

33kV の高圧受電をしており、敷地内のトランス（100kVA）から既存ワークショップ

内の主受電盤（MDB）に電力供給がされている。MDB の 1 回路が同じ敷地内にある

雇用センターまで架空で配線されているが、容量は不足しており電気設備は機能して

いない。周囲は工場地帯であるため電力供給力には余裕があり、本プロジェクトに伴

う契約容量アップは可能である。また近隣のポリテクニック（Polytechnic College 

Nacala）へのヒアリングによると停電は日常的に発生している。 

給水事情:  

タンクローリーにより給水サービスを受けている。敷地内の高架水槽（7.5ton）があ

るが、給水システムは機能しておらず、トイレでは床置きタンクに水を溜めて使用し

ている。敷地から 1.5km 程度離れた位置まで給水網は整備されているが、水を圧送す

る給水塔が未整備のため利用できない。給水塔は 2019 年中には完成する見込みであ

り、給水網を延伸すれば市水道の利用が可能となる。また、ポリテクニックや幹線道

路沿いの工場では深井戸を利用しており、地盤面から 130～140m の深さに帯水層があ

り、CFP での必要水量と予想される 10～20ton/日は十分に供給できる。ただし、ポリ

テクニックの井戸水には塩分が含まれるため、飲料用として別に購入している。 

（２）キリマネ CFP 

アクセス:  

サイトはキリマネ中心市街地の北東側 6.7km、車両で 15 分程度の位置にある。幹線

道路（EN470）から、サイトまでは約 300m の未舗装路があるが、雨期でも通行は可

能である。周辺の土地利用状況は、耕作地と住宅である。 
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敷地形状:  

IFPELAC が所有する敷地は 8ha 程度の広さだが、このうち道路に面した 120m×70m

の範囲に建物が比較的密に建ち、訓練活動が行われている。既存建物の建つエリア

は平坦で周囲より少し高い。周辺部分は米などの耕作地となっている。 

既存建物・工作物:  

既存ワークショップ、教室棟 2 棟、IFPELAC オフィス、訓練生の自力建設による多

目的な建物 2 棟、ガレージ、受水槽や受変電設備があり、また樹木も点在している。 

電力事情:  

33kV の高圧受電をしており、敷地内のトランス（200kVA）から既存ワークショップ

内の分電盤に電力供給されている。 

給水事情:  

キリマネ CFP では市水道により給水サービスを受けている。敷地内の地上置きタン

クに水を溜め、ポンプで圧送しているが、トイレで水が使えないなど、既存給水シ

ステムは部分的に機能していない。 

（３）マシャバ CFP 

アクセス:  

サイトは首都マプトの近郊マトラ市の市街地にあり、幹線道路に面しアクセスは良

好。周辺は工場、住宅が密集している。 

敷地形状:  

幹線道路に面して間口が狭く奥が深い短冊状の敷地で、約 40～60m×170m、広さ 0.8ha、

奥に向かって緩く上る傾斜地となっている。前面道路以外の三方は建物または塀に

より区画されている。 

既存建物・工作物:  

大きく 3 つの建物群からなる。入口に近い位置に大スパンの建屋（部分的に 2 階建

て）は、自動車整備ワークショップや事務管理諸室が入るメインの建物である。こ

の奥に木工ワークショップがあり、仮設的に増築されている。敷地後ろ側の境界塀

に沿って、溶接・配管・石工・電気のワークショップ群があるが、増築を繰り返し

た仮設的な建屋である。敷地内にはこのほかに、建設関係の資材置き場や実習スペ

ースの土間コンクリート、小屋、コンテナ、レンガ窯、機材類が点在しており、敷

地内の利用密度は高い。 

電力事情: 220/380V の低圧受電をしている。 

給水事情: 市水道による給水サービスを受けている。 
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２－２－２自然条件 

（１）ナカラ CFP 

気象条件: ナカラ市はケ

ッペン気候区分で冬が乾

期となる熱帯気候(Aw)と

なり、また気象データは右

図のようになる ( 出所 : 

weather database、この項は

以下も同様)。年間平均気

温は 24℃で年間変動は 3℃

と少なく、月間 高気温は

29～31℃と一年を通じ一

定して暑い。一方、日較差

の目安となる月間平均

高と 低の差が 12～15℃と比較的大きい。年間平均降雨量は 800mm で、12 月から 4 月

が雨期で、他の月は乾期となる。 

自然災害: 豪雨時にはサイトの西側から雨水(stormwater)が流れ込むが、雨水排水設備

が無いため、既存ワークショップ周りが冠水し、入り口付近や所長室が浸水する。 

地盤調査結果 : 現地再委託により、動的コーン貫入試験 (DCPT: Dynamic Cone 

Penetrometer Test)、採取試料のラボ試験を行い、土壌の性状判定、地耐力の想定を行った。

調査報告書（巻末に添付）によれば、計画建物の基礎底となる現状地盤(GL)から 1m 下の

地層の土質は、粒度分布の良い低可塑性の砂まじり粘土(well-graded sand clay of low 

plasticity)となる。また、DCPT の結果から GL-1m の N 値を推定すると、N=18 となり、

Meyerhof の式から地耐力 200kPa が期待できるとしている。浸透性試験による浸透速度は

3.1cm/分となり浸透性は良好としている。 

（２）キリマネ CFP 

気象条件: キリマネ市の

気候区分はナカラ同様に

Aw となり、気象データは

右図のようになる。平均気

温は摂氏 25℃で、年間変動

は 7 度、月間平均 高気温

は 25～3℃と一年を通じ暑

い。1 月間平均 高と 低

の差は 5～8℃となる。年間

平均降雨量は 1,390mm で、

12 月から 4 月が雨期とな

るが、他の月でも降雨はあ

る。 
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自然災害: サイトは平坦で浸透性が悪く、降雨時に部分的にまたは全面的に冠水する。 

地盤調査結果: ナカラ同様に再委託による地盤調査を実施した。報告書によると GL-1m

の地層の土質は、低・中可塑性の粘土質の砂・シルトの混合(mixture of clayey sand with 

clayey silt of medium to low plasticity)となり、地耐力として 240kPa が期待でき、浸透性は

非常に悪いとある。 

（３）マシャバ CFP 

気象条件10: マシャバ市

の気候区分はナカラ同様

に Aw となり、気象データ

は右図のようになる。平均

気温は摂氏 23℃で、年間変

動は 8 度、月間平均 高と

低の差は 6～9℃となる。

年間平均降雨量は 770mm

で、11 月から 4 月が雨期と

なるが、乾期でも降雨はあ

る。 

（４）自然災害 

JAXA/EORC 台風データベース11によれば、1998 年以降の 19 年間にモザンビーク国

とマダガスカル国間の海峡で 27 回のサイクロンが発生しており、強風、大雨により人的・

物的損害をもたらしてきたが、サイトでの特定の被害は報告されていない。また、1994

年のサイクロンナディア(Cyclone Nadia)はナカラ市に家屋、学校、電力、農作物に甚大

な被害をももたらした。 

また、アメリカ地質調査会(USGS)12によると、1980 年以降モザンビーク国では、マニ

カ州南部に集中しており、このほかマラウイから続く大地溝帯周辺のソファラ州、北部

の沖合でも若干起きているが、サイト周辺での地震は記録されていない。 

２－２－３環境社会配慮 

本プロジェクトでは既存の CFP 敷地内に小規模な増築工事を行うもので、工事による

自然環境の改変は限定的である。プロジェクトには油脂を含む調理排水が発生する活動

が含まれるが、グリーストラップにより油脂や食料くずは取り除かれる。 

２－３その他（グローバルイシュー等） 

2015 年に国連サミットで採択された「持続的な開発目標」の目標 4 として「質の高い

教育をみんなに」が掲げられている。すべての人に包摂的かつ公平で質の高い教育を提

供し、生涯学習の機会を促進することが具体的な目標とされている。開発途上地域では

                                                  
10 マトラ市隣のマプト市のデータにもとづき記述 
11 http://sharaku.eorc.jaxa.jp/TYP_DB/database_j.html 
12 https://earthquake.usgs.gov/ 
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高い貧困率や武力紛争、その他の緊急事態といった大きな課題に直面しており、持続可

能な開発にとって、初中等教育とともに、職業訓練の平等な機会を提供し、ジェンダー

と貧富による格差を解消することも、重要な狙いの一つである。 

本プロジェクトはそうした潮流におけるモザンビークの社会経済開発を人材育成面か

ら支える案件として大きな意義があるものと思料される。地域ニーズに根ざした産業振

興に資する実践的なスキルを持った人材が職業訓練を通じて育成されることにより、民

間セクターにも裨益し、今後の産学官連携活動も奨励され、経済・社会発展に寄与する

ことが大いに期待されている。 



第 3 章   プロジェクトの内容 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１プロジェクトの概要 

本プロジェクトは職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）傘下の職業訓練センター（CFP）

3 校（マシャバ、キリマネ、ナカラ）に対する支援である。対象となる CFP の訓練コース

は建設分野（電気、石工、冷凍・空調、配管、、木工）、溶接分野（溶接）、自動車整備分野

（自動車機械、自動車電気）、農産品加工分野（穀物、果物・野菜）である。また建設分野

の共通科目となる足場組、溶接分野の共通科目となる金属加工、鋼管組立も支援対象とす

る。 

モザンビークでは、天然資源等の開発と物流の増加に伴い、内陸部と港湾部を結ぶイン

フラ整備の需要が高まり、また各地に経済特区や産業自由区が設立されたことに伴い、国

内外の企業進出が進んでいるため、建設・土木分野や溶接・鋼材加工等の分野の労働需要

が増大している。国内では自動車の数が乗用車・大型車両共に増加しているが、そのほと

んどは日本や欧米等から輸入した中古車で、走行距離と経年劣化に伴う自動車修理の需要

は非常に高い。市中には中小零細規模の民間整備工場等が多数軒を並べていて、電気・機

械分野でスキルを有する人材の需要は全国的に高まっている。また、農業は同国 GDP の

24.8%、就業人口の 75%を占める主要産業であるが、農村部では殆どの小規模自給農家が近

隣の市場で保存のきかない生鮮野菜を販売して僅かな収入を得ている状況であった。近年、

ザンベジア州やナンプラ州などの農業州では農民の組織化が進み、補助金等の優遇制度を

活用して農産物の高付加価値化を図ろうとする考えが浸透してきており、農産物の基礎的

な保存技術、加工技術、調理技術に係る訓練の需要が高まってきている。したがって、前

述の本プロジェクト対象訓練コースは、産業界のニーズに合致するものである。 

JICA は 2017 年 6 月より技術協力プロジェクト「産業人材育成センター能力強化プロジ

ェクト」（2017 年 8 月～2021 年 7 月）を実施している。技プロの対象サイトは、本プロジ

ェクトと同一の 3 か所の CFP であり、訓練プログラム実施能力及び管理能力の強化を支援

するものである。ソフトとハードを一体的に支援することにより、相乗効果の発現が期待

されている。また技プロはブラジル全国工業職業訓練機関（SENAI）のブラジル人専門家

による訓練プログラム策定、研修実施及び訓練機材選定支援等が実施される計画である。 

本プロジェクトの整備機材は、技プロの訓練実習に活用されるものであるため、本調査

においても SENAI 専門家と整備機材品目・仕様について摺り合わせを行いつつ、機材計画

策定を実施した。従って本プロジェクト整備機材の納入時期等についても、技プロの活動

計画と連動した 適な実施工程となるよう計画を行った。本プロジェクトの実施により、

ナカラ・キリマネ・マシャバの各 CFP の訓練機材が整備されるとともに、ナカラ・キリマ

ネにおいては、当該機材を設置するワークショップの整備を合わせて実施し、訓練環境が

整備されることにより、モザンビークの社会経済開発や産業振興に必要な実践的な産業人

材の育成に寄与することを目的とする。 
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３－２協力対象事業の概略設計 

３－２－１設計方針 

３－２－１－１基本方針 

本プロジェクトは IFPELAC 傘下の CFP 3 校（マシャバ、キリマネ、ナカラ）に対する

支援であり、技プロが支援対象とする同 3 校のカリキュラム・訓練実習を実現するため

の訓練用機材・施設を整備するものである。対象となる各 CFP の訓練 CBT コースは下

表の通り。 

表 3-1 CFP 毎の対象 CBT コース・共通科目一覧 

分野 CBT コース マシャバ CFP キリマネ CFP ナカラ CFP 

建設 電気 〇 〇 〇 

石工 〇  ● 

冷凍・空調 〇  ● 

配管 〇 〇 ● 

木工  〇  

上記 CBT コース共通科目 

足場組 ■  ■ 

溶接 溶接 〇  〇 

上記 CBT コース共通科目 

金属加工 ■  ■ 

鋼管組立 ■  ■ 

自動車 自動車機械   ● 

自動車電気   ● 

農 産 品

加工 

穀物  ● ● 

果物・野菜  ● ● 

〇機材整備対象コース、●機材整備対象コースのうち新規開設コース、■機材整備対象の新規開設科目 

・マシャバ CFP 

マシャバ CFP には主に自動車整備コースを実施している天井高のあるワークショップ、

木工用のワークショップの他、溶接・配管等の建設分野のコースの訓練を実施する建屋

が敷地奥に並んでいる。建物は古く、老朽化が進行しているものの、補修を行いながら

使用している。1997 年に我が国の無償資金協力により機材整備が実施されたが、すでに

20 年が経過しており、多くの機材が使用できない状態にある。本プロジェクトで支援対

象となる訓練機材は、既存ワークショップ内に機材設置場所を確保することとなるため、

機材レイアウト等について検討を行い、機材配置案を作成した。 

・キリマネ CFP 

キリマネ CFP では電気、木工、溶接・金属加工のコースの訓練が提供されているワーク

ショップ 1 棟があるが、配管、冷凍・空調コースは座学教室で簡易的に訓練が実施され

ているのみである。また訓練生が実習の一環として建てた簡易な屋根付きスペースがあ

り、そこで建築関連コースが実施されている。本プロジェクトでは電気、配管、木工、
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農産品加工コース用の機材整備を行うが、配管と農産品加工用の機材設置スペースがな

いことから、本プロジェクトでこれらのワークショップ 1 棟の建設を計画する。 

・ナカラ CFP 

ナカラ CFP は 2014 年建設のワークショップ 1 棟で電気、溶接コースを実施している。

IFPELAC はナカラ CFP を金属加工、自動車整備、農産品加工の拠点とする意向であり、

建設分野、溶接分野、自動車整備分野、農産品加工分野の幅広い訓練コース用の機材整

備が要請された。建設分野、溶接分野は既存ワークショップ内に機材設置が可能である

が、自動車整備コース、農産品加工コースは機材設置場所がないことから、本プロジェ

クトでこれらのワークショップ建設 2 棟の建設を計画する。 

本プロジェクトにおいては、対象 3 サイトの現状とニーズ及び、モザンビーク国政府

の要請と現地調査及び協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき計画することとした。 

 （１）機材計画 

第一回目の現地調査において IFPELAC、SENAI 関係者とともに対象 3 サイトを踏査

して既存機材及び施設の現況確認を実施した。要請機材内容についても、その調査の中

で対象分野・コース毎に必要性・妥当性の確認を行った。本プロジェクト整備機材は、

対象 CFP における技プロの活動で使用される訓練機材であるため、CFP カリキュラムと

整合を取る必要があるが、カリキュラムは現在 IFPELAC でコース毎に改訂作業を行っ

ているところである。またカリキュラムは ANEP の承認を要するため、決定には時間が

かかる。このため、要請機材の検討にあたっては、SENAI のコース毎の標準機材リスト

及び、我が国の職業訓練校で活用されている機材品目・仕様等の知見を参照しつつ、各

CFP の訓練コースの運営状況・既存機材の状況等を勘案して妥当性の検証を行った。 

 （２）施設計画 

計画している機材の設置スペースが、既存ワークショップに十分に無いナカラ CFP とキリマネ

CFP を協力対象とする。ナカラ CFP では自動車整備関係と農産品加工コースのワークショップ

を、またキリマネ CFP では農産品加工と配管コースのワークショップを対象とし、機材や材料を

保管する倉庫、更衣や私物を保管するロッカーのスペース、座学のための教室を併設する。 

また、訓練機材への電力供給のため、これら両 CFP では幹線設備の更新も協力対象の範囲

とし、電力供給が不足するナカラ CFP ではトランスの更新も含めることとする。 

 

３－２－１－２自然環境条件に対する方針 

（１）一般気象条件への対策 

施設建設を行うナカラ市、キリマネ市は熱帯気候(Aw)に属し一年を通じて暑いため、屋根面

に受ける日射を反射させ熱取得を低減させる目的から、屋根面下に遮熱シートを取付ける。また、

連続する高窓により通風を確保し、不快さを低減する。また、直射光と雨の吹込みを遮るため、

高窓にはルーバーを取付ける。 

また、両サイトとも降雨時に敷地が冠水する可能性があるため、建物周りには雨水を排水する

雨水排水溝を計画し、建物床高も周囲地盤より高く設定する。ナカラサイトについては一年を通
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じて、南風が吹くため、建物の換気計画の際にはこれを考慮する。 

（２）自然災害対策 

近年の記録によると、両地域では地震による被害は報告されていないが、国全体としては地

震が発生しており、一定の考慮をする。定期的にサイクロンの被害があることから、前述のとおり

大雨による冠水の他、記録風速にもとづく風荷重を考慮する。 

 

３－２－１－３社会経済条件に対する方針 

（１）計画上配慮する事項 

CFPでは、中等レベルの正規の学校教育に就学しない青少年、あるいは中等教育普通

課程を修了した就職希望者に対し、職業人として必要な知識と基礎的な技術を身につけ

させるため、特定の技術分野で短期間の実践的な職業訓練を提供している。同時に、就

業経験のある離職者、転職希望者等に対する訓練・再訓練も実施している。これは、貧

困削減と経済開発を共に達成するという同国政府の産業人材育成方針に沿うもので、い

ずれの場合も、CFPに求められるのは就職や起業に直結する「出口のある」訓練の提供

である。したがって、本プロジェクトでは、対象地域の企業や職場で使用されている汎

用性の高い種類の機材を訓練用として計画する。 

（２）企業との連携 

CFP では、公的企業や民間企業等との協力協定により、CFP 施設内で企業の在職者に

対する技能向上のための訓練、再訓練等を実施している。この企業委託訓練では、各種

設備・機械の運転・保守・組立等の分野で、モザンビークの国家専門資格のレベル 3 以

上に相当する訓練も行われるが、産業人材育成機関としての CFP の自立発展性を確保す

る観点から、計画機材はこうした委託訓練にも対応できるものを検討する。 

 

３－２－１－４調達事情／建設事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

（１）現地調達が可能な資機材の状況 

モザンビークには本プロジェクトの整備機材を日常的に取り扱っている販売代理店は

非常に少なく、一定の品質レベルの製品の入手が困難である。このため整備機材の調達

国は原則本邦調達とする。消耗品・交換部品の入手が必要な機材については、現地また

は近隣国の代理店からの入手が可能である。 

（２）建築規制・関連法規 

モザンビークでは公共事業住宅省が建設にかかる基準を整備しつつあるものの、実態

としては近隣国の南アフリカ基準や、先進工業国などの基準が使われている。本プロジ

ェクトでは日本の基準を参考に、適宜現地事情を勘案して設計する。また建設に先立ち、

自治体の都市計画・土地管理局などに図面を提出し、プロジェクト許可を得る手続きが

あり、実施機関は工事工程に影響が無いように手続きを済ませる必要がある。 

建設資機材は南アフリカ、EU、中東、インド、ASEAN、中国などからの製品が、首都

では比較的幅広く入手可能だが、施設建設を行うナカラ市、キリマネ市では首都からの

調達、または輸出国から直接調達する必要がある。 
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３－２－１－５現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針 

本プロジェクトでは機材調達を主な目的とすることから、本邦業者は機材調達を主業

務とする商社が想定され、施設建設は本邦商社が現地業者と下請け契約を結び行われる

こととなる。計画施設は小規模で平屋であるものの、ナカラ市とキリマネ市に分かれて

おり、地下ピットや塗床などの特殊要因もあるため、施工管理能力を備えた一定レベル

以上の現地業者の活用が必要となる。 

３－２－１－６運営・維持管理に対する対応方針 

（１）機材の運営・維持管理に係る対応方針 

対象各 CFP においては、機材の運営・維持管理にかかる専門部署は存在しない。現在

は各 CFP の担当教員が機材管理とメンテナンスを行っている。簡易な故障程度であれば

当該教員で対応可能であるが、修理精度の確保等、高度な技術が必要な機材については、

メーカーあるいは現地代理店の技術者による対応となる。機材は、実施中の技プロ専門

家の訓練指導の下に活用されることから、機材の維持管理についても同専門家と連携し

て運用を行うこととなる。また本プロジェクトにおいても、機材の納入・据付時に基本

的な操作方法（メンテナンス指導含む）に関する初期操作指導を実施する計画とし、整

備機材が適切に活用されるよう十分に留意する。 

（２）施設の運営・維持管理に係る対応方針 

IFPELAC は全国に訓練所を整備してきたが、施設建設と維持管理能力と体制は完全で

はない。このため、施設・設備の整備は可能な限り、先方での負担を軽減することが重

要であり、また施設引き渡し後も管球類の交換や再塗装などのメンテナンスの負担が少

ない仕様とする。施設は訓練内容に応じて、機材の交換や設備の更新の頻度も通常より

も多いため、これに対応できる設計とする。また、訓練は主に昼間行われるため、人工

照明に頼らず自然採光で運営できるようにし、維持管理費の低減に努める。 

３－２－１－７機材、施設等のグレード設定に係る方針 

（１）機材グレード設定に係る方針 

国家職業教育機構（ANEP）は、国家職業資格フレーム（QNQP）に基づき対象とする

訓練センターの職業訓練資格レベルを“1 と 2”から“2 と 3”へ変更した13。実習のニーズと

現場レベルに対応することを目的とした変更であり、技プロでは今後この決定に沿った

形でカリキュラムの策定を行っていく。これに伴い本プロジェクトの整備機材仕様につ

いても同レベルに対応する仕様とする。ただし整備機材については必ずしも個々の職業

訓練資格レベルと一対一で対応しているわけではなく、多くの場合、同一の機材で複数

の資格レベルをカバーできる（カリキュラム・訓練内容で複数のレベルに対応すること

ができる）ため、機材品目にかかる変更はない。 

（２）施設グレード設定に係る方針 

本プロジェクトは職業訓練のためのワークショップ建設であり、室内には柱や床の段

                                                  
13 職業訓練資格レベル 3 は、第 10 学年（G10）修了が資格要件となる。 
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差などの障害物の無い比較的高い空間と機材レイアウトに応じて必要箇所に適宜、電力

供給するシステムが求められる。居住性は重視されないことから、外部仕上げはもっぱ

ら耐久性のある簡素なものとし、内部仕上げは省き、架構が露出する仕様とする。ただ

し、農産品加工ワークショップについては、埃が溜まらない衛生的な室内環境が求めら

れるため内部仕上げをする。 

機材のための電力供給、給排水、ガス供給は、機材の変更に伴い、設備が更新しやす

い設計が求められる。 

３－２－１－８調達方法／工法、工期に係る方針 

（１）工法、建材の選定 

本プロジェクトは遠く離れた複数のサイトで小規模な施設を建設するものであり、建

設工事はコストが嵩み、また品質管理しづらい。このため現場作業を合理化し、作業期

間の短縮と品質管理をしやすくすることを方針とする。具体的には、鉄骨構造と金属外

装材からなる乾式工法とし、また開口部をまとめ、建具サイズとタイプを共通化させる。

平面プランもモジュール化し、部材の共通化を図る。部材は現地調達を原則とするもの

の、建材の多くは輸入品であり、部材に求められる機能に応じて、施工性と機能性を重

視して材料を選定する。 

（２）工期 

建設サイトはいずれも地方都市の縁辺部にあり、アクセスは比較的良好だが部分的に

未舗装路もあるため、雨期の大型車の通行には一定の影響が懸念される。このことを考

慮し、大型車による資機材搬入の時期、または方法を検討する。また、現場での土工事、

基礎・床工事と、構造材、仕上げ材の加工を並行して行い、効率的な工期設定を行う。 

３－２－２基本計画（機材計画／施設計画） 

３－２－２－１機材計画 

（１）設計方針の概要 

マシャバ、キリマネおよびナカラの 3 ヶ所の CFP の対象訓練コースの運営に必要な機

材を計画する。マシャバ CFP は CBT5 コース（建設分野 4 コース（電気、石工、冷凍・

空調、配管）、溶接分野 1 コース（溶接））および建設分野の新規開設共通科目 1 コース

（足場組）と溶接分野の新規開設共通科目 2 コース（金属加工、鋼管組立）の訓練実習

に必要な機材を計画する。機材設置場所は、新規開設共通科目の計画機材を含め、基本

的に既存ワークショップ内に確保することが可能である。キリマネ CFP は CBT3 コース

（建設分野（電気、配管、木工））および農産品加工分野の新規開設共通科目 2 コース（穀

物、果物・野菜）の訓練実習に必要な機材を計画する。電気コースおよび木工コースの

計画機材は既存ワークショップ内に設置場所を確保できるが、配管コースおよび農産品

加工分野の 2 コースについては適切な設置場所が確保できないため、本プロジェクトに

て新たに建設するワークショップ内に設置する計画とする。ナカラ CFP は CBT9 コース

（建設分野 4 コース（電気、石工、冷凍・空調、配管）、溶接分野 1 コース（溶接）、自

動車分野 2 コース（自動車機械、自動車電気）、農産品加工分野 2 コース（穀物、果物・
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野菜））および建設分野の新規開設共通科目 1 コース（足場組）と溶接分野の新規開設共

通科目 2 コース（金属加工、鋼管組立）の訓練実習に必要な機材を計画する。自動車分

野の 2 コースおよび農産品加工分野の 2 コース用の機材は、本プロジェクトで新設する

ワークショップ 2 棟に各々設置する計画とする。それ以外の訓練コース用の機材は既存

ワークショップ内のレイアウトを変更して設置する。ただし既存機材は多くはないため、

一部撤去が必要な機材があるものの、レイアウト変更に伴う機材の再配置等は容易であ

る。 

要請機材内容については、今後、本プロジェクト整備機材を使用して活動を行う技プ

ロの SENAI の専門家チームと協議の上、訓練コース毎に必要性、妥当性の検証を行った。

技プロの 1、2 年目の活動は、ブラジルでの研修が主体となる予定であり、対象 CFP で

の本プロジェクト整備機材を活用した活動は限定的となることが想定されている。従っ

て技プロの 3 年目以降に整備機材の活用が開始されることを前提として、基礎的な訓練

機材から職業訓練資格レベル 2,3 までを総合的にカバーする機材計画内容とする。 

また 3 サイトの CFP 既存ワークショップに設置する機材については、各ワークショッ

プ内における整備機材のレイアウトプランの検討を行い、設置場所についての確認を実

施した。電力需要増加に伴うナカラ CFP のトランスと主分電盤の更新、キリマネ CFP の

主分電盤の更新、ならびに建屋間の配線工事を本プロジェクトの日本側の整備内容に含

め、他方、既存ワークショップ内の配線工事をモザンビーク側の負担事項として整理す

ることとした。 

1）機材選定基準  

機材選定に当たっては、下記の選定基準（案）でスクリーニングを行った。 

選定基準 
訓練コース 

調査方法 
既存 新規

・CFP 訓練カリキュラムとの整合性 ○ ○ 収集資料分析、技プロとの協議 

・既存機材の数量、稼動状況、使用頻度、破損の有無 ○ - サイト調査、修理記録等 

・SENAI 標準との整合性 ○ ○ SENAI との協議にて確認 

・新規訓練コースの労働市場ニーズとの関連性 - ○ 企業調査、収集資料分析 

・MITESS/IFPELAC の訓練計画・方針との整合性 ○ ○ 質問票、インタビューなど 

・訓練コース定員数と要請数量の整合性 ○ ○ 質問票、インタビューなど 

・CFP による運用・維持管理が可能かどうか ○ ○ CFP 管理体制・予算状況確認 

・CFP 指導員の技術レベルと整合しているかどうか ○ ○ 面談調査、経歴・資格等の確認 

・消耗品・交換部品を取り扱う現地代理店の有無 ○ ○ 代理店調査 

尚、CFP 訓練カリキュラムについては、現在 IFPELAC において全国の CFP 共通の新カ

リキュラムへの移行段階にある。訓練コース毎にカリキュラムの改訂を行う予定であり、

現時点では未完成であるため、新カリキュラムとの整合性の確認は行うことができない。

しかしながら計画内容に関しては、現行の旧カリキュラムに記載されている実習内容をベ

ースとして妥当性のある内容であることを確認済みである。また現時点で想定される改訂
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後の新カリキュラム内容については、とくに職業訓練資格レベル 2,3 への対応について

SENAI と協議を行い、それにも対応できる機材計画内容であることを確認した。具体的に

は、訓練内容が資格レベルによって異なるとしても、機材の機能面においては、活用方法

により複数の資格レベルに対応が可能であるため、支障はないものと判断できる。また要

請機材の妥当性については、選定基準にあるとおり、全国の CFP の既存機材の状況等につ

いても考慮しつつ、SENAI 標準との整合性等にも配慮した機材計画内容とした。 

2）数量の算定根拠 

機材数量については、クラス人数（原則 16 名）、実習グループ数（2-4 名）をベースと

して、各 CFP の対象コース毎に協議で確認し、適切な数量を設定した。機材品目毎に、

実習グループ数に依拠するケース、グループ単位で実習科目のローテーションを組むケ

ースなどがあり、一律ではない。また教員によるデモンストレーション使用の場合は 1

台とした。 

3）電圧変動への対応 

  CFP 構内の電圧変動は±15%程度であることが確認されており、実習機材の使用にお

いて問題はない。また本プロジェクトの整備機材は、データのバックアップを要するよ

うな機材はなく、仮に停電等が発生した場合は、機材の使用はできないが、復旧後の使

用に問題はないため、安定化電源装置あるいは無停電電源装置を付ける必要性はない。  

下表に学科および諸室毎の既存機材の現状と機材計画方針を述べる。 
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表 3-2 既存機材の現状と機材計画方針 

1) マシャバ CFP 

分野 CBT コース

名 

既存機材の現状（上段）および機材計画方針（下段） 

建設 電気 配線実習をするための 低限の備品も充足していない状態。手工具も訓練

生数に対し半数以下であり、仕様も雑多である。マルチメータ等基本的な測

定機器もほぼ無い。測定機器は指導員の私物を生徒に「見せる」程度の対

応。配線実習に使用する練習盤は竪型 1 台のみ。訓練生は水平作業台上で

の実習を行っている。 

基本的に実習時にはクラスの受講生全員が同一の機材を使用して同じ条件

のもとにこれを行う事ができる環境を整える事を前提とする。機材の種類という

面からは単相配電設備の工事を行う事ができる技量を受講生に習得させるた

めに必要な機材を中心に選定をおこなう。 

石工 モルタル調製機材が存在しないためブロック積み実習はモルタルの代わりに

加水した土を用いている。単純な手工具は一応充足しており故障・不具合品

はほぼ無い。但し電動工具は訓練生用としては配置されていない。 

石工（実際にはコンクリート・モルタル施工）の基本的な実習を行う事ができる

環境を整えるべく、先ずはモルタル調製関連機材の充実を図るものとする。

なお、これらは施主側で計画されているカナダによるカリキュラム支援にも適

合するものとする。 

冷蔵 手工具は訓練生 2 人に 1 式の前提で配置がなされていた模様であるが、故

障や散逸により可動数は半数以下。温度計、冷媒漏洩検出機等測定機器は

全て故障。現状行われている家庭用エアコンと冷蔵庫の構造学習及び修理

実習が辛うじて行われている状態。機材の整理保管体制に難有り。 

実習の基礎となる手工具類をはじめ、測定機器、基礎的な実習装置等ほぼ

すべての必要機材を新たに手当てする必要が認められる。さらに機材の整理

整頓の観点から機材の特性に応じた機材保管棚等についても念頭に置く。 

配管 指導員自作の衛生設備器具モックアップを活用して実習を行っている。配管

ねじ切り作業等は訓練生数に対して保有数が少ないため待ち時間を持て余

す生徒あり。実習エリアに配管材料が乱雑に積み上げられており要改善。 

グループ学習も念頭に訓練生の人数に見合った工具類の充足を図る。配管

加工および接続作業から、実際の建築物への据付施工を念頭に置いた実習

ができるよう、竪型練習盤をはじめ必要機材の充足を図る。 

溶接 溶接 主要機材の電気溶接機は、保有数の 3/4 は故障し修理不可能。ガス溶接機

は保有 4 組が全て故障。その他 JICA 整備のドリルプレス 4 台、大型シャーリ

ング機等、電動工具も含め 8 割方故障している。その反面、折り曲げ機、シャ

ーリングでも電力を使わない機材は稼働率良好である。 

主流の電気溶接分野には交流、直流溶接機をはじめ板厚や材質の特性に

応じた各種溶接機を整備する。ガス溶接については溶接・溶断の基礎的実

習が行える構成を検討する。材料準備用機材は現有の電動シャーリング機

や多数のボール盤等の例を鑑み、保守管理や必要数量面での妥当性を考

慮した設計とする。 
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2) キリマネ CFP  

分野 コース名 既存機材の現状（上段）および機材計画方針（下段） 

建設 電気 実習はインターン先でのみ行っており、手工具はじめ機材は皆無。竪型練習

台 2 台が配置されているが使用されていない。 

想定されるカリキュラムに沿った実習内容を踏まえ、必要な各種機材を整備

する。現状の実習室については、その面積およびユーティリティは整備機材

受け入れに充分なものである。 

配管 実習はインターン先でのみ行っており、保有している工具類は管用万力とね

じ切り器程度。その他指導員私物の機材を使った実習も一部行っている模

様。座学では指導員自作の配管器具サンプルボードを使った説明が行われ

ている。 

想定されるカリキュラムに沿った実習内容を踏まえ、必要な各種機材を整備

する。現状の実習室は手狭なため新築棟に配管実習室を確保する。 

木工 丸鋸盤や鉋盤をはじめ大型の木材加工機が 17 台配置されているが可動機

は木工旋盤と丸鋸・鉋盤複合機の 2 台のみ。これらの多くは 2013 年にエジプ

トから無償供与されたものであるが設置当初から不具合有との事。手工具は

僅か 1 式しか配置されておらず数量が不足している。 

想定される訓練生の就職先である近隣の建具・家具製造業で使用されてい

る木材加工機を中心に木材加工機や電動工具、手工具を配置する。その他

バンドソー刃補修用溶接機など保守管理・維持費削減にも配慮した機材構

成とする。 

農産品加工 穀 物 、 果

物・野菜 

既存機材なし。 

穀物、果実、野菜の各コースの実習内容に適合した機材構成により計画す

る。設置場所は新築棟内の農産品加工実習室となるため、床面積、ユーティ

リティなど実習室の設計にも対応した機材選定とする。 
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3) ナカラ CFP   

分野 コース名 既存機材の現状（上段）および機材計画方針（下段） 

建設 電気 基礎訓練に必要な基本的な電気工具類がほとんど配置されていない。作業台

も溶接用の鉄製作業台を流用し使用している。マルチメータ等計測機器は指

導員によるデモ用に少数配置されている程度で訓練生が手にする機会はない

模様。 

基礎的な電機工具類をはじめクラスの受講生全員が同一の機材を使用して同

じ条件のもとに実習を行う事ができる環境を整える事を前提とする。機材の種

類という面からは単相配電設備の工事を行う事ができる技量を受講生に習得

させるために必要な機材を中心に選定をおこなう。 

溶接 溶接 前身の運営企業から引き継いだ機材を中心に、安全装具類や手工具は質量

共に充実している。反面、電気溶接機本体は数量が不十分である。また電動

工具は多くが故障している。作業台は充足しており配置を変更することにより

効率的な運用が可能と見込まれる。 

溶接機等は可動状態にある機材は存在するが、仕様の統一性や数量の観点

から、訓練生に同じ条件で実習の機会を提供するには支障がある。このため

各種溶接機を他センターに準じた設計とする。また作業環境の安全面を考慮

し、集塵機の配置を計画する。 

農産品加工 穀 物 、 果

物・野菜 

未開設ではあるが、家庭用ミキサー1 台と大径寸胴鍋 3 個が共通備品倉庫に

保管されている。 

穀物、果実、野菜の各コースの実習内容に適合した機材構成により計画する。

設置場所は新築棟内の農産品加工実習室となるため、床面積、ユーティリティ

など実習室の設計にも対応した機材選定とする。 

 

（２）機材計画 

主な計画機材の数量と使用目的の概要は以下のとおりである。 
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表 3-3 主な計画機材の用途と数量 

分
野 

訓練
CBT 

コース 
機材名 用途 

数量 
(CFPM：マシャバ) 
(CFPQ：キリマネ) 

(CFPN：ナカラ) 

建
設 

電気 3 相モーター制御

実習装置 

三相電動機の始動法と、始動時の

電圧と電流の関係を学習するため

に使用する。 

3 式 CFPM 1式

CFPQ 1 式

CFPN 1 式

配電設備実習装置 一般家屋の建屋内における配電設

備の仕組みを学習するために使用

する。 

3 式 CFPM 1式

CFPQ 1 式

CFPN 1 式

太陽光発電実習装

置 

PVCパネルを用いた太陽光発電シ

ステムの機器構成と諸条件による

発電効率の違いについて学習する

ために使用する。 

3 式 CFPM 1式

CFPQ 1 式

CFPN 1 式

石工 モルタル吹付機 壁面仕上げ施工法の一種であるモ

ルタル塗りを加圧噴射により行う吹

付工法の実習を行うために使用す

る。 

3 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

石工コース用鋼管

足場 

建屋内外の高所壁面作業等の実習

を行うために使用する。二層以上

の階層及び移動用のキャスタを有

する。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

鉄筋曲げ機 コンクリート補強材としての鉄筋

棒を、施工条件に合せて曲げ加工

をするために使用する。 

4 式 CFPM 2式

CFPN 2 式

冷凍・ 

空調 

エアコン実習装置 空調機を構成する各ユニットの配

置と、作動時の要所における冷媒

圧力の変化を学習するために使用

する。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

冷凍空調コース用

竪型組付練習盤 

空調機の設置実習を行うために使

用する。実際の壁面に見立てた合

板盤面に空調機の本体、配管、配

線を取付けることが可能である。

18 式 CFPM 9式

CFPN 9 式

高圧洗浄機 熱交換器のフィンに付着したダス

トを除去する作業の実習を行うた

めに使用する。 

4 式 

 

CFPM 2式

CFPN 2 式

 

配管 ポンプ実習装置 揚水ポンプの構造と機能について

学習するために使用する。揚水ポ

ンプは直列と並列動作が可能であ

る。 

3 式 CFPM 1式

CFPQ 1 式

CFPN 1 式

浄化槽実習装置 透明な材質あるいはカットモデル

により浄化槽の構造、各槽の単体

の材質ならびに流水経路等を学習

するために使用する。 

3 式 CFPM 1式

CFPQ 1 式

CFPN 1 式
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  実習用給湯器 給湯器の組み立て及び設置実習を

行うために使用する。また設置後

は試運転調整の実習にも使用す

る。 

6 式 CFPM 2式

CFPQ 2 式

CFPN 2 式

木工 糸鋸盤 

 

比較的厚く寸法の大きい板材の曲

線切断を行うために使用する。鋸

刃往復速度は材質や加工条件によ

り可変である。 

2 式 CFPQ 2 式

かんな盤 

 

板材の厚さ調製及び表面仕上げの

ために使用する。加工厚さは可変

である。 

2 式 CFPQ 2 式

丸のこ盤 板材の切断加工のために使用す

る。高速回転する鋸刃により短時

間での処理が可能である。 

1 式 CFPQ 1 式

共

通

科

目 

足場組 足場コース用鋼製

ローリングタワー

建屋内外の高所作業に用いる。本

体の分解・組立の実習にも使用す

る。二層以上の階層及び移動用の

キャスタを有する。 

8 式 CFPM 4式

CFPN 4 式

振動ドリル コンクリートに打設する足場固定

用アンカーの下穴を明けるために

使用する。 

8 式 CFPM 4式

CFPN 4 式

ロープ各種 

 

各種建設資材の固縛、引き廻し等

の実習に使用する。材質、編み方

による特性や用途の相違について

も学習する。 

10 式 CFPM 5式

CFPN 5 式

溶

接 

溶接 

 

ロックウェル硬さ

試験機 

溶接の熱影響により生ずる金属材

料の硬さ変化を学習するために使

用する。ロックウェル硬さは ISO、

JIS、ASTM に規定された国際規格

である。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

スポット溶接機 板材の溶接接合に多用されるスポ

ット溶接の実習を行うために使用

する。形式は交流アーク溶接、足

踏みスイッチ型である。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

溶接コース用集塵

機 

安全対策の一環として各種溶接時

に発生する有害な金属粉塵を捕集

するために使用する。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

共

通

科

目 

金属 

加工 

シャーリングマシ

ン 

寸法の大きい特に幅広のスチール

やアルミ薄板材の切断に使用す

る。動力を用いないせん断型手動

操作式である。 

 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

 ベンディングマシ

ン 

寸法の大きい特に幅広のスチール

やアルミ薄板材の曲げ加工に使用

する。動力を用いない手動操作式

である。 

 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式
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  弓鋸盤 

 

 

 

角材、丸棒、鋼管等、断面積が比

較的大きく切断時の負荷が高い材

料の切断に使用する。モーター駆

動により往復運動する鋸刃による

切断方式である。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

 

 

 

 鋼管 

組立 

 

引張曲げ試験機 溶接箇所の完全性を確認するため

の引張試験および曲げ試験に使用

する。 大荷重及びストロークを

検出・表示する。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

鋼管製足場 鋼管構造の学習に使用する。また

高所における溶接作業の実習にも

使用する。二層以上の階層及び移

動用のキャスタを有する。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

 鋼管組み立てコー

ス用高速切断機 

角材、鋼管等、断面積が比較的小

さい材料の切断に使用する。高速

回転する円盤状砥石による切断方

式である。 

2 式 CFPM 1式

CFPN 1 式

自

動

車 

自動車 

機械 

 

ホイールアライン

メント測定器 

自動車の直進性を左右するホイー

ルアラインメントを測定する装置

であり、アラインメントの調整実

習に使用する。 

1 式 CFPN 1 式

ガソリンエンジン

実習装置 

実車の可動エンジンを架台に配置

したもので、エンジンの運転およ

び分解組立、補機類組脱着の実習

を行うために使用する。 

1 式 CFPN 1 式

タイヤ交換装置 自動車のホイールへのゴムタイヤ

の取付け及び取外しの実習を行う

ために使用する。 

1 式 CFPN 1 式

自動車 

電気 

 

自動車燃料噴射実

習装置 

自動車エンジンの燃料噴射装置の

構造および動作を学習するために

使用する。 

1 式 CFPN 1 式

自動車電装品実習

装置 

灯火類からエンジン制御装置に至

るまで自動車に搭載されている各

電装品の配線とそれらの動作を学

習するために使用する。 

1 式 CFPN 1 式

車両診断装置 自動車に装備されている端子に接

続し各種センサーや制御装置の状

態を診断、表示するための装置で

ある。 

1 式 CFPN 1 式

農

産

品

加

工 

穀物 電気オーブン 試料を設定した条件で加熱するた

めに使用する。焼き及びスチーム

加熱機能、加熱時間及び温度設定

機能を有する。 

 

 

 

 

4 式 CFPQ 2 式

CFPN 2 式
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３－２－２－２施設計画 

（１）敷地・施設配置計画 

●ナカラ CFP 

既存施設はフェンスで囲まれた 70m×100m の範囲に建っているが、IFPELAC が所有する

敷地範囲はフェンス外部の東側、南側を含む 250m×200m の広さとなる。既存フェンス内には

十分なワークショップ建設スペースが無いため東側フェンスを撤去し、フェンス外側の東側部分

まで建物配置範囲と考え、以下の方針にもとづき建物配置を行う。 

・新設ワークショップは既存ワークショップとの連携を考慮して配置する。 

・既存工作物（給水塔、トイレ、腐敗槽など）や既存樹木を避けて配置する。 

・自動車整備ワークショップは自動車が搬出入しやすいように配置する。 

・農産品加工ワークショップは室内からの排気、自然換気に配慮して配置する。 

●キリマネ CFP 

既存施設は前面道路に面した 120m×70m の範囲に比較的密に建っているが、IFPELAC

が所有する敷地範囲はこの範囲の北西側と北東側に広がっている。ただし、これらのエリアは既

存施設の建つ土地よりも低い。雨期の冠水を避けるために既存施設と同レベルに床高を設定す

  籾摺機 

 

米穀試料の籾摺りを行うために

使用する。精米、籾殻、ぬか分離

機能を有する。モーター駆動式。

2 式 CFPQ 1 式

CFPN 1 式

 穀物用冷蔵庫 米穀試料の低温貯蔵のために使用

する。庫内温度マイコン制御、防

露ヒーター自動制御機能を有す

る。 

2 式 CFPQ 1 式

CFPN 1 式

 果物・野

菜 

 

流し台付ガスレン

ジ 

試料の調整、加工、調理等の実習

に使用する。流し台は 2 箇所、ガ

スリングは 3 基を有する。 

8 式 CFPQ 4 式

CFPN 4 式

冷蔵庫 

 

試料を冷蔵保存するために使用

する。内装はステンレス貼りによ

り衛生管理に対応した構造であ

る。 

2 式 CFPQ 1 式

CFPN 1 式

充填機 

 

粘度の異なる各種試料を容器等に

充填するために使用する。充填量

設定機能を有する。 

2 式 CFPQ 1 式

CFPN 1 式

練り物分配機 加工前の試料の塊を均等に分割す

るために使用する。分割重量の設

定機能を有する。 

4 式 CFPQ 2 式

CFPN 2 式

根菜洗浄機 根菜を自動で水洗いするために

使用する。水槽に入れた試料を動

力攪拌する構造である。 

2 式 CFPQ 1 式

CFPN 1 式

野菜皮むき機 

 

根菜の皮むきを自動で行うために

使用する。動力攪拌時に生ずる摩

擦により表皮を除去する構造であ

る。 

8 式 CFPQ 4 式

CFPN 4 式
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ると、出入り口の階段やスロープが大きくなり、また建設費も割高となり合理的ではない。このた

め、既存施設の建つ土地の範囲内で計画することとするが、候補地としては前面道路から見て

左手側の給水タンクの近くとなる。 

・既存施設の並びに合わせて配置する。 

・極力、電力や給水などの既存設備系統を避けて配置するものの、困難な場合は設備系統の

移設を検討する。 

 

（２）建築計画 

１）平面計画 

ワークショップの平面の基本単位(モジュール)は、仕上げ材の内装ボード、天井材の寸法と、

構造用部材の経済的な配置から 3.6m とし、短手・長手方向の寸法をこれの倍数とする。構造と

意匠の検討にもとづき、短手寸法は 3.6m×3=10.8m とし、長手寸法は機材計画にもとづき自動

車整備ワークショップは 3.6m×6=21.6m、農産品加工ワークショップは 3.6m×4=14.4m、配管

ワークショップは 3.6m×2=7.2m とする。 

コース当たりの訓練生 16 人を定員とする教室は、長手寸法は 3.6m×2=7.2m、短手寸法は

10.8m の半分の 5.4m とし、7.2m×5.4m=38.88 ㎡とする。このとき、訓練生一人当たり 2.43 ㎡

となる。教室は同じサイズの倉庫、ロッカー室と組み合わせて、短手寸法をワークショップと揃え

る。 

また、原則として各室への出入り口は建物の短手方向からとするが、自動車整備ワークショップ

では自動車の出入りのため、長手方向にシャッターを設置し、出入りさせる。 

 
 

２）断面計画 

断面計画は以下のように行う。 

・屋根形状は 5/10 勾配の切妻とし、軒樋は設けず、建物長手に沿って雨水溝を計画する。 

・床高は建物周囲の現状地盤レベルのうち 高レベル+30cm とする。 

・建物の長手方向、桁梁直下は直射光を遮るルーバーを備えた(横)連窓とし、室内に採光

と通風を取り入れる。建物長手方向の壁には各種機材が設置されるため、窓の下端高

さは想定される機材高さ以上とする。 

・自動車整備ワークショップでは軒高 FL+3.6m、窓下端高さ FL+2.55m とする。農産品加
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工・配管ワークショップは軒高 FL+3.4m、窓下端高さ 2.35m とする。 

・農産品加工ワークショップは天井を設けるが、天井高は FL+3.2m とする。自動車整備・

配管ワークショップは照明器具、ケーブルラック高さを FL+3.6m とする。 

・出入り口には現状地盤高さとの段差を解消するため、階段を設ける。段差が 50cm を超

えるときには安全対策から手すりを設ける。出入り口には出入りの際の雨を避けるた

め小庇を設ける。また、ワークショップへの機材搬入のためスロープでアクセスでき

るようにする。 

３）構造計画 

本プロジェクトでは、日本建築学会規格を基準とし、構造強度の確保とコスト縮減の

観点から改良を加え、以下の通り計画する。 

a.地盤状況と基礎計画 

現地再委託による動的コーン貫入試験(DCPT: Dynamic Cone Penetrometer Test)、

と採取試料のラボ試験結果から地耐力を推定した。推定の方法は、①DCPT の結果か

ら N 値を、また②Meyerhof の式により N 値から地耐力を推定した。調査報告書では

ナカラでは 200kPa、キリマネでは 240kPa が期待できるとしているが、推定要素が多

いことから安全側に判断し、両サイトとも GL-1m において、120kPa を設計支持力と

した。 

地盤は現状地盤のままとし、基礎底レベルは周囲の現状地盤レベルのうち 低レベ

ル-1m とする。基礎形式は独立基礎とし、施工管理を容易にするため基礎底は建屋ご

とに共通とした。 

b.架構計画 

鉄骨部材の可搬性から梁柱の接合部をピン接合とし、水平・垂直ブレースで構面を

構成する、鉄骨造によるブレース構造(steel braced structure)とする。 

c.設計荷重 

①積載荷重 

屋根の自荷重(dead load)は屋根仕様から 1.0kN/m2 とし、積載荷重(live load)は考

慮しない。 

②風荷重 

ナカラ市とキリマネ市の(瞬間)記録風速 60m/s、32m/s にもとづき、本プロジェク

トでは基準風速 Vo=40m/s と設定する。また、建物高さが 13m 以下であることから、

地表面粗度区分(ground surface rating)は III とする。 

③地震力 

ベースシア Co=0.1 とし地震力を考慮する。 

d.使用材料 

以下の使用材料・規格を前提として設計した。 
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コンクリート ：普通コンクリート、設計強度 Fc=20 

鉄筋 ：異型鉄筋 Y10, 12, 16、Grade 450/ SANS 920 

鉄骨 ：H 形鋼、丸鋼(SS400/ JIS G3101)、角型鋼管(STKR400/ JIS G3466)、 リ

ップ付き溝形鋼（SSC400/ JIS G 3350） 

４）設備計画 

a.電気設備 

①電気幹線設備 

ナカラ CFP では、新設と既存のワークショップに設置する機材に必要な電力を供

給するために、トランスと主分電盤(MDB)の更新、各棟の子分電盤(DB)と盤を繋ぐ

幹線配線を本プロジェクトで実施する。幹線配線は地中埋設とする。(図中点線は既

存のものでプロジェクトには含まない) 

 

キリマネ CFP では既存のトランス容量が、計画機材に対して十分であるため、こ

れを継続使用することとし、本プロジェクトで機材を導入する既存 WS を交換し、

各棟の子分電盤(DB)を繋ぐ幹線配線を本プロジェクトで実施する。 

 

②照明設備 

ワークショップは一般工場に相当するとして JIS 規格(JIS Z 9110: 2010)に準拠し、
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夜間の作業高さにおける照度を 500lx 以上、同じく教室については 300lx 以上となる

ように LED 照明器具の数と配置を計画する。天井のある農産品加ワークショップと

教室ではグリッド天井システムに合ったユニットの照明器具とする。天井のない自

動車整備ワークショップと倉庫では、屋根下地材から吊り下げるペンダント型

(High-bay)とし、設置高さを 3.6m とする。外部には防犯、また施錠操作のため建物長

手の庇、出入り口の庇下に、防水型の直管タイプの LED 照明を取付ける。 

③コンセント設備 

コンセントは機材レイアウトにしたがい、必要な口数を設計する。壁に沿って軒

梁の高さに設置するケーブルラック(cable tray)により、壁に面した機材に電力供給す

る。ケーブルラックから立ち下がる配線はパイプで保護し、壁面にコンセント、開

閉器を設置する。室の中央の機材へはケーブルラックから伸縮ケーブルを下ろし、

電力供給する。 

また、この他に教室と倉庫には一般用コンセントを各 4 個計画する。 

b.機械設備計画 

①給水設備 

ナカラ CFP では、施主側負担により既存高架水槽から新設ワークショップまで、

給水管の敷設を行い、日本側工事によりワークショップ内の配管を行う。キリマネ

CFP では、同じく施主側負担により既存給水タンクから新設ワークショップまで、

給水管の敷設を行い、日本側工事によりワークショップ内の配管を行う。 

農産品加工ワークショップでは調理台などに水栓付きシンク台に、自動車整備ワ

ークショップでは実習用と作業後の手洗いのため、外部に水栓柱(faucet with pillar)を、

また配管ワークショップでは実習で製作した配管モデルに試験的に水を通すために、

給水配管をする。給水配管は建物周りに埋設し、水栓のある部位で立ち上げて壁面

貫通させる。 

③排水処理設備 

農産品加工ワークショップにグリーストラップを設置し、厨房排水を処理する。

その他は一般洗浄用であり、有害物質は想定されないことから、雨水溝に排水し、

地中浸透させる。 

④空調・換気設備 

農産品加工ワークショップでは調理実習用ガスバーナーを使った活動があり、機

械換気設備を計画する。バーナー上部にグリースフィルター付き厨房フードを設置

し、ダクトを経由して建物短手側壁面から排気する。排気面には雨水侵入防止タイ

プのガラリ(leakage-protective grill)を設置する。 

⑤ガス設備 

農産品加工ワークショップのガスバーナー向けに建屋壁面に固定した容器からガ

スを供給する設備を計画する。 



63 

⑥消防設備 

ワークショップには粉末型消火器を設置する。 

５）機械設備計画 

現地での一般的な工法、材料を参考に、本プロジェクトで求められる要求が満たされるよう

建設材料を選定することを基本方針とする。 

表 3-4-1 建築資材計画 

    現地工法 採用工法 
 

採用理由 

外部 屋根 鉄骨下地+鋼製ルーフシ
ート 

同左 現地で一般的であり、施
工性が良い。 

  外壁 鋼製外装シート、または
ブロック下地+モルタルペ
ンキ 

鉄骨下地+鋼製外装シー
ト 

現地で一般的であり、施
工性が良い。 

 窓 スチール、アルミ、または
木製枠、開き窓または引
き違い 

アルミ枠、引き違いガラス
窓+防虫ネット 

現地で一般的であり、施
工性、調達性が良い。 

  ドア スチールフラッシュ、スチ
ール枠+木製フラッシュ 

スチールフラッシュドア 現地で一般的であり、調
達性、メンテナンス性が
良い 

内部 天井 吊り天井(T バー方式)、ま
たは天井なし 

農産品加工ワークショッ
プと教室は吊り天井(T バ
ー方式)、その他居室は
天井なし 

現地で一般的であり、施
工性が良い。 

  壁 外壁材現し、またはブロ
ック下地+モルタルペンキ

農産品加工ワークショッ
プと教室はケイ酸カルシ
ウムボード貼り、その他居
室は外装材現し 

施工性が良く、メンテナン
ス性に優れる。 

  床 モルタル金ゴテ コンクリート金ゴテ塗床仕
上げ 

耐久性とメンテナンス性
が良い。 
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３－２－３概略設計図 

概略設計図は以下の通り。 

表 3-4-2 施設面積 

    延べ床面積（㎡） 

ナカラ CFP 自動車ワークショップ（Workshop A） 311.04 544.32

  農産品加工ワークショップ（Workshop B） 233.28   

キリマネ CFP 農産品加工・配管ワークショップ（Workshop C） 311.04 311.04

合計     855.36
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(1) 施設配置図（ナカラサイト）
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(2) 施設配置図（キリマネサイト） 
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(3) 施設平面・立面・断面図（ワークショップ A）
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(4) 施設平面・立面・断面図（ワークショップ B） 
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(5) 施設平面・立面・断面図（ワークショップ C） 
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３－２－４調達計画／施工計画 

３－２－４－１調達方針／施工方針 

（１）事業実施の基本事項 

本プロジェクトは、日本国政府の閣議決定を経てモザンビーク国政府との事業実施に

係る交換公文（Exchange of Notes：E/N）が署名され、独立行政法人国際協力機構（JICA）

とモザンビーク国政府との間で贈与契約（Grant Agreement：G/A）が締結された後、日本

国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施される。その後、モザンビーク国政府と本

邦コンサルタントが契約（監理契約）を締結し、機材・施設の詳細設計が行われる。機

材仕様書、施設図面及び入札図書の完成後、一定の資格を満たす本邦企業を対象とする

競争入札が行われ、選定された企業とモザンビーク国政府の間で締結する機材調達・建

設工事契約（調達契約）に従って機材の調達・据付・初期操作指導および施設の建設が

行われる。なお、本プロジェクトは訓練機材の調達を主とするが、機材の設置のため一

部施設の建設が含まれる。施設の建設が機材調達の前提となるため、建設工事を含めた

一括入札で実施することを想定している。コンサルタント、契約業者との各契約は、無

償資金協力として有効となるためには、JICA による認証が必要となる。 

（２）事業実施体制 

１）モザンビーク国側実施体制 

本プロジェクト実施に係るモザンビーク国側責任機関は主管官庁である労働・雇用・

社会保障省（MITESS）であり、職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）が実施機関として

事業全体の調整と推進に当たる。本邦企業との設計監理契約および機材・建設工事契約

の締結、銀行口座開設と支払いに係る諸手続き、その他モザンビーク国側負担事項の実

施は実施機関となる IFPELAC が行う。 

２）コンサルタント 

G/A が締結された後、IFPELAC は本邦コンサルタントと日本国の無償資金協力の枠組

みに従い、本プロジェクトの詳細設計・調達監理にかかるコンサルタント契約を締結し、

JICA による契約の認証を受ける。コンサルタントは契約が認証された後、IFPELAC と協

議の上、本協力準備調査報告書に基づき機材仕様書、施設図面および入札図書を作成し、

IFPELAC に説明し同意を得る。 

機材調達・据付・初期操作指導及び建設工事に係る入札・調達段階でコンサルタント

は、入札業務支援から据付・試運転・初期操作指導・施工管理・引渡しに至る監理業務

を行う。業務の詳細について以下に示す。 

①詳細設計 

本協力準備調査報告書に基づき、機材計画内容の再確認、建築計画の詳細を決定し、関連

する仕様書、設計図、入札条件書、機材調達・据付・初期操作指導および施設建設工事に関

する契約書案等からなる入札図書を作成する。機材調達・据付・初期操作指導も業務として

含まれる。 

②入札業務協力 

実施機関が行う機材・建設工事業者の入札による選定に立会い、契約に必要な事務手続き
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及び日本国政府への報告等に関する業務協力を行う。 

③施工監理業務 

機材・建設工事業者が実施する業務について、契約どおりに実施されているか否かを

確認し、契約内容の適正な履行を確認する。さらに、計画実施を促進するため、公正な

立場に立ち、関係者に助言、指導、関係者の調整を行う。主たる業務は以下のとおりで

ある。 

・機材・建設工事業者が提出する機材仕様書、施工計画書、施工図その他の図書の照

合および確認手続き 

・納入される建設資機材・家具、機材の品質、性能の出荷前検査および確認 

・建設設備機器、機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

・工事進捗状況の把握と報告 

・機材の引渡し・竣工施設への立会い 

コンサルタントは上記業務を遂行する他、JICA 等の日本国政府関係機関に対し、本プ

ロジェクトの進捗状況、支払い手続き、完了引渡し等について報告する。 

３）機材・建設工事業者 

機材・建設工事業者は一定の資格を有する本邦企業を対象とした一般競争入札により

選定される。入札は原則として 低価格入札者を落札者として、IFPELAC との間で機材

調達・建設工事契約を締結する。契約に基づき機材・建設工事業者は機材の調達、搬入、

据付・初期操作指導、施設の建設を行い、モザンビーク国側に対し当該機材の操作と維

持管理、施設の保守管理等に関する技術指導を行う。 

４）JICA 

JICA は無償資金協力制度のガイドラインに従い、本協力事業の日本国政府の実施機関

として本プロジェクトの実施促進に必要な業務を行う。 

５）現地コンサルタント・施工会社の活用 

本邦コンサルタントの現場常駐監理者の監理補助者として、現地コンサルタントの技

術者を雇用する。また、本邦業者の下請けとして現地建設業者が工事を実施する。 

６）事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を次図に示す。 
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日本国政府機関 交換公文

（E/N）

贈与契約

（G/A）

労働・雇用・社会保障省(MITESS)在モザンビーク

日本国大使館

JICAモザン

ビーク事務所

職業訓練・労働

研究機構

IFPELAC

外務省

CFPキリマネ

JICA本部

本邦コンサルタント 本邦契約業者

情報共有

調達契約

報告、助言など

CFPナカラ

CFPマシャバ

外務協力省

モザンビーク国政府機関

進捗状況等の

報告/確認

監理契約
契約認証

 

図 3-1 本プロジェクトの事業実施体制図 

 

３－２－４－２調達上／施工上の留意事項 

（１）機材調達上の留意事項 

協力対象事業での調達機材については、既存のワークショップに設置する機材と協力

対象事業で新設されるワークショップに設置する機材に分けて、各 1 ロット、都合 2 ロ

ットにて入札を実施する計画とする。既存のワークショップに機材を設置するロットに

ついては、先方とのスケジュール調整に十分留意する。新設ワークショップ内に設置す

る機材はナカラ CFP（2 棟）、キリマネ CFP（1 棟）を全て含む形で 1 ロットとし、建設

工事の完了時期に合わせた機材調達計画とする。また案件実施後、調達機材が継続的か

つ適正に作動し、訓練・実習において十分に活用されるためには、機材の適正な操作お

よび維持管理方法を指導することが極めて重要である。従って機材据付技術者は十分な

知識と経験を持った熟練の技術者が選定されるよう入札図書内容には留意するとともに、

初期操作指導を含める計画とし、調達機材が効果的に活用されるよう配慮する。 

（２）施工上の留意事項 

１）現地施工業者 

モザンビーク国では公共工事に係る施工業者は公共事業住宅省に登録し、建設業許

可(Alvara)を得る必要がある。登録は請負可能金額に応じて 7 段階に分かれ、 上位の

7a クラスには 87 社（2017 年現在）が登録されており、その中には日本の無償資金協

力の施工実績を有する企業もある。但し、その中でも施工品質、施工管理体制、資機

材･労務調達能力等にばらつきがある。本プロジェクトは本邦契約業者が建設工事を請

負うことから、下請け業者の選定にあたっては、7a クラス業者の活用を基本に、技術

力・財務力があることを含む適切な基準を設定し、施工業者の選定・活用を行うこと

が必要である。 

２）労務事情 

本プロジェクトの建設サイトはナカラ市とキリマネ市内から通勤可能で、一般労務

の調達は比較的容易だが、技能工や技術者の確保は難しい。技能工や技術者はマプト
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に拠点を持つ大手の施工業者に所属していることが多く、地方で建設する場合、プロ

ジェクトごとにマプトから要員を派遣して対応することが多く、そのため宿舎や派遣

費等の経費が必要となり、工事費を押上げる主な要因の 1 つとなっている。 

３）資機材調達事情 

ナカラおよびキリマネへの資機材の調達ルートには、国道 1 号線経由でマプトや南

アから資機材を陸送するルートと、国内外から直接調達し近隣の港湾で荷揚げする海

運ルートの 2 つがあるが、マプトに拠点を持つ大手の施工業者は、まとめて資機材調

達し陸送することが多い。国道 1 号線の整備状況はよく、陸送での問題は無いが、洪

水による被害が数年に一度記録されており、資機材の輸送にあたり、可能な限り雨期

を避ける、代替調達ルートを考えるなどの検討が必要となる。 

４）その他、施工上の留意事項 

・本邦契約業者が現地の建設業者を下請けとして活用するため、施工図・製作図の作

成には十分に留意する必要がある。 

・材料の調達は現地の建設業者が主に実施するため、早い段階での材料選定、発注、

製作、輸送にかかる工程管理に留意する必要がある。 

・工事用進入路は施設利用者の既存動線と分けることを基本に、止むを得ず既存道路

を利用する場合は警備員の配置等の安全対策を講じる。 

・円滑な事業進捗のため、現地の事情に通じた現地施工業者の活用を計画するととも

に、可能な限りサイト周辺での労務雇用を図り、地元経済への貢献に配慮する。 

・主要な調達ルートは概ね整備されているが、過去に洪水被害により、資材調達の遅

れが発生した無償プロジェクトもあることから、十分な余裕を持った調達計画に基づ

く計画的な資機材調達が必要である。 

５）免税措置にかかる留意事項 

本プロジェクトで輸入される機材と建設資材にかかる、輸入税の免税手続きを確実にする

必要がある。通関時にかかる輸入関税は、IFPELAC が窓口となり、MITESS が税関当局に

免税相当額の支払いまたは免税申請を行う。スムーズな免税措置のため G/A が締結され次

第、IFPELAC は担当者を任命し、本プロジェクトで輸入する機材・建設資材のリストにもとづ

き、免税相当額の予算措置申請、関係当局との手続きの詳細にについて協議を行う。 

また、内国税である付加価値税（IVA）の免税については、契約業者が一旦支払い、申請

にもとづき還付する方法がとられている。輸入税同様に、IFPELAC は担当者を任命し、予め

免税相当額の予算措置と、関係当局との手続きにかかる協議を行う。予算執行年度の前年 6

月が予算申請期限となるため、本プロジェクトにかかる年度毎の支出額ついてはあらかじめき

ちんと把握した上で、予算申請を行う必要がある。 

３－２－４－３調達・据付区分／施工区分 

本プロジェクトの事業実施は、日本国とモザンビーク国との相互協力により実施され

る。本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力により実施される場合、両国政府の工

事負担範囲は以下のとおりとする。 
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（１）日本国政府の負担事業 

本プロジェクトのコンサルティングおよび機材調達・据付・初期操作指導、施設建設

に関する以下の業務を負担する。 

１）コンサルタント業務 

・機材、施設の詳細設計図書および入札条件書の作成 

・機材・建設工事業者の選定および契約に関する業務支援 

・機材納入・据付・操作指導・保守管理指導および施設建設工事に対する監理業務 

２）機材調達・据付・運用指導および施設建設 

・機材と建設資機材の調達、対象サイトまでの輸送 

・施設の建設 

・機材の据付、試運転・調整および初期操作指導 

（２）モザンビーク国政府の負担事業 

モザンビーク国側負担工事の概要は次章に記載するが、特記すべき両国の施工区分/調

達・据付区分は下表に示す通りである。 

表 3-5 両国の主な負担事業内容 

項目 日本側負担工事 モザンビーク国負担工事 

敷地整地等 --- 
・建設予定地内の整地と建物建設に支障となる

樹木の伐採・伐根、既存工作物や舗装の撤去

電気工事 

・ナカラ CFP のトランス、MDB の更

新 

・キリマネ CFP の MDB の更新 

・ナカラ CFP の契約容量アップの手続き、ならび

に引込み電力線工事（必要に応じて） 

・各 CFP の既存ワークショップ内の配線工事 

・必要に応じて、マシャバ CFP の既存ワークショ

ップへの新規の引込み電力線工事 

給水工事 --- 

・ナカラ CFP の市水引込み 

・キリマネ CFP の新設ワークショップの建設にか

かる既存地中給水管の撤去と新設 

外構工事 --- 

・ナカラ CFP の既存外周フェンスの撤去と新

設、トイレの設置、敷地内給水配管整備、キリ

マネ CFP の給水配管整備 

 

３－２－４－４調達監理計画／施工監理計画 

（１）調達/施工監理方針 

コンサルタントは日本国の無償資金協力の枠組みと設計主旨を十分踏まえ、設計から入

札業務、調達・施工監理、引渡しへと一貫した業務の実施を図る。調達・施工監理に当っ

ては両国政府機関への密接な連絡・報告を行い、調達・施工関係者に対して迅速かつ適切

な助言を行って、契約図書に基づく所定品質の施設・機材を遅滞なく完成させるよう監理

を行う。 

（２）調達監理計画 

コンサルタントはプロジェクト全体の進捗監理と機材調達業務を適切に実施するため、
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日本人の調達監理技術者等を適切な時期にモザンビーク国内の対象 3 サイトへ派遣し、ま

た、日本国内においても調達・建設工事業者と密に連絡をとり、以下の業務を行う。 

・両国関係機関の担当者と密接な連絡のうえ調整を図り、遅滞なく機材調達が完了する

ことを目指す。 

・機材・建設工事業者とその関係者に対し、公正な立場に立ち迅速かつ適切な指導・助

言を行う。 

・日本国内において機材・建設工事業者が実施する出荷前検査および船積前検査の結果

確認を行う。 

・機材引渡後の運用・管理について適切な指導・助言を行い、機材調達が完了し契約条

件が満たされたことを確認した上、機材の引渡しに立会い IFPELAC の受領確認を得

て業務を完了させる。 

（３）施工監理計画 

プロジェクト全体の進捗管理と建設工事の施工監理業務を適切に実施するため、コンサ

ルタントは日本人の建築技術者を施工・調達の適切な時期にモザンビーク国へ派遣し、ま

た、国内においても契約業者と密に連絡をとり、以下の業務を行う。 

・契約業者から提出される施工計画、工程計画、建設資機材調達計画、品質管理計画を確

認し、承認を与える。また、必要に応じて指導、助言、調整を行う。 

・契約業者から提出される施工図、製作図、見本品等の内容を確認し、承認を与える。 

・施工中の安全確保について施工業者の作成する安全管理計画と現場での安全対策を確認

し、必要に応じて指導、助言を行う。 

・施工に係る全体工程と施工現場の進捗を把握し、必要に応じて施工業者に対して指導、助

言を行うとともに、両国関係機関への定期的な進捗報告を行う。 

・各工事の品質、出来栄え等の検査を行い、契約業者に対し必要な指導、助言を行う。 

・モザンビーク国側負担事項の実施に係る技術的な調整と進捗状況の確認を行う。 

・支払い承認や業務完了時の諸手続きの実施を支援する。 

・完了時の検査を実施し、施設の引渡しに立ち会って、契約業者の行う操作・保守・維持管理

に関する指導を確認する。 

３－２－４－５品質管理計画 

計画施設は主架構がコンクリートと鉄骨造で、屋根材と外装材は鋼製波板となる。品質管

理においては建物の耐久性等を左右する構造躯体（コンクリート・鉄骨工事）と外装材の取付

に重点を置いて、以下に従い管理を行なう計画とする。 
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表 3-6 品質管理項目 

項目 方法 

地盤  基礎掘削後に床付け面の地盤を目視にて確認する。 

建物位置  測量機器を用いてベンチマークの設定と建物位置の縄張りを行い、コンサルタント、

施工業者立会で確認する。 

鉄骨  建築用鉄骨加工を主として行う鉄骨加工場を対象に、実績、技能工、品質管理体

制、保有機器を確認の上、選定を行う。 

 主架構と屋根・外装・建具・設備の取付けのため必要なすべての下地材を施工図に

反映させ、取り付け部材を明示した各部材の製作図を準備する。 

 加工に先立ち、施工図、原寸検査を行う。組立後と防錆・仕上げ後の検査を行う。 

 現場建て方については、現地サブコンと打合せし、品質と安全に配慮した施工計画

を立案する。 

材料  骨材: 公的試験所にて質量、粒度分布、吸水率を試験する。 

 セメント: メーカーからの試験結果報告書を確認する。 

 鉄筋:ミルシートの確認、公的試験所における引っ張り試験を実施する 

コンクリート  練り混ぜ水の水質検査を公的試験所にて実施し、試験結果報告書にて確認する。 

 標準配合による容積調合を基本とし、また、試験練りにより 28 日所定強度を試験結果

報告書にて確認する。 

 各棟、部位ごとに圧縮強度試験を実施し 28 日強度が基準を上回ることを確認する。

建具  工場での加工を原則とし、取付け詳細を検討し、フラッシングの加工図、建具製作図

に反映させる 

外装材の取

付け 

 ファスナーの選定と取付け状態の確認、開口部、取り合いの確認、フラッシングとシー

ルの確認を行う。 

内装材の取

付け 

 天井支持材の配置、廻り縁と開口部廻りの納まり(detail around openings and edges)を

検討し、加工図に反映させる 

 壁仕上材の配置、取付方法、開口部の納まりを検討し、加工図に反映させる 

設備取付け  露出配線配管となることに留意して、取付け方法・ファスナーの選定と加工図を確

認、現場での取付け精度を確認 

 
３－２－４－６資機材等調達計画 

（１）機材の調達 

本プロジェクトにおいて調達される機材については、モザンビーク国または近隣諸

国の代理店におけるアフターセールスサービスが可能な日本製品または第三国製品を

計画する。調達機材の品目・仕様については、対象 CFP での使用実績・技能レベルを

勘案しつつ、想定カリキュラムおよび技プロの訓練プログラムに合致したものを選定

している。モザンビーク国内の販売代理店で恒常的に取扱いのある製品は中国製・イ

ンド製など、価格はリーズナブルだが、品質レベルが高くない製品である場合が多く、

製品の品質、納期等を確保するため、調達先に関しては、日本調達を原則とする。 
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 表 3-7 資機材等調達先（機材） 

資機材名 
調達先 備考 

（原産国）現地 日本 第三国 

建設分野 電気コース 
 ○  

オーストラ

リア 

石工コース  ○   

冷凍・空調コース 
 ○  

オーストラ

リア 

配管コース  ○   

木工コース  ○   

建設分野共通科目     

足場組  ○   

溶接分野 溶接コース  ○   

溶接分野共通科目     

金属加工  ○  イギリス 

鋼管組立  ○   

自動車整備

分野 

自動車機械コース  ○   

自動車電気コース 
 ○  

オーストラ

リア 

農産品加工

分野 

穀物コース  ○   

果物・野菜コース  ○   

  0.0（％） 100.0（％） 0.0（％）  

 

（２）建設資材の調達 

モザンビーク国内で生産している建設資材はセメント、砂利・骨材、木製品などであり、本プ

ロジェクトに必要となる資機材の大部分は、隣国の南アフリカや EU、中東、インド、中国、

ASEAN などからの輸入品となるものの安定した調達が可能である。本プロジェクトでは、施設

完成後の維持管理の容易さに配慮し、モザンビーク国内で調達可能な資機材の活用を優先

するが、調達の優位性、品質などから日本調達も検討する。本プロジェクトにおける主要資機

材の調達の考え方を次表に示す。 
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表 3-8 調達材料区分 

資材名 現地調達 日本

調達

概要 

国産

品 

輸入品

建

設

資

材 

骨材 ○   近隣にて調達が可能 

セメント ○   現地産の普通ポルトランドセメントが調達可能 

型枠用合板  ○  輸入品を調達可能 

鉄筋  ○  異形鉄筋（SANS 準拠品）が調達可能 

鉄骨  ○  
欧州製、南ア製などを輸入している。工場による品

質の差が大きく、慎重な工場選定が必要。 

鋼製屋根材  ○  南アなどの輸入品が広く流通している 

建具  ○ 〇 
アルミは輸入品が流通しているが、スチール製は町

工場での製作品で低い品質 

 塗料  ○  
欧州・南アなどの塗料メーカーの代理店があり、調

合・販売している 

 ボード類  ○ ○ 

輸入品の石こうボード、岩綿吸音板が流通している。

ケイ酸カルシウム板は品質および調達の点から日本

調達とする。 

設

備 

配管、ケーブル

照明器具、盤 
 ○  

欧州製・南ア製等輸入品が国内流通している 

 

（３）資機材の輸送計画 

日本国からの機材の輸送については、コンテナ積み海上輸送を原則とする。モザン

ビークの主要船荷受け港は、マプト港またはナカラ港とする。陸揚げ後、通関手続き

を行う。通関後、機材・建設工事業者によりトレーラーにてサイトまで運ばれる。輸

入関税は、IFPELAC が手続きの窓口となり、MITESS 署名の免税申請書類の発出に

より免税通関が担保される。ただし通関手続きに時間がかかるため、早期に輸入品目

リスト（品目と概算金額）を IFPELAC から税関に提出して手続きを開始する必要が

ある。また内国税（IVA）はモザンビーク側の負担事項とし、IVA 還付は IFPELAC が

行うことを確認した。 

３－２－４－７初期操作指導・運用指導等計画 

調達する機材を適切に操作、維持するために、機材納入時に機材・建設工事業者より

派遣される専門技術者により、操作方法と保守管理方法（日常点検、清掃・調整、軽微

な故障に対する対応等）についての初期操作指導を行う方針とする。 

引き渡し書類に操作・保守マニュアル、代理店およびメーカーの問合せ先リスト等を

含め、将来維持管理が可能な体制の構築を指導する。 

３－２－４－８ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトではソフトコンポーネントは実施しない。 

３－２－４－９実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本プロジェクトが実施される場合、両国間での交換
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公文（E/N）及び贈与契約（G/A）締結後に以下の段階を経て事業が実施される。 

（１）実施設計（約 5.5 ヶ月） 

コンサルタントはモザンビーク国側実施機関との間で設計監理契約を締結し、本概略

設計の内容に基づいて詳細設計図面と入札図書を作成する。詳細設計の着手及び完了時

に現地調査によるモザンビーク国側関係機関との打合せを行い、 終成果品の承認を得

て詳細設計業務を完了する。契約から業務完了までの期間は約 5.5 カ月と見込まれる。 

（２）入札業務（約 3.5 ヶ月） 

モザンビーク国側実施機関による入札図書承認後、コンサルタントは実施機関を代行

して日本において日本法人の調達・施工会社による競争入札を関係者立会いの下で開催

する。 低価格を提示した入札者はその入札内容が適正と評価された場合に落札者とな

り、モザンビーク国側実施機関との間で機材調達・建設工事契約を締結する。 

（３）機材調達・建設工事（約 12.0 ヶ月） 

契約書に署名後、JICA の認証を得て、機材・建設工事業者は機材調達及び施設建設工

事に着手する。本プロジェクトの施設規模と現地建設労務事情より、機材調達・据付及

び建設工事は、約 12 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、モザンビーク

国側関係機関の迅速な諸手続きや審査、円滑なモザンビーク国側負担工事の実施が前提

となる。 

以上を取りまとめた事業実施工程を次表に示す。 
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表 3-9 事業実施工程表 

実施設計

着手協議

国内作業（詳細設計・積算）

審査 ●

図書承認

入札 （計3.5ヶ月）

公示・図渡し ●

見積り期間

入札

業者契約 ●

    機材

調達監理 （計12ヶ月）

機器製作

検査・船積み (Lot1) (Lot2)

機器輸送

開梱・搬入・据付工事

調整・試運転

初期操作指導

検収・引渡し

    施設

施工監理 （計11.5ヶ月）

業者打ち合わせ

着工協議・現地準備・契約

現地材料発注・製作・梱包・輸送

仮設・地業・基礎工事

鉄骨建方工事

屋根・外装工事

内装設備工事

外構工事

竣工検査 ●

5Month 1 2 3 4 16 176 7 8 9 10 11

雨季

12 13 14 15

（計5.5ヶ月）

18 19 20 21 22
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３－３相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトを日本国政府の無償資金協力により実施する上で、モザンビーク国政

府が負担する項目は以下の通りである。 
 

(1) 入札前 

NO 負担工事内容 実施期限 実施責任者

1 銀行口座の開設 G/A署名後1
ヶ月以内 

MITESS/
IFPELAC

2 コンサルタントへの支払いにかかるA/Pの発給 コンサルタン
ト契約締結後

1ヶ月以内 

IFPELAC

3 下記の建設用地の保全 - - 

1) ナカラCFPのワークショップ建設用地 
2) キリマネCFPのワークショップ建設用地 

（取得済み） IFPELAC

4 プロジェクトにかかるナカラ市役所及びキリマネ市役所からの
プロジェクト承認と建設許可の取得 

入札公告以前 IFPELAC
Nampula/
Zambezia

5 EIA実施の必要性の確認及び実施が必要な場合の所掌機関との対
応 

入札公告以前 IFPELAC
対象州政府

6 下記のサイトにかかる整地等 

入札公告以前 

IFPELAC

1) ナカラCFPの新設ワークショップ建設用地における東側フェ
ンスの移設、整地および樹木の伐採 

IFPELAC
Nampula

2) キリマネCFPの新設ワークショップ建設範囲の既存埋設給水
管の移設、銘板プレートの撤去及び樹木の伐採 

IFPELAC
Zambezia

3) 本プロジェクト整備機材の設置スペース確保のため、既存ワー
クショップ内の片付けと不使用機材の撤去を対象3サイトにて実
施 

IFPELAC
Nampula/
Zambezia/

Maputo 
7 プロジェクトモニタリングレポート（PMR）の提出（詳細設計の

内容記載） 
入札図書作成

以前 
IFPELAC
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(2) プロジェクト実施期間内 

NO 負担工事内容 実施期限 実施責任者

1 調達業者への支払いにかかるA/Pの発給 業者契約締結1
ヶ月以内 

MITESS/
IFPELAC

2 B/Aに基づいた銀行手数料の支払い   

 1)  A/P発給手数料 業者契約締結1
ヶ月以内  

IFPELAC

 2)  A/P支払手数料 支払い毎 IFPELAC
3 被援助国の荷揚港における迅速な荷下ろし・通関手続き及び

調達業者による内陸輸送にかかる支援 
プロジェクト実

施期間内 
IFPELAC

4 本プロジェクト実施にかかる調達および役務の提供等の業務
遂行上、被援助国内への入国または滞在が必要となる日本人
または第三国の外国人への便宜供与 

プロジェクト実
施期間内 

MITESS/
IFPELAC

5 本プロジェクトで整備される機材の被援助国内における調達
または役務にかかる関税、内国税および諸費用の指定機関によ
る供与資金に依らない免税あるいは還付手続きの履行 

プロジェクト実
施期間内 

MITESS/
IFPELAC

6 本プロジェクト実施の上で必要となる日本側負担事項以外の
諸費用の負担 

プロジェクト実
施期間内 

IFPELAC

7 契約上の業務（船積み、据付工事、引渡し等）完了後のプロジ
ェクトモニタリングレポート（PMR）の提出 

各業務完了後1
ヶ月以内 

IFPELAC

1) PMRの提出（ 終版） 業者契約書で規
定された業務に
かかる完了証明
書署名後1ヶ月

以内 

IFPELAC

8 プロジェクトの完了にかかる報告書の提出 プロジェクト完
了後6ヶ月以内 

IFPELAC

9 整備機材及び新設ワークショップへのインフラ接続（電気、給
水等）及びプロジェクト実施に不可欠な設備の提供 

 IFPELAC

 1) 電気工事 
- ナカラCFPの契約容量アップの手続き、ならびに引込み
電力線工事（必要に応じて） 

建設工事完了の
2ヶ月前 

IFPELAC
Nampula/
Zambezia/

Maputo 
 2) 給水工事 

- ナカラCFP及びキリマネCFPの給水タンクから新設ワー
クショップまでの給水管の敷設 

建設工事完了の
2ヶ月前 

 3) その他 
- 本プロジェクト整備機材にかかる既存ワークショップ内
の配線工事、ならびに新規の引込み電力線工事（必要に応
じて） 

建設工事完了の
2ヶ月前 

10 家具・機材の調達 
日本側負担事項以外に必要な一般家具及び機材の調達 

建設工事完了の
1ヶ月前 

IFPELAC

11 ナカラCFPのフェンスの新設 建設工事完了の
1ヶ月前 

IFPELAC
Nampula
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(3) 引渡し完了後 

NO 負担工事内容 実施期限 実施責任者

1 本プロジェクトで整備される機材及び施設の適切かつ効果的
な運営・維持管理の実施 
1) 運営・維持管理費の割り当て 
2) 運営・維持管理体制の構築 
3) 日常点検・定期メンテナンスの実施 

建設工事完了後 IFPELAC
対象州政府

 

３－４プロジェクトの運営・維持管理計画 

（１）維持管理体制 

本プロジェクトの主管官庁は、労働・雇用・社会保障省（MITESS）であり、実施機

関は職業訓練・労働研究機構（IFPELAC）である。対象 3 ヶ所の職業訓練センター（CFP）

に納入される機材、建設される施設の管理責任は IFPELAC にあるが、実際の活用にお

いては、IFPELAC の管理の下、各 CFP が運営・維持管理にあたる。運営・維持管理の

ための人員・予算は、基本的には主管官庁である MITESS に申請する仕組みになってい

る。尚、予算年度は 1 月から 12 月であり、通常 6 月頃に各機関から主管官庁へ申請する。 

本プロジェクトの責任者は IFPELACの総裁であり、実務の指揮を執るのは、IFPELAC

職業訓練局の局長である。本プロジェクトで機材、施設が整備される各 CFP には、校長

以下、指導員・事務員等が配置されている。IFPELAC は、機材・施設の運営・維持管理

のために必要な人員・予算措置を行う旨、明言しているが、具体的な実施体制及び方法

等については、実施中の技術協力プロジェクト「産業人材育成センター能力強化プロジ

ェクト」と連携しつつ、本プロジェクトで実施する操作指導も活用して構築して行く必

要がある。 

（２）運営・維持管理計画 

１）機材にかかる方針 

上述のように機材の運営・維持管理に係る体制は、IFPELAC 指導の下、遅くとも本プ

ロジェクト整備機材の納入時期までに各 CFP で組織体制作りが実施されることとなる。

想定される機能は以下の通り。 

・機材の納入・据付・操作指導実施前までに維持管理体制を整える。 

・機材の操作指導は担当指導員を含む複数の使用者で受講する。 

・機材の維持管理は、付属マニュアル等に従って日常の整備・点検を実施する。 

・機材管理台帳を作成し、保守管理記録や消耗品・交換部品の管理を行う。 

・機材の不具合発生時に適切な対応を行う。具体的には、①故障の度合いの見極め、

②簡易な故障は CFP 指導員による修繕対応、③専門的な技術を要する場合はモザン

ビーク国内の代理店またはメーカーと連絡を取り、技術者の派遣を要請―等の対応

が可能な体制を構築する。 

２）施設 

本プロジェクトの施設、設備の運転操作や修理をするにあたり、特殊な技術を必要とするもの
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は無い。長期にわたり良好な状態で維持管理するためには、日常的な清掃・点検の実施と不具

合に対する早期の対応が必要である。本プロジェクトでは以下の方法で維持管理を行うものとす

る。 

・定期清掃：毎日、毎週、毎学期ごとに清掃スケジュールを立て、清掃スタッフによる定期清掃

を実施する。 

・施設の経常的な修繕：施設の摩耗、破損、老朽化に対して、建具の点検・調整（1 回/年程

度）、塗装部の補修（1 回/3 年程度）、塗替え（1 回/10～15 年程度）等の定期的な補修を実

施する。 

・設備の維持管理：故障修理や部品交換に至る前の日常的な運転管理と定期的な点検が重

要である。本プロジェクトでは現地で一般的な設備が大部分で複雑なシステムは含まれない

が、専門別の技能スタッフが竣工時に引渡される維持管理マニュアルに従って各設備の適

切な運転と、点検、簡易な補修･修理や消耗品・部品交換等の日常管理を確実に行う体制

を整える。 

・外構施設の維持管理：建物周囲の日常的な清掃の他に年 2 回程度の頻度で桝の点検･清

掃を行うとともに、法面部分の植栽等を適切に維持して地盤の安定に努める。 

 

３－５プロジェクトの概略事業費 

３－５－１協力対象事業の概略事業費 

日本の無償資金協力により、協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費につい

て、日本とモザンビーク国との負担区分に基づく事業費の内訳は、下記（３）に示す積

算条件によれば、次のとおりと見積もられる。但し、この金額は交換公文上の供与限度

額を示すものではない。 

（１）日本国負担経費 

調達業者契約認証まで非公開 

 

 

 

 

 

 

（２）モザンビーク国負担経費 

約 47,429 千メティカル（約 88.6 百万円）
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表 3-11 モザンビーク国側負担経費（単位：千メティカル/MT） 

負担内容 内容 経費 備考 

輸入関税の免税 輸入資機材に係る関税の免税 16,440 IFPELAC 
内国税（IVA）の免税 国内調達物品・サービスに係る IVA の免税 18,982 同上 

敷地整地、樹木伐採 
建設予定地内の整地と建物建設に支障となる樹木

の伐採・伐根。 
  450 同上 

電力引込み 
ナカラ CFP の契約容量アップの手続き、ならびに引

込み電力線工事（必要に応じて） 
1,850 同上 

市水引込み ナカラ CFP の市水引込み。 906 同上 

外構施設整備費 

ナカラCFPの既存外周フェンスの撤去と新設、トイレ

の設置、敷地内給水配管整備、キリマネ CFP の給

水配管整備。 

2,152 同上 

既存建物改修費 
3 サイトの既存ワークショップ内の配線工事、ならび

に新規引込み電力線工事（必要に応じて） 
6,061 同上 

建設許可 ナカラ CFP とキリマネ CFP の建設許可 121 同上 

銀行手数料 支払授権書発行料、支払銀行手数料 468 同上 

合計 47,429   

（３）積算条件 

①積算時点   ：平成 29 年 8 月 

②為替交換レート：１米ドル＝112.83 円、1 メティカル=1.868 円 

③調達・施工期間：実施設計、機材調達・建設工事の期間は施工工程に示した通り。 

④その他    ：積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

３－５－２運営・維持管理費 

（１）機材の運営・維持管理費 

本プロジェクトの計画機材のうち消耗品を必要とする主な機材は以下の通りである。 
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表 3-12 本プロジェクト実施により追加的に必要となる消耗品の年間費用 

（単位：メティカル/MT） 

機材名 内容 単価 個数 合計 

高速切断機 切断砥石 633.78 30 19,013.40

ハンマードリル コンクリートドリルキリ 845.04 2 1,690.08

丸鋸 丸鋸刃 633.78 2 1,267.56

携帯用トーチ 燃料ガスカートリッジ 126.76 8 1,014.05

糸鋸盤 替刃 84.50 2 169.01

木工用ボール盤 木工用ドリルキリセット 1,267.56 1 1,267.56

インパクトドリル コンクリートドリルキリ 422.52 12 5,070.24

ロウ付け機材セット 半田(1kg) 2,112.60 2 4,225.20

ガス溶接吹管 ガス用溶接棒(1kg) 422.52 30 12,675.60

交流アーク溶接機 アーク用溶接棒(1kg) 633.78 60 38,026.80

直流アーク溶接機 アーク用溶接棒(1kg) 633.78 60 38,026.80

TIG 溶接機 ステンレス用溶接棒(1kg) 845.04 40 33,801.60

 アルミニウム用溶接棒(1kg) 1,267.56 40 50,702.40

MAG・MIG 溶接機 スチール用溶接ワイヤー(1kg) 1,478.82 60 88,729.20

 ステンレス用溶接ワイヤー(1kg) 2,112.60 60 126,756.00

 アルミ用溶接ワイヤー(1kg) 2,112.60 60 126,756.00

ディスクグラインダー 研削砥石 126.76 20 2,535.12

 切断砥石 126.76 20 2,535.12

エンジン溶接機 アーク用溶接棒(1kg) 633.78 20 12,675.60

ジグソー 替刃 42.25 20 845.04

電動ドリル ドリルキリセット 422.52 20 8,450.40

弓鋸盤 替刃 633.78 5 3,168.90

帯鋸盤 替刃 211.26 5 1,056.30

ボール盤 ドリルキリセット 845.04 2 1,690.08

吹付塗装機材 洗浄剤 84.50 5 422.52

簡易浄水器 活性炭 211.26 8 1,690.08

真空シーマ― ポリエチレン包装材 8.45 100 845.04

 合計     585,105.70

（２）施設の維持管理費 

①水道料金 

ここでは以下のような想定で水道使用量について試算する。 
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表 3-13 年間使用水量・増額水道料金の算定 （単位：メティカル/MT） 

使用量算定表 要員 人数 根拠 

使用水量

（L/日・

人） 

使用水量

（m3/日）

必要給水

日数/年 

使用水量

（㎥/年）

ナカラ CFP 
訓練生 

48 
学生数 16 名 x3 コース

（農産品加工） 
60L 2.9 220 638.0 

160 
学生数 16 名 x10 コース

（新規強化対象コース）
40L 6.4 220 1,408.0

ﾄﾚｰﾅｰ 14 追加人材配置計画 40L 0.6 220 132.0 

キリマネ CFP 
訓練生 48 

学生数 16 名 x3 コース

（農産品加工） 
60L 2.9 220 638.0 

ﾄﾚｰﾅｰ 3 追加人材配置計画 40L 0.1 220 22.0 

マシャバ CFP 
訓練生 48 

学生数 16 名 x3 コース

（新規強化対象コース）
40L 1.9 220 418.0 

ﾄﾚｰﾅｰ 3 追加人材配置計画 40L 0.1 220 22.0 

    合計 14.9 3,278.0

年間使用料（MT） 

[水道メーターリース料金（MT/月)x（月数)] + [使用水量 x 水道料金（MT/m3）] 

(40 x 12) + (3,278.0 x 35) = 115,210

 

②ガス料金 

本プロジェクトで新設する農産品加工ワークショップで LPG を使用する。ここでは以下のような想

定でガス使用量について試算する。 

表 3-14 年間ガス消費量・増額料金の算定（単位：メティカル/MT） 

  台 

使用

時間/
日 

ｶﾞｽ消

費量

kg/h 

ｶﾞｽ消費量㎏/
日 

合計 kg/日 稼働日数
年間合計

kg/日  

必要 48 ㎏

ｶﾞｽｼﾘﾝﾀﾞ

-(本) 
  [a] [b] [c] [d]=[a]x[b]x[c] [e]=∑[d] [f] [g]=[e]x[f] [h]=[g]/48
調理

台 
4 2 1.96 15.68

16.49 220 3,628 76
グリル 1 1.5 0.54 0.81

年間使用料（MT） 
[シリンダー本数] x [単価(MT/本)] x [サイト数]

76 x 3,360 x 2 = 510,720

 

③電気料金 

ここでは以下のような想定で電力使用量について試算する。 

 -年間 220 日稼動すると想定する。 

 -項目ごとの使用時間と需要率は、次表の通り仮定する。 
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表 3-15 年間電力量・増額料金の算定（単位：メティカル/MT） 

サイト別使用

電力量の算出 
  電灯(昼間） 電灯（夜間） コンセント 計 

ナカラ CFP 負荷 KVA 27.0 0.5 432.2   
  1 日当たりの使用時間 6 11 6   
  需要率(100%) 60 100 40   
  使用量 KWH 97.2 5.5 1,037.3 1,140.0
キリマネ CFP 負荷 KVA 16 1.6 113.6   
  1 日当たりの使用時間 6 11 6   
  需要率(100%) 60 100 40   
  使用量 KWH 57.6 17.6 272.6 347.8
マシャバ CFP 負荷 KVA     567.25   
  1 日当たりの使用時間 6 11 6   
  需要率(100%) 60 100 40   
  使用量 KWH 0 0 1,361.4 1,361.4
使用量合計

(KWH) 
      (a) 2,849.2

増額年間使用料（MT） [使用料金（MT）] × [使用量合計(a)(KWH)] × [稼働日数]
    1.21 x 2,849.2 x 220 = 758,468
 

3)施設維持管理費 

表 3-16 維持管理費試算（単位：メティカル/MT） 

施設維持管理費 
項目 (MT) 
建築維持管理費*   118,851
設備維持管理費*   340,577

合計 459,428
*日本における建築物維持管理費データを参考に、本プロジェクトの施設内容･仕様から判断される経

常的な施設維持管理費（年間）を以下と想定した 
 - 建築維持管理費：建築直接工事費×0.2% 
 - 設備維持管理費：設備直接工事費×1.5% 

 



89 

（３）運営・維持管理費の集計 

上記試算結果を踏まえた本プロジェクトの実施により、 小限必要となる年間運営・維持管理

費増加額は、次の通り見積もられる。 

表 3-17 年間運営･維持管理費試算結果 （単位：千メティカル/MT） 

項目 
施設維持管理費 年間費用

（千 MT） 
算出根拠 支出費目 

施設運転経費（水道費） 115.21 積上げ試算 物品・サービス 
〃（ガス燃料費） 510.72 積上げ試算 物品・サービス 
〃（電力費） 758.47 積上げ試算 物品・サービス 
施設維持管理費 459.43 

積上げ試算 
物品・サービス 

機材維持管理費 585.10 物品・サービス 
合計 2,428.93  

 

（４）運営・維持管理費分析 

以上より、本プロジェクトを実施することにより増加する年間運営・維持管理費用は、

表 3-17 の合計約 2,428.93 千メティカル（約 454.0 万円）となる。2017 年度の対象 3 ヶ

所のCFPの「水道光熱費」と「メンテナンス費用」の合計は表-3-18に示す通り、約 3,470.84

千メティカル（約 648.7 万円）であり、増加分の運営・維持管理費用を賄うためには、

追加的な予算措置がなされることが必須である。前述のように IFPELAC の総裁は本プ

ロジェクト実施において必要となる予算措置を行う旨、明言しているが、確実に予算措

置がなされるよう追加的に必要となる予算金額に関しては、次年度の予算申請時期とな

る 6 月までに適切に申請されることが求められる。 



90 

表 3-18 対象 CFP の年間予算の推移 （単位：メティカル/MT） 

予算品目 2015 2016 2017 

マシャバ CFP 

指導員・スタッフ給与 6,694,965.14 7,542,082.47 5,436,850.00

旅費・日当宿泊費 439,722.22 328,000.00 282,380.00

訓練活動費 164,715.75 255,645.36 118,043.67

水道光熱費 289,655.65 315,335.81 340,000.00

車両の保守・運営・燃料費 551,030.51 628,618.00 330,000.00

メンテナンス費用 374,566.67 202,461.39 280,000.00

広報・通信費 738,426.02 821,749.02 150,000.00

事務用品・消耗品費 129,003.91 295,346.09 100,000.00

その他 1,036,430.98 529,615.00 389,766.33

合計 10,418,516.85 10,918,853.14 7,427,040.00

キリマネ CFP  

指導員・スタッフ給与 4,750,000.00 4,825,000.26 4,880,000.34

旅費・日当宿泊費 269,000.28 268,000.46 155,000.30

訓練活動費 80,000.00 46,000.52 80,000.10

水道光熱費 1,299,000.86 1,923,000.56 916,000.50

車両の保守・運営・燃料費 295,000.00 450,000.00 450,000.00

メンテナンス費用 450,000.00 380,000.10 380,000.10

広報・通信費 140,000.00 200,000.00 140,000.00

事務用品・消耗品費 2,762,000.00 3,521,000.00 2,929,000.30

その他 110,000.00 220,000.00 224,000.50

合計 10,156,000.14 11,834,000.90 10,156,000.14

ナカラ CFP  

指導員・スタッフ給与 456,000.00 540,000.00 624,000.00

旅費・日当宿泊費 238,270.00 262,200.00 288,427.00

訓練活動費 373,890.00 309,000.00 125,000.00

水道光熱費 196,628.00 215,622.00 237,148.00

車両の保守・運営・燃料費 262,973.00 289,270.00 318,197.00

メンテナンス費用 1,089,000.00 1,197,900.00 1,317,689.00

広報・通信費  

事務用品・消耗品費 6,098,000.00 5,040,000.00 6,303,050.00

その他  

合計 8,714,761.00 7,853,992.00 9,213,511.00

3CFP 合計 

（水道光熱費・メンテナンス費用） 
3,698,851.18 4,234,319.86 3,470,837.60

 



第 4 章   プロジェクトの評価 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１事業実施のための前提条件 

本プロジェクトは CFP の既存建物内のワークショップに職業訓練用の実習機材を整備

するとともに、CFP 敷地内の空きスペースにワークショップを新設するものであり、用

地取得に係る前提条件はない。但し、建設許可、免税手続き及び 3 章で記述の先方負担

事項について、本プロジェクトの実施に支障のないようモザンビーク側で必要な手続き

等が遅滞なく実施されることが前提となる。 

４－２プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本プロジェクト全体計画達成のために、以下の事項についてモザンビーク側における

適切な実施または準備が行われることが必要である。 

・3 章で既述の先方負担事項の実施。 

・調達される機材・建設される施設の使用・維持管理のために必要な人員・予算の確保。 

・既存建物のワークショップに整備される機材の設置スペース・ユーティリティの確保。 

４－３外部条件 

本プロジェクトは、ANEP に承認された IFPELAC 標準の各訓練コースのカリキュラ

ム・シラバスの実施に必要な訓練機材の整備とワークショップの建設を行うものである

が、それら機材が CFP の指導員によって効果的に活用され、質の高い訓練実習が継続的

に実施されることが、実践的なスキルを身に着けた卒業生の輩出には必須である。その

ためには現在、実施中の技プロと連携して、本プロジェクトによる整備機材に係るカリ

キュラムや訓練要領書の改善を図る等の取り組みが行われることが望まれる。 

４－４プロジェクトの評価 

４－４－１妥当性 

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当

性が認められる。 

 (１) プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの対象地域は、プロジェクトサイトである CFP が位置するマトラ市、

キリマネ市およびナカラ市である。各 CFP では近隣地域の主要産業に応じて職業訓練コ

ースを開設している。各 CFP の敷地内には IFPELAC が雇用センターを併設しており、卒

業生の就職先の斡旋等を行っている。直接受益者は本プロジェクトで整備される機材・

施設を活用して育成される 3 ヶ所の CFP の教員 38 人および訓練生 608 人とする（2023

年）。IFPELAC/CFP はモザンビークのノンフォーマル職業訓練の実施機関/実施校であり、

本プロジェクトはモザンビークの産業の発展に大きく貢献するものであることから、そ

の妥当性が認められる。 

(２) 人間の安全保障の観点 

人間の安全保障とは、人間一人ひとりに着目し、生存・生活・尊厳に対する広範かつ

深刻な脅威から人々を守り、それぞれの持つ豊かな可能性を実現するために、保護と能
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力強化を通じて持続可能な個人の自立と社会づくりを促す考え方とされている。本プロ

ジェクトの実施によってモザンビークのノンフォーマル職業訓練の実施校である CFP に

て実践的な職業訓練実習を受ける機会が増えることにより、CFP 卒業生の能力が強化さ

れもザンビークの産業と社会の発展に資するという点において、人間の安全保障の観点

に合致し、国民の生活改善に結びつく計画といえる。 

(３) 当該国の中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

モザンビークは、人口 2,712 万人（INE、 2017）で年間人口増加率は 2.8%(WDI、2016)、

15 歳未満の人口が 45%を占め、毎年 30 万人を超える若者が労働市場に参入してくると言

われている（ILO、2016）。中等教育(G8)総就学率が 32.4%という数字からは、知識もスキ

ルも不十分なままで青少年が労働市場に参入している状況が伺える。また、15 歳～24 歳

の若年層の失業率が 41.4%（WDI、2016）という数字からは、就業経験のない若者が労働

力として未熟なまま、同国の人的資源として十分に活用されていない現状が浮き彫りに

なっている。 

モザンビークの TVET 分野では、前述した PIREP により制度改革が進められてきては

いるものの、IFPELAC 傘下の CFP で提供されている職業訓練サービスに関しては、企業

や団体、関連するドナー機関、あるいは当事者である教育訓練機関等から依然として以

下のような問題点が指摘されている。 

‐産業界のニーズに合致しない訓練内容（訓練カリキュラムの未整備） 

‐教員・指導員の能力不足、人数不足 

‐訓練用機材・ワークショップの老朽化・不備・不足 

‐不十分なキャリアガイダンス 

‐TVET 監督省庁間の連携不足、等 

こうした問題は、いずれも PIREP による TVET 分野改革の成果が、特に IFPELAC 系の

職業訓練分野ではまだ十分に表れていない、ないしは、改革が十分に行われていないこ

とによると思われる。モザンビークでは TVET 分野の改革は従来、重要な政策的課題と

して認識されてきており、早急な対応が期待されている。かかる状況のもと、JICA の支

援による技プロは、これらの課題に長期的に対応していくものとして期待されており、

また本無償資金協力プロジェクトは、技プロと連携し、ハード的な側面からこれを補完

するものとして大いに期待される。 

(４) 我が国の援助政策・方針との整合性 

外務省の対モザンビーク国別援助方針の重点分野（２）人間開発の項目において「世

界で 下位層に低迷する人間開発指数の改善及び SDGs 達成を目指し、保健サービスお

よび基礎教育へのアクセス改善のための支援、給水施設の整備を通じた安全な水へのア

クセス拡充のための支援」を掲げており、これは、本プロジェクトの目的「CFP の対象

訓練コースに職業訓練用の実習機材および施設が整備され、職業訓練環境の改善により、
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モザンビークの社会経済開発や産業振興に必要な実践的な産業人材の育成に寄与する」

と合致しており、我が国の援助政策・方針との整合性が十分に認められる。 

４－４－２有効性 

以下に本プロジェクトの実施により期待されるアウトプットを示す。 

（１）定量的効果 

指標名 
基準値（2018 年） 

目標値（2023 年） 
【事業完成 3 年後】 

マシャバ
CFP 

キリマネ
CFP 

ナカラ 
CFP 

マシャバ
CFP 

キリマネ 
CFP 

ナカラ
CFP 

① CBT コース 
受講者数（人） 

0 0 0 160 160 288 

② CBT コース数

（コース） 
0 0 0 5 5 9 

（２）定性的効果 

① 訓練機材の整備により、対象 CFP の訓練コースの質が向上し、受講者のコースに対する

満足度が向上する。 

② 対象 CFP 毎の地場産業・立地条件に即した訓練コースの運営が可能となり、市場ニーズ

に適合した人材育成が可能となる。 

③ 受講修了者のエンプロイアビリティが高まる。 

これらのことから、本協力対象事業を我が国無償資金協力により実施することの妥当性は高く、

また有効性が十分に認められると判断される。 

 



資   料 

1. 調査団員・氏名 

2. 調査行程 

3. 関係者（面会者）リスト 

4. 討議議事録（M／D） 

5. 参考資料/入手資料リスト 

6. その他の資料・情報 

 



 

1.調査団員・氏名 

1-1 現地調査Ⅰ 

 

担 当 氏名 期間(2017 年) 所 属 

1.総括 森田 千春 7/29－8/6 独立行政法人国際協力機構  

人間開発部社会保障チーム

課長 

2.計画管理 佐藤 里衣 7/31－8/6 独立行政法人国際協力機構  

人間開発部社会保障チーム

主任調査役 

3.専門家 1 Mr.Jonas 

Bezerra 

Rolim 

7/9－15 ブラジル工業係職業訓練機関

(SENAI) 

4.専門家 2 

 

Mr.Joao Luiz 

Fernandes 

Teixeira 

Alcantara 
 

7/9－15 ブラジル工業係職業訓練機関

(SENAI) 

5.業務主任/機材計画 1 岡本 明広 7/8－8/6 インテムコンサルティング(株)

 

6.副業務主任/ 

施工・調達計画/積算  
 

橋本 雅夫 7/8－8/6 (株)マツダコンサルタンツ 

7.職業訓練計画 志賀 渉 7/9－8/6 インテムコンサルティング(株)

 

8.機材計画 2 岡本 亮治 7/9－30 インテムコンサルティング(株)

 

9.機材調達計画/積算 

 

丹羽 信介 7/13－8/5 インテムコンサルティング(株)

 

10.施設設計 川添 健治 7/22－8/6 (株)マツダコンサルタンツ 

11.通訳 戸田 佐保 7/9－30 インテムコンサルティング(株)

(㈱フランシール) 

 
A1



 

1-2 現地調査Ⅱ 

 

担 当 氏名 期間(2018 年) 所 属 

1.総括 森田 千春 2/7－2/15 独立行政法人国際協力機構  

人間開発部社会保障チーム 課長

2.計画管理 山中嶋 美智 2/7－2/15 独立行政法人国際協力機構  

人間開発部社会保障チーム 

専門嘱託 

3.業務主任/機材計画 1 岡本 明広 2/4－2/15 インテムコンサルティング(株) 

 

4.職業訓練計画 志賀 渉 2/4－2/15 インテムコンサルティング(株) 

 

5.施設設計 川添 健治 2/3－2/15 (株)マツダコンサルタンツ 

6.通訳 戸田 佐保 2/4－2/15 インテムコンサルティング(株) 

(㈱フランシール) 

 
A2



 

2.調査行程 

2-1 現地調査Ⅰ 

総括 計画管理
a. 業務主任/機材計

画1
c. 職業訓練計画 d. 機材計画2

e. 機材調達計画/積

算

b. 副業務主任/施

工・調達計画/積算
f.施設設計 g. 通訳

森田　千春 佐藤　里衣 岡本明広 志賀　渉 岡本　亮治 丹羽　信介 橋本　雅夫 川添健治 戸田佐保

1 7月8日 土 NRT- NRT- NRT-

2 7月9日 日 -MPT -MPT -MPT

3 7月10日 月

JICA, SENAI,

IFPELAC

打合せ

CFPM視察・協議

6 7月13日 木 NRT-

7 7月14日 金 -MPT

8 7月15日 土

9 7月16日 日
団内打合

資料整理

団内打合

資料整理
←a

10 7月17日 月 IFPELAC協議

11 7月18日 火

9:00 TV会議

MPT-UEL

17:45/19:50

12 7月19日 水
IFPELAC /キリマネ

CFP協議

UEL-APL

14:15/19:10

13 7月20日 木

IFPELAC/キリマネ

CFP協議

ナンプラへ車移動

ナンプラCFP視察・協

議

14 7月21日 金
IFPELAC/ナンプラ

CFP協議
UEL-APL 8:20/10:55

ナカラCFP

既存機材確認
UEL-APL 8:20/10:55

15 7月22日 土 資料整理 ナカラへ車移動 資料整理 ナカラへ車移動 資料整理 NRT-

16 7月23日 日
MPT-APL

06:30/08:40
JHB-APL ←a

17 7月24日 月 CFPN視察・協議

既存機材の選別、カ

リキュラム分析、機

材計画案策定

←a

18 7月25日 火
APL-MPT

12:25/14:35

APL-MPT

12:25/14:35

APL-MPT

12:25/14:35

19 7月26日 水 ナンプラへ車移動 ナンプラへ車移動

20 7月27日 木

21 7月28日 金

22 7月29日 土 NRT- 資料整理
APL-MPT

12:25/14:35
MPT-

APL-MPT

12:25/14:35

23 7月30日 日 資料整理 ←a. -NRT

24 7月31日 月 -MPT

 団内会議

25 8月1日 火
IFPELAC協議

CFPマシャバ視察
-MPT ←a 計画案作成

26 8月2日 水

27 8月3日 木

28 8月4日 金 MPT- ←a

29 8月5日 土 MPT- MPT- -NRT MPT- MPT-

30 8月6日 日 -NRT -NRT 資料整理 -NRT -NRT

31 8月7日 月
追加再委託調査準

備

32 8月8日 火
＊32日目から別アサ

イン

再委託、単価調査、

建設関連調査

←a

建設事情、単価・再委託調査回収

←a

←a

ナカラCFP協議

インフラ関連調査

施設関連調査

5 7月12日
8:00-12:30 キリマネCFP視察・協議

水

マシャバCFP視察、

計画内容に関する協

議

職業訓練計画、就学

事情調査

資料整理

NRT-

-MPT

4 7月11日 火

8:30-10:00 TV会議

MPT-APL 6:30/8:40

IFPELAC Nampula協議

13:00-15:30 ナンプラCFP視察、協議

8:00-10:30 ナカラCFP視察・協議

MNC-MPT 13:25/15:50

団内打合せ

職業訓練計画、就学

事情調査

調達事情、代理店調

査

団内打合せ→MPT-UEL 11:55/13:40

CFPM視察、協議

MPT-UEL 17:45/19:50

マシャバCFP視察、

計画内容に関する協

議・補足調査

 団内会議（ミニッツ案）

IFPELAC協議（ミニッツ案）

JICA報告、大使館報告

←官団員と同じ

←a

←a

※PMに同行

キリマネCFP視察・

協議

既存機材確認

MPT-JNB-KINSHASA

MD署名

HND-
←a

MNC-MPT 13:25/15:50

←a

調達事情、代理店調

査

ナカラへ車移動

IFPELAC/ナンプラCFP協議

施設・設備関連調査

企業訪問、ドナー関

係補足調査

調達事情、代理店調

査

←a

■現地調査1

←a

←a

UEL-MPT 14:15/17:30 

職業訓練計画、就学

事情調査

調達事情、代理店調

査

追加再委託調査準

備

JICA コンサルタント

←a

 
A3



 

2-2 現地調査Ⅱ 

総括 計画管理
a. 業務主任/機材

計画1
b. 職業訓練計画 c.施設設計 d. 通訳

森田 千春 山中嶋 美智 岡本 明広 志賀 渉 川添 健治 戸田 佐保

1 2月3日 土 NRT-

2 2月4日 日 NRT-
-MPT- TM1156
16:00-17:45
-UEL

←a.と同じ

3 2月5日 月

キリマネCFP

補足調査
TM1144 20:20-
22:05
UEL-MPT

←a.と同じ

4 2月6日 火 IFPELAC協議（ドラフト説明）

5 2月7日 水 HND- IFPELAC協議（ドラフト説明）／補足調査

6 2月8日 木 -MPT、団内打合せ 補足調査

7 2月9日 金 IFPELAC協議（MD協議）/技プロ打ち合わせ、大使館報告

8 2月10日 土 団内打合せ、MD修正

9 2月11日 日 資料整理、MD修正

10 2月12日 月 IFPELAC協議（MD協議）

11 2月13日 火 補足調査、JICA報告

12 2月14日 水 MPT-

13 2月15日 木 -HND

-MPT

団内打ち合わせ

■現地調査2
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3.関係者(面会者)リスト 

公的機関 

組織名 名前 職名 

IFPELAC              

職業訓練・労働研究機構 

Mr. Anastácio Chembeze IFPELAC 総裁 

Mr. Adelino Estevao Novais 訓練局長 

Mr. Candido Manasse 職業訓練部長 

Mr. Ivane Macule 講師養成部長 

Ms. Hermínia Sitoe 講師養成部専門家 

Mr. Jaime Ernesto JICA 技プロ技術員 

Mr. Mateus Tinga JICA 技プロ技術員 

Mr. Vitorino Banze JICA 技プロ技術員 

Mr. Jose Carlos Nhavene ザンベジア州支局長 

Ms. Domingas Oitava 行政財務部部長 

Mr. Ernesto Xavier 人事部部長 

Mr. Hussene Saúde Charifo キリマネセ CFP センター長 

Mr. Jose Selemane Vontabe キリマネ雇用センター長 

Mr. Sabado Luciano Bomes キリマネ CFP 講師(電気) 

Mr. Rondinho Angelo Rondao キリマネ CFP 講師(配管) 

Mr. Afonso Francisco Sainda 

Senda 
キリマネ CFP 講師(パソコン) 

Mr. Moises Biquina Sousa キリマネ CFP 講師(木工) 

Mr. Saraiva Chicumule ナンプラ州支局長 

Mr. Jose Gabriel 企画・人事部長 

Ms. Henriqueta Changumbe 職業訓練部長 

Mr. Abdurramane Nemane ナンプラ CFP センター長 

Mr. Carlos Ernesto Mareleco ナンプラ CFP 講師(調理) 

Mr. Jorge Elias Jasse ナンプラ CFP 講師(電気) 

Mr. Miguel Mario Mughara ナンプラ CFP 講師(溶接) 

Mr.Vieira Avelino Gomes 

Impeteria 

ナンプラ CFP 講師(冷蔵・空

調) 

Mr. Muhunze Ibraimo ナカラ CFP センター長 

Mr. Jdaquim Roque ナカラ雇用センター職員 

Mr. Dallas Jacento Ndala ナカラ CFP 講師(溶接) 

Mr. Alberto Abujate ナカラ CFP(総務) 

Ms. Beatriz Albeito Langa ナカラ CFP(総務) 

Mr. Ismael Cassiel マラタネ CFP センター長 

Mr. Samuel Jeremias Tsope マラタネ CFP 

Mr. VicenteTobias Messa マラタネ CFP 講師(石工) 

Ms. Anibal Fernando Lucas マプト州支局長 
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Mr. Joao Ubisse マシャバ CFP センター長 

Mr. Xaviner Mario Zibia マシャバ CFP 講師（石工） 

Mr. Juvencio Cardoso 

Casimiro 
マシャバ CFP 講師(電気) 

Mr. Zefanias Macauziane マシャバ CFP 講師(配管) 

Mr. Jaime Fanuel Maoze マシャバ CFP 講師(溶接) 

Mr.Januario Armando 

Manhica 

マシャバ CFP 講師(冷凍・空

調) 

Mｓ. Yolanda Paula Benzane 
マシャバ CFP 講師(冷凍・空

調) 

Ms. Leopoldina Amaral マシャバ CFP(経理) 

Mr. Mamud Cassimo Ismail マシャバ CFP 卒業生 

Mr. August Wade Jone マシャバ CFP 卒業生 

Ms.Oferia Saide マシャバ CFP 卒業生 

Mr. Costa Mateus Mabjaia マシャバ CFP 卒業生 

Ms. Grolia Manuel Amaral マシャバ CFP 卒業生 

Mr. Rogerio Armando 

Nunguambe 
マシャバ CFP 卒業生 

Mr. Fernando Americo マシャバ CFP 卒業生 

Mr. Alton Aurelio マシャバ CFP 卒業生 

ANEP 国家職業教育庁 
Mr. Edmundo Jossefa 総裁 

Ms. Ilda Carrilho 訓練・資格総局長 

DPTESS/MITESS         

労働・雇用・社会保障省 

Mr. Domingos Sambo ナンプラ州支局長 

Mr. Joao Rodrigo ザンベジア州支局長 

GAZEDA              

経済特区開発庁（ナカラ） 

Mr. Americo Jose 経済特区責任者 

Mr. Ainadine Gafuro 人事部 

SDAE ナカラ郡経済部 Mr. Tadeu Mariano 局長 

非営利団体 

団体名 名前 職名 

Farmers Association”Abaixo 

Fome” 農民協会（ザンベジア

州） 

Mr. Pacheco Castigomendoca 社長/ 会長 

Mr. Guilherme Custigomendo 秘書 

CTA 経済団体連合会ナカラ

支部 
Mr. Antonio Rojola 元副会長 

ISDB  ドンボスコ教員養成大

学 
Mr. Francisco 神父 
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公共サービス機関 

組織名 名前 職名 

EDM Quelimane          

モザンビーク電気公社 キリマ

ネ 

Mr. Aderito Arouca 人事部 

Mr. Alcidio da Cruz Gouveia 企画部 

EDM Nacala            

モザンビーク電気公社 ナカ

ラ 

Mr. Fenias Ndimande 事業部長 

Mr. Fernando Raimundo 

Mucussete 
企画・統計部長 

Ms. Assane Rachide 研究企画部長 

FIPAG Quelimane         

水道公社 キリマネ 

Mr. Alex Chulwane 技術管理者 

Mr. Almiro Vilaneulo 財務管理総局 

Mr. Ramos Paulino 財務管理総局 

Mr. Olga Pameu 人事部 

FIPAG Nacala           

水道公社 ナカラ 

Mr. Inacio Alberto 生産部長 

Mr. Paulino Andrasson 財務管理部長 

民間企業 

企業名 名前 職名 

“CAPITAL”, ADCORP Group Mr. Albino Z. Mhula Jr. 事業部部長 

Alfa Agricultura Mr. Jan Le Grange 技術員 

Bakhresa Grain Milling 

(MOC) LDA 

Mr. Sivajee Durgavajjula 社長 

Mr. Selvamany Palanivel 財務部長 

Mr. Agostinho Sunzuane 人事部長 

Calapiri Industry Mr. Aires 社長 

CETA Engineering & 

Construction (South Region) 
Mr. Luis Mongo 取締役 

CICOMOSADL Mr. Beas Malique 取締役 

Hughs Group 

Mr.Hugh Les Grottis 会長 

Mr.Sean Naidoo  ナカラ支社長 

Mr.Sousa Ribeiro 生産部長 

J.C.A(Jose Carlos Amone) Mr. Joao Jseinto Honwana 社長 

Maputo Port Development 

Company 

Ms. Silvia Milice 人事部長 

Mr. Angelo Chambule,  人事担当 

PaniAfrica (Bakery) Mr. Mourao Novela 工場長 

Portos do Norte S.A(Nacala 

Port) 
Ms. Victoria Matsinhe 人事部長 

SASOL Petroleum Temane 
Mr. Gaspar Buque 人事部長 

Mr. Hanno van Stader 南ア本社人事担当 

TCHOVA Food (Chicken 

Palace Group) 
Mr. Mauro Nankin 委員 
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Tecnica Mr.Montenyo 技術員 

TRANS ARU 
Mr. Abdul Assane 高財務責任者 

Mr. Abdul Rassul Usman 社長 

国際機関等・団体 

組織名 名前 職名 

SENAI                

ブラジル 工業系職業訓練機

関 

Mr. Jonas Bezzera Rolin 専門教育係 

Mr. Joao Luís Fernandes 
専門技術家（JICA 技プロ常駐

員） 

GIZ                  

ドイツ国際協力公社 

Mr. Francois de Groote 専門家（ナンプラ CFP 所属） 

Ms. Annelies Merkx 教育プログラム責任者 

Mr. Francisco Bravo Gill 国際部門リーダー 

ILO Mozambique 国際労働

機関 
Ms. Cristina Paulo 技術顧問責任者 

I YF                 

国際青年基金（国際 NGO） 

Mr. Ilidio Caifaz 所長 

Mr. Samuel Mondlane プログラム部長 

Mr. Joel P. Toms 専門家 

日本側 

組織名 名前（敬称略） 職名 

在モザンビーク日本大使館 

池田 敏雄 特命全権大使 

庄司 義明 一等書記官 

鷹尾 保馬 専門調査員 

JICA モザンビーク事務所 

遠藤 浩昭 所長 

青木 英剛 次長 

Mr. Simoes Victorino 所員 

有馬 弥生 所員 

JICA 技術協力「産業人材育

成センター能力強化プロジェ

クト」 

平松 洋一 プロジェクトリーダー 
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4. 討議議事録(M/D)
41　現地調査Ⅰ 
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42　現地調査Ⅱ
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5.参考資料 

番号 名称 

形態 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ・

ｺﾋﾟｰ 
発行機関 発行年 

図書・ビ

デオ・地

図・写真

等 

1 Pro-Education Programme PDF コピー GIZ 2014 

2 

モザンビーク共和国 職業

訓練センター機材整備計画

基本調設計調査報告書 

PDF コピー JICA 1996 

3 

アフリカ地域 TICAD Ⅴ

産業人材育成に関する情報

収集・確認調査 終報告

書 

PDF コピー JICA 2013 

4 

Apresentação da Proposta do 

Quadro Nacional das 

Qualificações ao Conselho de 

Ministros – Outubro de 2013 

Word コピー 

MINISTÉRIO 

DA 

EDUCAÇÃO 

2013 

5 BOLETIM DA REPUBLICA PDF コピー 
Pandora Box 

Lda. 
2014 

6 

Funcionamento do Sistema 

Nacional de Qualificacoes 

Profissionais 

PP コピー PIREP 2016 

7 

Manual de Desenvolvimento 

de Qualificações e Módulos 

Curriculares 

Word コピー 
PIREP         

Mocambique 
2011 

8 

Orientações Metodológicase 

Instrumentos para a 

Elaboração de Qualificações 

Word コピー 
PIREP          

Mocambique 
2011 

9 
Plano Estratégico da 

Educação 2012-2016 
Word コピー 

REPUBLIC OF 

MOZAMBIQUE  

MINISTRY 

EDUCATION 

2012 

10 
Education Strategic Plan 

2012-2016 
Word コピー 

REPUBLIC OF 

MOZAMBIQUE 

MINISTRY 

EDUCATION 

2012 
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11 Annual Report 2014 Word コピー 

REPUBLIC OF 

MOZAMBIQUE 

MINISTRY OF 

LABOR, 

EMPLOYMENT 

AND SOCIAL 

SECURITY 

2015 

12 Rel9atório Anual de 2014 Word コピー 

REPUBLIC OF 

MOZAMBIQUE 

MINISTRY OF 

LABOR, 

EMPLOYMENT 

AND SOCIAL 

SECURITY 

2015 

13 

MINISTERIO DE 

TRABALHO EMPREGO E 

SEGURANÇA SOCIAL 

DELEGAÇÃO DO IFPELAC 

DA PROVÍNCIA DE 

MAPUTO 

Word コピー 
Salomaõ 

Chambule 
2018 

14 ALIMENTOS E BEBIDAS PDF コピー SENAI 2015 

15 
REFRIGERACAO E 

CLIMATIZACAO 
PDF コピー SENAI 2015 

16 AUTOMOTIVA PDF コピー SENAI 2015 

17 ELETROELETRONICA PDF コピー SENAI 2015 

18 
REFRIGERACAO E 

CLIMATIZACAO 
PDF コピー SENAI 2015 

19 
SEGURANCA DO 

TRABALHO 
PDF コピー SENAI 2015 

20 SOLDAGEM PDF コピー SENAI 2015 

21 
Mobile Vocational Training 

Units 
PDF コピー SIDA 1983 

22 
FORMACION 

PROFESIONAL 
PDF コピー TECNOVE 2013 

23 
World TVET Database 

Mozambique 
PDF コピー UNEVOC 2015 

24 

神奈川県立東部総合職業技

術校 平成 28 年度事業概

要 

PDF コピー 
神奈川県立東部

総合職業技術校 
2016 
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6.その他資料・情報 

計画機材リスト 

1 1-1 半田付け工具セット 建設 電気 9 9 9 27
2 1-2 デジタルマルチメータ 建設 電気 9 9 9 27
3 1-3 クランプメータ 建設 電気 9 9 9 27
4 1-4 絶縁抵抗計 建設 電気 5 5 5 15
5 1-5 圧着工具セット 建設 電気 9 9 9 27
6 1-6 ケーブルカッター 建設 電気 9 9 9 27
7 1-7 ケーブルストリッパー 建設 電気 9 9 9 27
8 1-8 電動工具セット 建設 電気 9 9 9 27
9 1-9 金属電線管工具セット 建設 電気 9 9 9 27
10 1-10 金属電線管用万力 建設 電気 9 9 9 27
11 1-11 金属電線管用ねじ切り器 建設 電気 9 9 9 27
12 1-12 基礎電気実習装置 建設 電気 5 5 5 15
13 1-13 油圧式配管曲げ機 建設 電気 4 4 4 12
14 1-14 呼び線挿入器 建設 電気 2 4 4 10
15 1-15 3相モーター制御実習装置 建設 電気 1 1 1 3
16 1-16 配電設備実習装置 建設 電気 1 1 1 3
17 1-17 太陽光発電実習装置 建設 電気 1 1 1 3
18 1-18 ヒートガン 建設 電気 4 4 4 12
19 1-19 電気コース用デジタル回転計 建設 電気 4 4 4 12
20 1-20 電機コース用インパクトドリル 建設 電気 4 4 4 12
21 1-21 センサーユニット 建設 電気 9 9 9 27
22 1-22 照明付換気装置 建設 電気 4 4 4 12
23 1-23 電気用コース竪型組付練習盤 建設 電気 9 9 9 27
24 1-24 電線ドラム 建設 電気 4 4 4 12
25 1-25 電気コース用引戸付収納棚 建設 電気 2 2 2 6
26 1-26 電気コース用機材棚 建設 電気 2 2 2 6
27 1-27 電気コース用工具ワゴン 建設 電気 2 2 2 6
28 1-28 電気コース用白板 建設 電気 0 1 1 2
29 1-29 電気コース用事務机 建設 電気 0 1 1 2
30 2-1 左官工具セット 建設 石工 16 0 16 32
31 2-2 ハンマードリル 建設 石工 9 0 9 18
32 2-3 石工用高速切断機 建設 石工 5 0 5 10
33 2-4 コンクリート混練道具セット 建設 石工 5 0 5 10
34 2-5 モルタルミキサー 建設 石工 1 0 1 2
35 2-6 コンクリートバイブレータ 建設 石工 2 0 2 4
36 2-7 石工コース用水準器 建設 石工 5 0 5 10
37 2-8 レーザー墨出し機 建設 石工 5 0 5 10
38 2-9 台車 建設 石工 4 0 4 8
39 2-10 丸鋸 建設 石工 2 0 2 4
40 2-11 鉄筋曲げ機 建設 石工 2 0 2 4
41 2-12 石工コース用鋼管足場 建設 石工 1 0 1 2
42 2-13 モルタル吹付機 建設 石工 1 0 1 2
43 2-14 ブロック積補正機材 建設 石工 4 0 4 8
44 2-15 鉄製支柱 建設 石工 16 0 16 32
45 2-16 石工コース用足場 建設 石工 4 0 4 8
46 2-17 電動振動ふるい機 建設 石工 4 0 4 8
47 2-18 スランプ試験器具 建設 石工 1 0 1 2
48 2-19 石工コース用引戸付収納棚 建設 石工 1 0 2 3
49 2-20 石工コース用機材棚 建設 石工 1 0 0 1
50 2-21 石工コース用工具ワゴン 建設 石工 2 0 2 4
51 2-22 石工コース用白板 建設 石工 1 0 1 2
52 2-23 石工コース用事務机 建設 石工 0 0 1 1
53 2-24 石工コース用万力付き作業台 建設 石工 1 0 2 3
54 2-25 石工コース用サンプル掲示板 建設 石工 1 0 1 2
55 2-26 石工コース用モルタル攪拌器 建設 石工 1 0 1 2
56 3-1 配管工具セット 建設 冷凍・空調 9 0 9 18
57 3-2 電工工具セット 建設 冷凍・空調 9 0 9 18
58 3-3 冷凍空調コース用デジタルマルチメータ 建設 冷凍・空調 9 0 9 18
59 3-4 冷媒用ゲージ 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
60 3-5 冷凍空調コース用冷媒回収装置 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
61 3-6 真空ポンプ 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
62 3-7 冷凍空調コース用ロウ付け機材セット 建設 冷凍・空調 5 0 5 10
63 3-8 冷凍空調コース用電動工具セット 建設 冷凍・空調 9 0 9 18
64 3-9 温度計 建設 冷凍・空調 2 0 2 4
65 3-10 湿度計 建設 冷凍・空調 2 0 2 4

Ser.
No.

Req.
No.

機材名 合計数量分野 訓練コース

数量
マシャバ

CFP

数量
キリマネ

CFP

数量
ナカラ
CFP
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66 3-11 風速計 建設 冷凍・空調 2 0 2 4
67 3-12 冷凍空調コース用冷媒漏洩検出器 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
68 3-16 エアコン実習装置 建設 冷凍・空調 1 0 1 2
69 3-18 電子天秤 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
70 3-19 高圧洗浄機 建設 冷凍・空調 2 0 2 4
71 3-20 携帯用トーチ 建設 冷凍・空調 4 0 4 8
72 3-21 コース冷凍空調用竪型組付練習盤 建設 冷凍・空調 9 0 9 18
73 3-22 冷凍空調コース用引戸付収納棚 建設 冷凍・空調 2 0 2 4
74 3-23 冷凍空調コース用工具ワゴン 建設 冷凍・空調 2 0 2 4
75 3-24 冷凍空調コース用白板 建設 冷凍・空調 0 0 1 1
76 3-25 冷凍空調コース用事務机 建設 冷凍・空調 0 0 1 1
77 4-1 樹脂配管工具セット 建設 配管 9 9 9 27
78 4-2 鉄管配管工具セット 建設 配管 9 9 9 27
79 4-3 パイプレンチセット 建設 配管 5 5 5 15
80 4-4 トーチバーナー 建設 配管 9 9 9 27
81 4-5 鉄管用万力 建設 配管 5 5 5 15
82 4-6 鉄管用ねじ切り 建設 配管 5 5 5 15
83 4-7 高速切断機 建設 配管 2 2 2 6
84 4-8 配管コース用振動ドリル 建設 配管 5 5 5 15
85 4-9 水圧テストポンプ 建設 配管 2 2 2 6
86 4-10 水準器 建設 配管 5 5 5 15
87 4-11 配管用レーザー墨出し機 建設 配管 5 5 5 15
88 4-12 実習用給湯器 建設 配管 2 2 2 6
89 4-13 水中ポンプ 建設 配管 2 2 2 6
90 4-14 コンプレッサ実習装置 建設 配管 1 1 1 3
91 4-16 ポンプ実習装置 建設 配管 1 1 1 3
92 4-17 浄化槽実習装置 建設 配管 1 1 1 3
93 4-18 自動排水設備 建設 配管 5 5 5 15
94 4-19 PPR管用サーモスタット 建設 配管 2 2 2 6
95 4-20 配管コース用竪型組付練習盤 建設 配管 9 9 9 27
96 4-21 配管コース用引戸付収納棚 建設 配管 2 2 2 6
97 4-22 配管コース用機材棚 建設 配管 2 2 2 6
98 4-23 配管コース用工具ワゴン 建設 配管 2 2 2 6
99 4-24 配管コース用白板 建設 配管 1 1 1 3

100 4-25 配管コース用事務机 建設 配管 1 1 1 3
101 4-26 配管コース用万力付き作業台 建設 配管 0 4 4 8
102 4-27 配管コース用生徒用ロッカー 建設 配管 0 2 2 4
103 4-28 流し台 建設 配管 0 2 2 4
104 5-1 木工工具セット 建設 木工 0 9 0 9
105 5-2 寸法測定機材セット 建設 木工 0 9 0 9
106 5-3 木工プレス 建設 木工 0 2 0 2
107 5-4 チェーンソー 建設 木工 0 2 0 2
108 5-5 小型電動工具セット 建設 木工 0 5 0 5
109 5-6 レーザー墨出し機 建設 木工 0 1 0 1
110 5-7 エアー釘打機 建設 木工 0 1 0 1
111 5-8 糸鋸盤 建設 木工 0 2 0 2
112 5-9 ベルトサンダー 建設 木工 0 2 0 2
113 5-10 木工コース用帯鋸盤 建設 木工 0 2 0 2
114 5-11 木工旋盤 建設 木工 0 2 0 2
115 5-12 木工用ボール盤 建設 木工 0 2 0 2
116 5-13 丸のこ盤 建設 木工 0 1 0 1
117 5-14 かんな盤 建設 木工 0 2 0 2
118 5-15 ほぞ取り盤 建設 木工 0 1 0 1
119 5-16 刃物研磨機 建設 木工 0 1 0 1
120 5-17 木材乾燥機 建設 木工 0 1 0 1
121 5-18 万力付木工作業台 建設 木工 0 4 0 4
122 5-19 木工コース用集塵機 建設 木工 0 2 0 2
123 5-20 木工コース用吹付塗装機材 建設 木工 0 5 0 5
124 5-21 木工コース用引戸付収納棚 建設 木工 0 2 0 2
125 5-22 木工コース用機材棚 建設 木工 0 2 0 2
126 5-23 木工コース用工具ワゴン 建設 木工 0 2 0 2
127 5-24 木工コース用白板 建設 木工 0 1 0 1
128 5-25 木工コース用事務机 建設 木工 0 1 0 1
129 5-26 角のみ盤 建設 木工 0 1 0 1
130 5-27 面取盤 建設 木工 0 1 0 1
131 5-28 バット溶接機 建設 木工 0 1 0 1
132 6-1 足場用インパクトレンチ 建設 足場組 4 0 4 8
133 6-2 ジャッキ 建設 足場組 5 0 5 10
134 6-3 モッコ各種 建設 足場組 5 0 5 10
135 6-4 ロープ各種 建設 足場組 5 0 5 10
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136 6-5 スリング各種 建設 足場組 5 0 5 10
137 6-6 チェーン各種 建設 足場組 5 0 5 10
138 6-7 吊りクランプ 建設 足場組 5 0 5 10
139 6-8 滑車各種 建設 足場組 9 0 9 18
140 6-9 チェーンブロック 建設 足場組 5 0 5 10
141 6-10 ウインチ 建設 足場組 5 0 5 10
142 6-11 振動ドリル 建設 足場組 4 0 4 8
143 6-12 レーザー式距離計 建設 足場組 2 0 2 4
144 6-13 移動式作業台 建設 足場組 4 0 4 8
145 6-14 足場コース用脚立 建設 足場組 4 0 4 8
146 6-15 足場コース用鋼製ローリングタワー 建設 足場組 4 0 4 8
147 6-16 足場コース用引戸付収納棚 建設 足場組 1 0 1 2
148 6-17 足場コース用機材棚 建設 足場組 1 0 1 2
149 6-18 足場コース用工具ワゴン 建設 足場組 2 0 2 4
150 6-19 足場コース用白板 建設 足場組 1 0 1 2
151 6-20 足場コース用事務机 建設 足場組 1 0 1 2
152 6-21 足場コース用万力付き作業台 建設 足場組 2 0 2 4
153 6-22 足場コース用サンプル掲示板 建設 足場組 1 0 1 2
154 6-23 足場コース用工具セット 建設 足場組 9 0 9 18
155 6-24 ラチェット工具セット 建設 足場組 9 0 9 18
156 7-1 工具セット 溶接 溶接 9 0 9 18
157 7-2 溶接ゲージ 溶接 溶接 9 0 9 18
158 7-3 溶接ガイド 溶接 溶接 9 0 9 18
159 7-4 寸法測定機材セット 溶接 溶接 9 0 9 18
160 7-5 溶接保護具 溶接 溶接 17 0 17 34
161 7-6 ロウ付け機材セット 溶接 溶接 5 0 5 10
162 7-7 ガス溶接吹管 溶接 溶接 9 0 9 18
163 7-8 ガス溶接レギュレタホース 溶接 溶接 9 0 9 18
164 7-9 スポット溶接機 溶接 溶接 1 0 1 2
165 7-10 交流アーク溶接機 溶接 溶接 9 0 9 18
166 7-11 直流アーク溶接機 溶接 溶接 9 0 9 18
167 7-12 TIG溶接機 溶接 溶接 9 0 9 18
168 7-13 MIG/MAG溶接機 溶接 溶接 9 0 9 18
169 7-14 溶接コース用ディスクグラインダー 溶接 溶接 9 0 9 18
170 7-15 溶接コース用高速切断機 溶接 溶接 2 0 2 4
171 7-16 エンジン溶接機 溶接 溶接 1 0 1 2
172 7-17 電気炉 溶接 溶接 1 0 1 2
173 7-18 ロックウェル硬さ試験機 溶接 溶接 1 0 1 2
174 7-19 万力付き作業台 溶接 溶接 1 0 1 2
175 7-20 溶接コース用集塵機 溶接 溶接 9 0 9 18
176 7-21 溶接コース用引戸付収納棚 溶接 溶接 2 0 2 4
177 7-22 溶接コース用機材棚 溶接 溶接 2 0 2 4
178 7-23 溶接コース用工具ワゴン 溶接 溶接 2 0 2 4
179 7-24 溶接コース用白板 溶接 溶接 0 0 1 1
180 7-25 溶接コース用事務机 溶接 溶接 0 0 1 1
181 7-26 溶接コース用ドリルプレス 溶接 溶接 1 0 0 1
182 7-27 溶接コース用けがき工具セット 溶接 溶接 17 0 17 34
183 8-1 板金コース用工具セット 溶接 金属加工 9 0 10 19
184 8-2 長さ測定機材セット 溶接 金属加工 9 0 10 19
185 8-3 板金コース用けがき工具セット 溶接 金属加工 17 0 16 33
186 8-4 ジグソー 溶接 金属加工 9 0 10 19
187 8-5 板金コース用電動ドリル 溶接 金属加工 5 0 5 10
188 8-6 板金コース用ディスクグラインダー 溶接 金属加工 5 0 5 10
189 8-7 板金コース用トーチバーナー 溶接 金属加工 5 0 5 10
190 8-8 板金折り曲げ機 溶接 金属加工 4 0 4 8
191 8-9 エキセンプレス 溶接 金属加工 2 0 2 4
192 8-10 三本ロール 溶接 金属加工 1 0 1 2
193 8-11 レバーシャー 溶接 金属加工 1 0 1 2
194 8-12 弓鋸盤 溶接 金属加工 1 0 1 2
195 8-13 帯鋸盤 溶接 金属加工 1 0 1 2
196 8-14 板金用ボール盤 溶接 金属加工 1 0 1 2
197 8-15 ベンディングマシン 溶接 金属加工 1 0 1 2
198 8-16 シャーリングマシン 溶接 金属加工 1 0 1 2
199 8-17 板金コース用作業台 溶接 金属加工 8 0 8 16
200 8-18 板金コース用吹付塗装機材 溶接 金属加工 8 0 8 16
201 8-19 板金コース用引戸付収納棚 溶接 金属加工 1 0 1 2
202 8-20 板金コース用機材棚 溶接 金属加工 1 0 1 2
203 8-21 板金コース用工具ワゴン 溶接 金属加工 2 0 2 4
204 8-22 板金コース用白板 溶接 金属加工 1 0 1 2
205 8-23 板金コース用事務机 溶接 金属加工 1 0 1 2
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206 8-24 板金コース用万力付き作業台 溶接 金属加工 2 0 2 4
207 9-1 鋼管組み立てコース用工具セット 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
208 9-2 鋼管組み立てコース用長さ測定機材セット 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
209 9-3 鋼管組み立てコース用けがき工具セット 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
210 9-4 鋼管組み立てコース用ラチェット工具セット 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
211 9-5 タップセット 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
212 9-6 パワーレンチ 溶接 鋼管組立 2 0 2 4
213 9-7 鋼管組み立てコース用インパクトレンチ 溶接 鋼管組立 9 0 9 18
214 9-8 鋼管組み立てコース用レーザー墨出し器 溶接 鋼管組立 5 0 5 10
215 9-9 鋼管組み立てコース用ディスクグラインダー 溶接 鋼管組立 5 0 5 10
216 9-10 鋼管組み立てコース用万力 溶接 鋼管組立 5 0 5 10
217 9-11 鋼管組み立てコース用ねじ切り 溶接 鋼管組立 5 0 5 10
218 9-12 鋼管組み立てコース用高速切断機 溶接 鋼管組立 5 0 5 10
219 9-14 高所作業安全用具 溶接 鋼管組立 17 0 17 34
220 9-15 鋼管製足場 溶接 鋼管組立 2 0 2 4
221 9-16 引張曲げ試験機 溶接 鋼管組立 1 0 1 2
222 9-17 鋼管組み立てコース用引戸付収納棚 溶接 鋼管組立 1 0 1 2
223 9-18 鋼管組み立てコース用機材棚 溶接 鋼管組立 1 0 1 2
224 9-19 鋼管組み立てコース用工具ワゴン 溶接 鋼管組立 2 0 2 4
225 9-20 鋼管組み立てコース用白板 溶接 鋼管組立 1 0 1 2
226 9-21 鋼管組み立てコース用事務机 溶接 鋼管組立 1 0 1 2
227 9-22 鋼管組み立てコース用万力付き作業台 溶接 鋼管組立 2 0 2 4
228 10-1 自動車整備用工具セット 自動車 自動車機械 0 0 9 9
229 10-2 定盤Vブロックマイクロメータ 自動車 自動車機械 0 0 5 5
230 10-3 長さ測定装置セット 自動車 自動車機械 0 0 9 9
231 10-4 スプリングコンプレッサ 自動車 自動車機械 0 0 5 5
232 10-5 ボールジョイント外し工具 自動車 自動車機械 0 0 5 5
233 10-6 エア式シリンダリークテスタ 自動車 自動車機械 0 0 5 5
234 10-7 エンジンクレーン 自動車 自動車機械 0 0 2 2
235 10-8 エンジンスタンド 自動車 自動車機械 0 0 4 4
236 10-9 ミッションジャッキ 自動車 自動車機械 0 0 2 2
237 10-10 フロアジャッキ及びスタンド 自動車 自動車機械 0 0 2 2
238 10-11 タイヤ交換装置 自動車 自動車機械 0 0 1 1
239 10-12 ホイールバランサー 自動車 自動車機械 0 0 1 1
240 10-13 ホイールアラインメント測定器 自動車 自動車機械 0 0 1 1
241 10-14 廃油回収装置 自動車 自動車機械 0 0 2 2
242 10-15 高圧水洗浄機 自動車 自動車機械 0 0 1 1
243 10-16 門型油圧プレス 自動車 自動車機械 0 0 1 1
244 10-17 万力付き作業台 自動車 自動車機械 0 0 7 7
245 10-18 エアコンプレッサ及びツール 自動車 自動車機械 0 0 2 2
246 10-20 ガソリンエンジン実習装置 自動車 自動車機械 0 0 1 1
247 10-21 カーリフト 自動車 自動車機械 0 0 1 1
248 10-22 機械用引戸付収納棚 自動車 自動車機械 0 0 2 2
249 10-23 機械用機材棚 自動車 自動車機械 0 0 2 2
250 10-24 ミッションスタンド 自動車 自動車機械 0 0 4 4
251 10-25 部品洗浄台 自動車 自動車機械 0 0 1 1
252 10-26 機械用流し台 自動車 自動車機械 0 0 1 1
253 10-27 自動車機械コース用直流アーク溶接機 自動車 自動車機械 0 0 2 2
254 10-28 自動車機械コース用高速切断機 自動車 自動車機械 0 0 2 2
255 11-1 自動車用電気コース用工具セット 自動車 自動車電気 0 0 9 9
256 11-2 自動車用電気コース用圧着工具セット 自動車 自動車電気 0 0 9 9
257 11-3 自動車用電気コース用電動工具セット 自動車 自動車電気 0 0 5 5
258 11-4 自動車用電気コース用デジタルマルチメータ 自動車 自動車電気 0 0 9 9
259 11-5 自動車用電気コース用直流クランプメーター 自動車 自動車電気 0 0 9 9
260 11-6 デジタル温度計 自動車 自動車電気 0 0 2 2
261 11-7 超音波洗浄機 自動車 自動車電気 0 0 1 1
262 11-8 バッテリー液比重計 自動車 自動車電気 0 0 5 5
263 11-9 バッテリー充電機 自動車 自動車電気 0 0 2 2
264 11-10 スパークプラグ検査機 自動車 自動車電気 0 0 1 1
265 11-11 排気ガステスター 自動車 自動車電気 0 0 2 2
266 11-12 燃圧計 自動車 自動車電気 0 0 2 2
267 11-13 タイミングライト 自動車 自動車電気 0 0 2 2
268 11-14 イグニッションアナライザー 自動車 自動車電気 0 0 2 2
269 11-15 車両診断装置 自動車 自動車電気 0 0 2 2
270 11-16 ヘッドライトテスタ 自動車 自動車電気 0 0 1 1
271 11-17 自動車用電気コース用冷媒用ゲージセット 自動車 自動車電気 0 0 2 2
272 11-18 自動車用電気コース用冷媒漏洩検知機 自動車 自動車電気 0 0 2 2
273 11-19 自動車燃料噴射実習装置 自動車 自動車電気 0 0 1 1
274 11-20 自動車電装品実習装置 自動車 自動車電気 0 0 1 1
275 11-21 自動車用電気コース用引戸付収納棚 自動車 自動車電気 0 0 4 4
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276 11-22 自動車用電気コース用機材棚 自動車 自動車電気 0 0 4 4
277 11-23 自動車用電気コース用事務机 自動車 自動車電気 0 0 2 2
278 11-24 書棚 自動車 自動車電気 0 0 2 2
279 11-25 自動車用電気コース用白板 自動車 自動車電気 0 0 1 1
280 11-26 自動車用電気コース用テーブル付椅子 自動車 自動車電気 0 0 16 16
281 11-27 自動車用電気コース用工具ワゴン 自動車 自動車電気 0 0 4 4
282 11-28 自動車用電気コース用生徒用ロッカー 自動車 自動車電気 0 0 4 4
283 12-1 穀物用トレー及び容器セット 農産品加工 穀物 0 17 17 34
284 12-2 穀物用調理器具セット 農産品加工 穀物 0 17 17 34
285 12-3 卓上秤 農産品加工 穀物 0 4 4 8
286 12-4 台秤 農産品加工 穀物 0 2 2 4
287 12-5 製粉機 農産品加工 穀物 0 2 2 4
288 12-6 ふるい機 農産品加工 穀物 0 4 4 8
289 12-7 発酵機 農産品加工 穀物 0 4 4 8
290 12-8 水分計 農産品加工 穀物 0 5 5 10
291 12-9 温度計 農産品加工 穀物 0 5 5 10
292 12-10 生地捏ね機 農産品加工 穀物 0 4 4 8
293 12-11 蒸し機 農産品加工 穀物 0 4 4 8
294 12-12 オーブン 農産品加工 穀物 0 4 4 8
295 12-13 高圧釜 農産品加工 穀物 0 2 2 4
296 12-14 穀物用冷蔵庫 農産品加工 穀物 0 2 2 4
297 12-15 籾摺機 農産品加工 穀物 0 2 2 4
298 12-16 粉砕機 農産品加工 穀物 0 2 2 4
299 12-17 製麺機 農産品加工 穀物 0 4 4 8
300 12-18 簡易浄水器 農産品加工 穀物 0 5 5 10
301 12-19 穀物用作業台 農産品加工 穀物 0 4 4 8
302 12-20 穀物用引戸付収納棚 農産品加工 穀物 0 2 2 4
303 12-21 穀物用機材棚 農産品加工 穀物 0 4 4 8
304 12-22 電気オーブン 農産品加工 穀物 0 2 2 4
305 12-23 食品廃棄物容器 農産品加工 穀物 0 2 2 4
306 12-24 ステンレス製ワゴン 農産品加工 穀物 0 4 4 8
307 12-25 電撃殺虫器 農産品加工 穀物 0 2 2 4
308 12-26 穀物用白板 農産品加工 穀物 0 1 1 2
309 12-27 炊飯器 農産品加工 穀物 0 2 2 4
310 13-1 果物用トレー及び容器セット 農産品加工 果物 0 17 17 34
311 13-2 果物用調理器具セット 農産品加工 果物 0 17 17 34
312 13-3 PH計 農産品加工 果物 0 5 5 10
313 13-4 フードカッター 農産品加工 果物 0 4 4 8
314 13-5 ジューサー 農産品加工 果物 0 4 4 8
315 13-6 乾燥機 農産品加工 果物 0 1 1 2
316 13-7 圧力殺菌釜 農産品加工 果物 0 1 1 2
317 13-8 充填機 農産品加工 果物 0 1 1 2
318 13-9 真空シーマー 農産品加工 果物 0 1 1 2
319 13-10 脱気箱 農産品加工 果物 0 1 1 2
320 13-11 冷凍庫 農産品加工 果物 0 1 1 2
321 13-12 冷蔵庫 農産品加工 果物 0 1 1 2
322 13-13 流し台付ガスレンジ 農産品加工 果物 0 4 4 8
323 13-14 果物野菜用作業台 農産品加工 果物 0 4 4 8
324 13-15 果肉除去器 農産品加工 果物 0 4 4 8
325 13-16 ステンレス製引戸付収納棚 農産品加工 果物 0 2 2 4
326 13-17 ステンレス製機材棚 農産品加工 果物 0 2 2 4
327 14-1 根菜洗浄機 農産品加工 野菜 0 1 1 2
328 14-2 芋潰し機 農産品加工 野菜 0 4 4 8
329 14-3 手動野菜スライサー 農産品加工 野菜 0 4 4 8
330 14-4 電動野菜スライサー 農産品加工 野菜 0 4 4 8
331 14-5 野菜皮むき機 農産品加工 野菜 0 4 4 8
332 14-6 練り物分配機 農産品加工 野菜 0 2 2 4
333 14-7 練り物型枠 農産品加工 野菜 0 4 4 8
334 14-8 農産コース用作業台 農産品加工 野菜 0 6 6 12
335 14-9 農産コース用事務机 農産品加工 野菜 0 2 2 4
336 14-10 農産コース用白板 農産品加工 野菜 0 1 1 2
337 14-11 農産コース用テーブル付椅子 農産品加工 野菜 0 16 16 32
338 14-12 2連型ガス台 農産品加工 野菜 0 1 1 2
339 14-13 農産コース用流し台 農産品加工 野菜 0 2 2 4
340 14-14 農産コース用生徒用ロッカー 農産品加工 野菜 0 2 2 4

Ser.
No.

Req.
No.

機材名 分野 訓練コース

数量
マシャバ

CFP

数量
キリマネ

CFP

数量
ナカラ
CFP

合計数量
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